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食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす 

公衆衛生学的効果及び医療経済学的効果を推定するための研究 
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栄養疫学・政策研究センター 栄養社会科学研究室 室長 
 
研究要旨 

本研究は、食環境づくりの推進を通じた減塩の取組において科学的根拠を活用するための基

盤整備として、減塩の公衆衛生学的及び医療経済学的効果をシミュレーションにより推定し、

食品関連事業者及び自治体に対して具体的な方策を示すことを目的とした。この目的のため、

食品関連事業者による自主的な減塩目標設定と製品改良を支援するガイドの作成や、減塩の取

組が高血圧及び関連医療費に及ぼす影響を評価するシミュレーションモデルと都道府県向け活

用ガイドの開発を行った。 
食品関連事業者向け支援ガイドでは、国内外の科学的知見及び政策動向を整理し、日本の食

環境を踏まえた減塩目標設定の枠組を提示した。SMART（Specific、Measurable、Achievable、
Relevant、Time-bound）枠組、売上加重平均ナトリウム含有量及び栄養プロファイリングモデル

の活用等を整理することで、事業者の自主的取組と公衆衛生政策との接続を図った。また、事

業者ヒアリングを通じて実務上の課題と有用性を整理し、社会実装に向けた改善点を明らかに

した。さらに、ガイドの公表及びプレスリリース等を通じた情報発信により、社会普及を図っ

た。 
全国及び都道府県別のシステムダイナミクスモデルを構築し、食塩摂取量の削減に伴う高血

圧及び関連医療費の変化を定量的に評価した。都道府県別モデルでは地域ごとの人口構造を反

映し、複数の介入シナリオに基づく将来推計を可能とした。これにより、減塩施策の健康影響

及び経済影響を地域単位で比較可能とする枠組を提示した。さらに、自治体における政策立案

及び説明責任の支援を目的として、シミュレーションモデルのインターフェース及び活用ガイ

ドを整備した。自治体担当者が施策内容とアウトカムの関係を視覚的に把握できる構造とし、

実務での利用可能性の向上を図った。 
本研究の成果は、事業者による自主的な減塩の推進と、自治体による科学的根拠に基づく減

塩政策の立案を支援する基盤の整備に資するものである。今後は、支援ガイドの実装状況及び

活用実態の把握を進めるとともに、循環器疾患等の発症・重症化に伴う関連医療費及び介護費

を含めたモデルの高度化を図り、減塩の取組への適用可能性を一層高めていく必要がある。 

 
研究分担者 
西 信雄（聖路加国際大学 大学院公衆衛生

学研究科 研究科長・教授） 
三浦克之（滋賀医科大学 NCD 疫学研究セ

ンター センター長・教授） 
杉山雄大（国立健康危機管理研究機構 国

立国際医療研究所 糖尿病情報センター 

室長） 
樫野いく子（甲子園大学 栄養学部 准教

授） 
山口美輪（立命館大学 食マネジメント学

部 准教授） 
 
Ａ．研究目的 

日本人の食塩摂取量は長期的に減少傾向

にあるものの（Saito et al., 2018; Matsumoto et 
al., 2022）、2024 年時点での 20 歳以上の平均

摂取量は 1 日あたり 9.6 グラムと依然とし

て高い水準にある（厚生労働省、2026)。主

な摂取源は醤油や味噌等の調味料や加工食

品であり（Takimoto et al., 2018; Matsumoto et 
al., 2022）、特に若年層では中食・外食の利用

増加により、市販加工食品由来の食塩摂取

が多い傾向が見られる（Asakura et al., 2016）。
また、令和元年国民健康・栄養調査では、1
日あたり 8 グラム以上の食塩を摂取する成

人の約 40％が、食習慣の改善に無関心ある

いは改善意欲がないと回答した（厚生労働

省、2020）。 
こうした状況を受け、健康日本 21（第三
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次）では、成人の食塩摂取量の平均値を令和

14 年度までに 7 グラムに減らすことが目標

とされており（厚生労働省、2023）、とりわ

け健康に関心の薄い層も含めて自然に健康

的な選択ができるような環境整備の重要性

が高まっている。厚生労働省が令和 4 年 3 月

に開始した「健康的で持続可能な食環境戦

略イニシアチブ」では、食塩の過剰摂取を栄

養上の重要な社会課題と位置づけ、産学官

等の連携によって減塩を実現するための取

組が進められており、その一環として食品

関連事業者（以下、事業者）の自主的な減塩

目標設定も促されている（厚生労働省、

2022）。 
本研究は、こうした取組に資する科学的

根拠及び実務的ツールを整備することを目

的とした。3 年間の計画で、①事業者の減塩

の目標設定と取組に関する文献レビュー及

び事業者向け支援ガイドの作成、②食環境

づくりの推進を通じた減塩の取組の効果に

関するシミュレーションモデル及び都道府

県向け活用ガイド等の作成を実施した（図

1）。3 年目である令和 7 年度においては、事

業者向け支援ガイドの完成及び全国版シミ

ュレーションモデルの改訂、都道府県版モ

デル及び活用ガイド等の作成を行った。第

84 回日本公衆衛生学会総会（静岡市）にお

いて、シンポジウム「食環境づくりの推進を

通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学

的・医療経済学的効果」を開催し、研究成果

を発表した（資料 I-1）。 
 
Ｂ．研究方法 
1．事業者向け支援ガイドの作成 
本ガイドは、製品の減塩に初めて取り組

む、または見直しを検討している国内事業

者を対象とした。令和 5 年度に実施した文

献レビュー及び海外先行事例調査の結果を

踏まえ、令和 6 年度に『食品関連事業者向け

の製品の減塩ガイド』の案を作成した。令和

7 年度には、ガイドの完成に向けて作成を進

めた。日本高血圧学会減塩・栄養委員会の研

究分担者及び自治体管理栄養士である研究

協力者の協力を得て 7 社を抽出し、使用者

の特徴やニーズ等について意見を聴取した。

得られた意見を基にガイドの内容を修正し、

最終版を完成させた。 
 
2．都道府県版シミュレーションモデルの作

成 
減塩介入に関する全国版のシステムダイ

ナミクスシミュレーションモデルを基に、

都道府県版モデルを作成した。令和 6 年度

までに構築した全国版モデルを改訂し、食

塩摂取量、人口、高血圧有病者数、高血圧医

療費の 4 つのサブモデルにより構成した。

全国モデルを基に基本的に同一のパラメー

タ値を用いて、47 都道府県別のモデルを個

別に構築した。 
モデルの妥当性については、①平均絶対

パーセント誤差（mean absolute percentage 
error）、②パラメータの性・年齢階級間での

比較、③全国モデルと都道府県別モデルの

比較による挙動の類似性の評価の 3 つの方

法で評価した。さらに、モンテカルロ多変量

感度テストを用いて感度分析を実施した。 
 
3．シミュレーションモデルの都道府県向け

インターフェースと活用ガイドの作成 
自治体担当者が専用ソフト導入等を必要

とせず、標準的なウェブブラウザ上でシミ

ュレーションを実行できるよう、インター

フェースを構築した。食塩摂取に関するパ

ラメータを容易に変更し、その影響をグラ

フや表で視認できるよう、ダッシュボード

形式の操作画面を設計した。本インターフ

ェースをオンラインプラットフォームに実

装するとともに、自治体担当者が円滑に活

用できるよう、具体的な操作手順等を体系

的に整理した活用ガイド案を作成した。 
開発したツール（インターフェース及び

活用ガイド）の実用性を検証するため、食環

境整備に精通した自治体管理栄養士 2 名を

対象にヒアリングを実施した。ツールを限

定的に共有し、実務者の視点から意見を収

集して改訂を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
シミュレーションモデル構築にあたり、

国民健康・栄養調査の匿名データは、厚生労

働省に調査票情報の利用申請を行い、承認

を得た上で使用した。本研究は、既存の統計

データ及び公開資料に基づくものであり、

研究実施時点において「人を対象とする生

命科学・医学系研究に関する倫理指針」（令

和 3 年文部科学省・厚生労働省・経済産業省

告示第 1 号）の対象となる研究には該当し

ない。 
 
Ｃ．研究結果 
1．事業者向け支援ガイドの作成 
事業者の多様な製品ポートフォリオや組

織体制に対応するため、概念的枠組と実務

的ツールを統合し、標準化と柔軟性の両立
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を図った。ガイドは 3 章構成とし、第 1 章

では公衆衛生及びビジネスの観点から製品

改良の意義を整理し、第 2 章では段階的か

つ実現可能な減塩目標設定の方法、第 3 章

では組織体制及び外部連携のあり方を示し

た。巻末資料として国内外の事例を収載し

た。目標設定には SMART （ Specific 、
Measurable、Achievable、Relevant、Time-bound）
枠組を参考に、対象製品、栄養素、指標、食

塩・ナトリウム基準、実施期間に関する方法

論上の選択肢を提示した。 
減塩は公衆衛生上の重要性に加え、イノ

ベーション創出や ESG（環境・社会・ガバナ

ンス）評価の向上等、事業者にとっての戦略

的価値を有することを示した。目標設定に

あたっては、国内外の基準を参照しつつ、売

上加重平均ナトリウム含有量や栄養プロフ

ァイリングモデルを用いた方法を提示し、

減塩効果の可視化のための指標も示した。

また、段階的な製品改良と期限付き目標、中

間評価による進捗管理の重要性を示した。 
組織体制として社内主導型と外部連携型

のモデルを提示し、関連する国内の取組と

の連携が実効性と信頼性の向上に資する可

能性を示した。さらに、代替塩や香味素材の

活用等の技術的手法を紹介し、国内外の目

標設定事例を整理した。 
事業者ヒアリングでは、主に製品企画及

び広報部門での活用が期待され、特に健康

影響に関する情報が有用と評価された。一

方で、組織体制や対象製品に関する内容は

企業ごとの差異により適用が難しいとの指

摘や、より多くの事例及び具体的手法の提

示を求める意見が示された。 
研究班ウェブサイトに日本語版（2025 年

11 月 5 日付）及び英語版を掲載するととも

に、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養

研究所のプレスリリース（2025 年 11 月 20
日配信）を通じて社会普及を図った。 
 
2．都道府県版シミュレーションモデルの作

成 
全国及び 47 都道府県を対象に構築したシ

ステムダイナミクスモデルを用いて、食塩

摂取量の削減が高血圧有病者数及び外来医

療費に与える影響を推計した。基本シナリ

オでは、2012 年から 2040 年にかけて、高食

塩食品および高食塩摂取者の割合の低下に

より、食塩摂取量は 10.1 g/日から 8.7 g/日へ

と減少すると推計された。さらに、2040 年

までに食塩摂取量が 6.9 g/日まで減少した場

合、男性では高血圧有病者数及び外来医療

費がそれぞれ 2.3％及び 2.0％減少し、女性

ではそれぞれ 8.8％及び 8.3％減少すると推

計された。 
シナリオ比較の結果、高食塩食品及び高

食塩摂取者の双方を対象とした介入が、単

独の介入と比較して最も大きな効果を示し

た。これらの傾向は都道府県別モデルにお

いても同様に確認された。 
 
3．シミュレーションモデルの都道府県向け

インターフェースと活用ガイドの作成 
自治体担当者がウェブブラウザ上でシミ

ュレーションを実行できるインターフェー

スを整備した。全国及び各都道府県を選択

可能とし、人口、食塩摂取量、高血圧有病者

数、高血圧医療費の指標について、パラメー

タ操作に応じた 2040 年までの推計結果をグ

ラフ及び表で表示するダッシュボードを実

装した。また、目的・対象及びモデルの背景、

利用手順、操作方法並びに結果の解釈を整

理した活用ガイド案を作成した。自治体管

理栄養士へのヒアリングにより課題が抽出

され、用語・単位表記の整理、レイアウトの

改善、操作性の向上等の改訂を行った。 
 
Ｄ．考察 
国内事業者向けに作成した減塩支援ガイ

ドは、科学的根拠及び政策動向を踏まえ、日

本の実情に即した減塩目標設定の枠組を提

示した点に意義がある。SMART 枠組に基づ

く目標設定や売上加重平均ナトリウム含有

量、栄養プロファイリングモデルの活用を

示すことで、事業者の取組と国の戦略との

連携を強化し、公衆衛生上の取組を民間セ

クターにおいて体系的に推進するための基

盤となることが期待される。一方で、製品特

性や事業規模により適用可能性には差があ

り、特に食塩含有量が高い製品や減塩の優

先度が低い事業者においては導入が困難と

なる可能性がある。また、売上情報等のデー

タ基盤の不足や栄養プロファイリングモデ

ルが改良途上であることから、具体的な数

値目標ではなく概念提示に重点を置いた内

容となっている。事業者ヒアリングでは一

定の有用性が示されたものの、実務への適

用に向けてより具体的な手法や事例の充実

が求められる。ガイドの公表及びプレスリ

リース等を通じた情報発信により認知度の

向上を図ったが、今後はステークホルダー

と連携して内容の改訂を進めるとともに、

導入状況や食塩摂取量等への影響を検証し、

有効性及び社会実装の進捗を評価する必要
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がある。 
シミュレーションモデルは、全国及び都

道府県別のシステムダイナミクスモデルを

用いて、食塩摂取量の変化が高血圧有病者

数及び医療費に及ぼす影響を定量的に評価

するとともに、自治体担当者が施策効果を

把握・説明するためのインターフェース及

び活用ガイドの案を作成した。都道府県別

モデルは全国モデルを基盤に構築され、複

数シナリオにおいて高血圧による負荷の将

来推計を可能とした点で、地域差を考慮し

た公衆衛生政策評価モデルとしての新規性

を有する。さらに、自治体管理栄養士へのヒ

アリングを通じて、操作性、視認性及び実用

性の改善を図った。一方で、食品環境や食塩

摂取構造に関する仮定の単純化、性別年齢

階級間で共通パラメータを用いたこと等に

より、地域特性や個別要因の反映には限界

があるほか、介入強度の設定には専門的判

断が必要であることが示された。本モデル

及び関連ツールは、減塩政策の影響を評価

するための実用的な枠組を提供するもので

あり、今後は循環器疾患等を含む統合的モ

デルへの拡張や、地域別パラメータの精緻

化、並びに現場での活用事例の蓄積を通じ

た改善等が課題である。 
 
Ｅ．結論 
本研究は、食環境づくりの推進を通じた

減塩の取組において科学的根拠を活用する

ための基盤整備として、減塩の公衆衛生学

的及び医療経済学的効果をシミュレーショ

ンにより推定し、食品関連事業者及び自治

体に対して具体的な方策を示すことを目的

とした。この目的のため、食品関連事業者に

よる自主的な減塩目標設定と製品改良を支

援するガイドの作成や、減塩の取組が高血

圧及び関連医療費に及ぼす影響を評価する

シミュレーションモデルと都道府県向け活

用ガイドの開発を行った。 
本研究の成果は、事業者による自主的な

減塩の推進と、自治体による科学的根拠に

基づく減塩政策の立案を支援する基盤の整

備に資するものである。今後は、支援ガイド

の実装状況及び活用実態の把握を進めると

ともに、循環器疾患等の発症・重症化に伴う

関連医療費及び介護費を含めたモデルの高

度化を図り、減塩の取組への適用可能性を

一層高めていく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 

本研究において健康危険情報に該当する

ものはなかった。 
 
Ｇ．研究発表 
1．論文発表 
Yamaguchi M, Kashino I, Miura K, Nishi N, 

Ikeda N. Voluntary salt-reduction target setting 
by large food companies: a scoping review and 
questionnaire survey. Hypertens Res 
2026;49(3):658-672. 

Ikeda N, Yamaguchi M, Kashino I, Miura K, 
Nishi N. Voluntary salt reduction by food 
companies in Japan: A practical guide to target-
setting and reformulation strategies. Hypertens 
Res 2026;49(4):1329-1335. 

Nishi N, Sugiyama T, Goryoda S, Takahashi Y, 
Miura K, Ikeda N. Impact of salt reduction on 
medical expenditure for hypertension in Japan: 
National and subnational simulation models. 
Nutrients 2026;18(6):933. 
https://doi.org/10.3390/nu18060933. 

 
2．学会発表 
Yamaguchi M, Kashino I, Miura K, Nishi N, 

Ikeda N（発表者）. Voluntary salt reduction in 
the food industry: targets, strategies, and 
challenges $2013 insights from a scoping 
review and questionnaire survey. 第 23 回国

際栄養学会議（IUNS-ICN 2025），フランス・

パリ，2025 年 8 月 29 日． 
池田奈由．食環境づくりの推進を通じた減

塩の取組がもたらす公衆衛生学的・医療経

済学的効果（シンポジウム 74：食環境づく

りの推進を通じた減塩の取組がもたらす

公衆衛生学的・医療経済学的効果）．第 84
回日本公衆衛生学会総会，静岡市，グラン

シップ（静岡県コンベンションアーツセン

ター），2025 年 10 月 31 日． 
樫野いく子．事業者向け減塩ガイダンス作

成に向けて：スコーピングレビュー（シン

ポジウム 74：食環境づくりの推進を通じ

た減塩の取組がもたらす公衆衛生学的・医

療経済学的効果）．第 84 回日本公衆衛生学

会総会，静岡市，グランシップ（静岡県コ

ンベンションアーツセンター），2025 年 10
月 31 日． 

山口美輪．食品関連事業者の減塩目標設定

と取組に関するレビューと事業者向け支

援ガイドの作成（シンポジウム 74：食環境

づくりの推進を通じた減塩の取組がもた

らす公衆衛生学的・医療経済学的効果）．第

84 回日本公衆衛生学会総会，静岡市，グラ

ンシップ（静岡県コンベンションアーツセ

ンター），2025 年 10 月 31 日． 
西 信雄．減塩の公衆衛生学的・医療経済学
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的効果に関する都道府県版シミュレーシ

ョンモデル（シンポジウム 74：食環境づく

りの推進を通じた減塩の取組がもたらす

公衆衛生学的・医療経済学的効果）．第 84
回日本公衆衛生学会総会，静岡市，グラン

シップ（静岡県コンベンションアーツセン

ター），2025 年 10 月 31 日． 
西 信雄，杉山雄大，五領田小百合，三浦克

之，池田奈由．Simulation of average salt 
intake and its changes by scenario until 2040 in 
Japan. 第 36 回日本疫学会学術総会・第 3
回国際疫学会西太平洋地域合同学術集会，

長崎市，出島メッセ長崎，2026 年 1 月 29
日． 

池田奈由，山口美輪，樫野いく子，三浦克之，

西 信雄．食品関連事業者による減塩の目

標設定および製品改良戦略に関する実践

的ガイドの開発．第 96 回日本衛生学会学

術総会，宇都宮市，栃木県総合文化センタ

ー，2026 年 3 月 20 日． 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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図 1．本研究班の目的、方法及び期待される効果 



シンポジウム74-1
食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす
公衆衛生学的効果及び医療経済学的効果

第84回日本公衆衛生学会総会
2025年10月31日（金）10:50～12:20

池田奈由

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

国立健康・栄養研究所

栄養疫学・政策研究センター

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

/20

第84回日本公衆衛生学会総会 COI開示

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 池田奈由

発表に関連し、開示すべきCOI関係にある企業などはありません。

2

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

/203

国立健康・
栄養研究所

7研究
機関

2学会

自治体管
理栄養士

2名

厚労省
栄養指導
室

研究代表者

国立健康・栄養研究所池田奈由

研究分担者（5名）
聖路加国際大学公衆衛生学研究科（JSD副会長）西信雄

滋賀医科大学 NCD疫学研究センター（JSH減塩・栄養委員会委員長）三浦克之

国立健康危機管理研究機構国立国際医療研究所杉山雄大

国立健康・栄養研究所、甲子園大学栄養学部樫野いく子

国立健康・栄養研究所、立命館大学食マネジメント学部山口美輪

研究協力者（4名）
専修大学商学部（JSD会長）高橋裕

兵庫県（管理栄養士）諸岡歩

千葉県（管理栄養士）髙橋希

山形大学農学部五領田小百合

2023～2025年度 厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）
「食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び
医療経済学的効果を推定するための研究」

千葉県
兵庫県

JSD
JSH

JSD：日本システムダイナミクス学会
JSH：日本高血圧学会

聖路加国際大学
滋賀医科大学
国立国際医療研究所
甲子園大学
立命館大学
専修大学
山形大学

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

/204

総説論文（Hypertension Research）
減塩政策による循環器疾患予防の公衆衛生学的・医療経済学的効果の評価

Ikeda N, Yamaguchi M, Kashino I, Sugiyama T, Miura K, Nishi N. 
Evaluation of public health and economic impacts of dietary salt 
reduction initiatives on social security expenditures for 
cardiovascular disease control in Japan. 
Hypertension Research 2025;48(4):1265-1273.

科学的根拠に基づく産官学連携により、国民の減塩、
公衆衛生の向上、社会保障費の抑制を推進し、
超高齢社会の持続可能な発展を実現

健康的な
食事

社会
保障費

組織の
合意

地域経済

製品開発循環器
疾患予防

国民の減塩

学術界

食品製造

食品流通

外食

自治体

国

世界および日本における減塩政策の変遷と、
健康面や経済面への影響に関する研究を概括

1. 食塩摂取量の長期推移
2. 主な食塩摂取源
3. 減塩政策の動向
4. 日本高血圧学会による減塩推進の取組
5. 減塩政策の効果に関する基礎研究
6. 食環境づくりの推進を通じた減塩の取組の
効果に関する研究

【資料I-1】

7



/20

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

減塩は最も費用対効果の高い非感染性疾患（NCD）予防策の一つ

5
WHO (2021). Saving lives, spending less: the case for investing in noncommunicable diseases.
WHO (2025). Tackling NCDs: best buys and other recommended interventions for the prevention and control of noncommunicable diseases, second edition.

減塩政策に1ドル投資すると
約12ドルのリターン

ベスト・バイ（Best Buy）
低所得国と低中所得国において
$100以下で健康寿命を1年延伸する
NCD予防策

2. 教育・マスメディアによる
減塩キャンペーン

1. 食品中のナトリウム含有量の低減

4. 包装前面表示の導入

3. 公的機関での減塩食品の
調達・提供

WHOは費用対効果の
高いベスト・バイとして
4つの減塩政策を推奨
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WHOが推奨する減塩政策を包括的に実施している国は限られている
日本はスコア3

6

WHOによる国別ナトリウムスコア（Sodium country score）

出典：The Global database on the Implementation of Food and Nutrition Action (GIFNA) 
[online database]. Sodium Country Score Card. Geneva: World Health Organization; 2022 
(https://gifna.who.int/summary/sodium, accessed October 13, 2025)

日本（スコア3）
• 食品表示基準
• 学校給食実施基準

各国の減塩政策の進捗状況を4段階で評価

1 国家的な減塩方針の表明
2 自主的な減塩取組の推奨

3 義務的な減塩措置の導入
4 複数の義務的措置および

WHOのベストバイをすべて実施
義務的措置を導入（一部未実施）

データなし
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日本の超高齢社会：社会保障費の増大抑制が重要な政策課題

7
出典：厚生労働省「令和5年度国民医療費」出典：国立社会保障・人口問題研究所

「日本の将来推計人口」（令和5年推計、出生中位・死亡中位）
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65歳以上の医療費増加と循環器疾患予防の重要性

8

新生物

疾病別の医科診療医療費の推移（1982～2021年）

出典：厚生労働省「国民医療費」より作成（Hypertens Res 2025:48;1265-1273）
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日本では食塩の過剰摂取が疾病負荷の最も重要な食事要因の一つ

9
出典：Institute for Health Metrics and Evaluation (IHME). GBD Compare Data Visualization. Seattle, WA: IHME, University of Washington,
2025. Available from https://vizhub.healthdata.org/gbd-compare. (Accessed October 12, 2025)

日本における疾病負荷への寄与（要因別、男女計・全年齢、2023年）

死亡

食事要因

障害調整生存年（DALYs）

食事要因

循環器疾患 循環器疾患
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平均食塩摂取量：長期的には減少傾向だが、近年は横ばいで依然として高水準

10

出典：国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所健康日本21分析
評価事業、国民健康・栄養調査報告より作成

1日の食塩摂取量の平均値の推移
（20歳以上）

健康日本21（第三次） 目標 7g

WHO推奨 ＜5g

1日の食塩摂取量の平均値
（ 203か国・地域、25歳以上、2021年）

10.0g
38番目に高い
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外食中食自家調理

男
性

女
性
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21～36歳

37～52歳

53～69歳
20～69歳

21～36歳

37～53歳

54～69歳

食塩の主な摂取源は調味料・加工食品
若年層では中食・外食の割合が比較的高い

11
データ出典：令和元年国民健康・栄養調査報告

1日の食塩摂取量の平均値の
食品群別内訳（20歳以上、2019年）

しょうゆ

塩

みそ

その他の調味料

魚介加工品

パン類（菓子パン以外）
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即席中華めん その他の
食品

自家調理・中食・外食による
食塩摂取割合（性・年齢別、 2013年）

データ出典：Asakura K, Uechi K, Masayasu S, Sasaki S. Sodium sources 
in the Japanese Diet: Difference Between Generations and Sexes. Public 
Health Nutr. 2016;19:2011–23.
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食習慣に問題はないため改善する必要はない 改善するつもりである（概ね6ヶ月以内）
近いうちに（概ね1ヶ月以内）改善するつもりである 既に改善に取り組んでいる（6ヶ月未満）
既に改善に取り組んでいる（6ヶ月以上）

健康意識の低い層も含め、自然に健康的な選択ができる食環境づくりの重要性

12（出典：令和元年国民健康・栄養調査報告から作成）

食塩摂取量の状況別の食習慣改善の意思（性別、20歳以上、 2019年）

9
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第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」で
食品関連事業者の自主的な減塩目標設定を促進

13出典：https://sustainable-nutrition.mhlw.go.jp

• 厚生労働省が2022年に開始
• 「食塩の過剰摂取」を「若年女性のやせ」や「経済格差に
伴う栄養格差」とならぶ重要な社会課題として位置づけ

• 産学官等の連携による取組を推進
• 食品関連事業者による自主的な減塩目標の設定も促進

/20

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）

食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす
公衆衛生学的効果及び医療経済学的効果を推定するための研究
研究代表者：池田奈由、研究分担者：西信雄、三浦克之、杉山雄大、樫野いく子、山口美輪

14

目的

減塩の公衆衛生学的・医療経済学的効果を推定するシミュレーションモデルを
構築し、事業者や自治体が具体的な方策を検討できる環境を整備

研究①

食品関連事業者の減塩の目標設定と
取組に関する文献レビューと
事業者向け支援ガイドの作成

研究②

食環境づくりの推進を通じた
減塩の取組の効果に関する
シミュレーションモデルと

都道府県向け活用ガイドの作成

/20

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

海外事業者による減塩の
目標設定と取組に関する
文献レビューと質問票調査
（山口、三浦）

事業者向け支援ガイドの
海外先行事例調査
（樫野）

【研究①】
食品関連事業者の減塩の目標設定と取組に関する文献レビューと
事業者向け支援ガイドの作成

15

国内事業者向け支援ガイドの作成

日本の食品関連事業者が自主的に減塩目標を設定する際に参考となるガイドを作成

2025年11月
研究班HPで
公開予定

2つの文献レビュー

/20

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

【研究①の成果】

海外の大手食品関連事業者による自主的な減塩目標設定
― 文献レビューおよび質問票調査 ―

16

原著論文
Yamaguchi M, Kashino I, Miura K, Nishi N, Ikeda N. Voluntary salt-reduction target setting by large food companies: 
a scoping review and questionnaire survey. Hypertension Research, in press.

海外の大手食品関連事業者による減塩目標設定の実態把握
• 高所得国（日本以外）における事業者の減塩目標設定
• 文献レビューと質問票調査（2024年1～3月）を実施
抽出した目標の概要（24社、2業界団体、計40目標）

• 対象製品：62%全製品、38% 特定製品
• 対象栄養素：55%食塩のみ、45% 複数栄養素
• 目標単位：68%製品数・割合、32% 売上高
• ナトリウム基準：80%自社基準、20% 政府等の基準
• 達成期限：中央値5年
示唆

• 企業主導の段階的な取組が重要
• 環境・社会・ガバナンス（ESG）投資が主なインセンティブ
• 産官学連携による段階的な製品改良が有効

10
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第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

【研究②】
食環境づくりの推進を通じた減塩の取組の効果に関するシミュレーションモデルと
都道府県向け活用ガイドの作成

17

減塩の効果に関する
シミュレーションの
海外先行事例調査
（西）

全国版
モデルの作成
（西、杉山、池田）

都道府県版
モデルの作成
（西、杉山、池田）

都道府県向け
インターフェースと
活用ガイドの整備
（西、杉山、池田）

減塩を目的とした食環境整備が、国民および都道府県民の食塩摂取量や健康、医療費に
及ぼす影響を推定するシミュレーションモデルを構築

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

/2018

システムダイナミクスモデルによる減塩政策の
公衆衛生・医療経済効果（2040年、40歳以上）

原著論文
Hassan FA, Nishi N, Minato N, Sugiyama T, Ikeda N. Health and economic effects of salt reduction interventions for 
preventing noncommunicable diseases in Japan: a system dynamics simulation study. Systems 2024;12:478.

全国版シミュレーションモデルの構成と連動プロセス 食品企業による加工食品の減塩が、
メディアなどによる国民の啓発よりも
大きな影響をもたらす可能性を示唆

【研究②の成果】

全国版シミュレーションモデルによる減塩政策の公衆衛生・医療経済効果

/20

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

本研究に期待される成果

19

食環境戦略イニシアチブに科学的根拠を提供

支援ガイドを通じて事業者の自主的な減塩を推進

シミュレーションを活用した都道府県での分野横断的な減塩戦略を支援

公衆衛生と医療経済の両面で持続可能な地域社会の実現に寄与

日本型の減塩のための食環境づくりのモデルを世界に発信

直接的な
効果

間接的な
波及効果

/20

第84回日本公衆衛生学会総会
シンポジウム74-1 池田

研究班ウェブサイトおよびお問合せ先

20

English website

11



事業者向け減塩ガイダンス作成に向けて

スコーピングレビュー

第84回日本公衆衛生学会総会
2025年10月31日（金）10:50～12:20

甲子園大学 栄養学部

樫野いく子

第84回日本公衆衛生学会総会COI開示

甲子園大学 樫野いく子
発表に関連し、開示すべきCOI関係にある企業
などはありません。

背景・目的 第 回 日本公衆衛生学会

なぜこの研究に取り組むのか

地域の魅力発信の重要性と課題

〇 世界では、年間約172万人の死亡は食塩の過剰
摂取によるものと推定されている。 

〇 世界の食塩平均摂取量は10.8g/日と推定されており 
（2019年）、特に東アジアでの摂取量は多い。 
〇 日本は、過去10年間9～11g/日の範囲で横ばい傾向が
続いており、どの年代においても目標値達成には至ってい
ない。 
〇 75か国では、減塩対策（食品の減塩改良、消費者教育
、前面表示、塩税）が行われているが、食品業界向けのガ
イドダンスがほとどんど存在しない。 

出典：厚生労働省「令和5年国民健康・栄養調査」結果（令和2,3年は調査中止） 

食塩平均摂取量の年次推移 

企業の取り組みを支援するための環境整備が望まれる。⇒ 食品事業者向けの減塩ガイダンスのスコーピングレビューを実施した。

2名の調査員が個々に「preferred Reporting Items for Systematic Reviews and Meta-
Analyses] ガイドラインに従ってスコーピングレビューを行った。

方法

学術文献情報データベースPub medとGoogleを用いて、2024年12月1日までに出版さ
れたガイダンスを対象に、“food industry AND salt reduction AND (guidance OR 
guideline)”をキーワードに英語と日本語で検索を行った。

キーワード検索

ガイダンス間での共通記載事項の内容を整理してまとめ
た。

データ抽出と合成

12



方法
フローチャート英語によるグーグル検索（n=196）

日本語によるグーグル検索（n=191）

Pub med 検索（n=20）

除外基準（n=393):ガイダンスでない
タイトルおよび研究概要

除外基準（n=9）:サービングサイズ縮小（n=1）、
カリウム代替塩の実践(n=1)、進捗レポート(n=3)、
最新でない(n=3)、英語以外の言語(n=1)

13 件

4 件

ガイド作成国・地域

減塩ガイドは、政府機関から 件、産業団体から１件作成されていた。
減塩の達成期間は、 ～ 年間で設定されていた。

結果

結果ガイダンス作成の背景

背景国 地域

年に栄養に関する科学委員会（ ： が
「成人の食塩摂取量を 日あたり に減らすべきである」との助言を行い、 年から減塩に向
けた取組みを始めた。 が全死因の を占め、貧困地域における早期死亡の最大要因である
。

イギリス

成人（ 歳）の が高血圧、 が高血圧予備群であった。男性の 以上、女性 ～
が上限量（ ： 歳以上では 日）を超える 摂取量であった。同様に幼児では

歳～ 歳の 、 歳～ 歳の が を超えた（ 年カナダ地域健康調査、 ）。
カナダ

過去 年間にわたり、食塩摂取量の削減を目的に複数の公衆衛生上の取組みが試みられてきた。

しかし、これらの取組みは主に消費者教育を中心としたものであり成功に至っていない。よって
、国民全体の摂取量を下げるには、市場に出回る加工食品、包装食品、調理済み食品の食品中の
レベルを削減する必要があると結論付けた。

アメリカ

欧州連合域内だけでも、 摂取量の多い食事は、心血管疾患、胃がん、慢性腎臓病といった疾
患に主に関連し、 万 人以上の死亡および 万の障害調整生命年（ ）の原因となっ
ていると報告されている。 摂取量の推定 ～ ％は、食品メーカーや外食産業によって製造
された食品から由来している。

ヨーロッパ

食塩摂取量が生活習慣病の疾病リスクであることや、教育中心の取り組みで
は限界があることがガイダンス作成の背景であった。

地理的特徴

人口動態

主要産業など
3～5年間で、食塩摂取量約1.5 g/日から約8 g/日減少させることを

目標としていた。

食塩の現在値および目標値 結果

※ Na: ナトリウム含有量(mg)=食塩相当量(g)×1000÷2.54

13



発信すべき地域の魅力、ストーリー性

結果
減塩対象商品、アプローチ法

アプロ
ーチ方
法

強制
度合い

目標値の指標カテゴリー対象食品国 地域

段階的自主的
売上加重平均ナトリ
ウム量

国民の 摂取に最も深く関与する の特定食品、
外食・テイクアウト・デリバリー（ カテゴリー

で各カテゴリーには最もよく購入されるれている
品と子ども用食事が対象）

加工食品、外食・
テイクアウト・デ
リバリーによる食
事

イギリス

段階的自主的
売上加重平均ナトリ
ウム量

加工食品 カテゴリー（レストランや外食産業に
販売される商品も含む）

加工食品（カナダ
人の総 摂取量の
約 ）

カナダ

段階的自主的
売上加重平均ナトリ
ウム量

全体的な 摂取量に有意に寄与しない特定のカテ

ゴリー（例：塩漬の干物、内臓肉等）はほとんど
摂取されないため（全ての年齢および民族）、目
標値なし。

加工食品、調理済
み食品

アメリカ

〇 強制度は、自主的なものであった。
〇 最終目標値に達するまで、段階的目標値が設定がされていた。
〇 目標ナトリウム濃度には、商品消費量を考慮した売上加重平均ナト
リウム量が用いられていた。

売上加重平均ナトリウム含有量とは？

市場の売り上げを考慮

単純平均に対して、商品ご

との販売量（売上）を反映

した平均ナトリウム量を算

出するため、ゴールドスタ

ンダードと見なされている

目標値の設定・達成度

対象商品の販売数、製品重

量、食塩含有量のデータを

基に算出

消費者の実態に即した評価

販売数が多い商品に影響を

大きく反映できる

売上加重平均ナトリウム含有量の計算方法 売上加重平均ナトリウム含有量の計算例

14



段階的かつ自主的なアプローチの利点

減塩の促進

関心のある業界各社に柔軟

性を持たせる

消費者の味覚適応

消費者の味覚が適応できる

よう、受容性を高めるため

に段階的に進める

時間の確保

製品の改良の為の徐々に

進めるべき

まとめ

媒体の選定 コンテンツ案

事業者向けの減塩ガイダンスは、主に市場の商品への目標とする食塩量
を示したものであった。

支援ガイドでは、市場シェアを維持しながら公衆衛生に大きな影響を
与えるために対象食品や計算方法が工夫されていた。

限界点：主に欧米によるガイダンスであった。マレーシアでは減塩対策
の一環として食品企業によって 製品の改良が行われていることが記載
されていたが、詳細な記述はなくアジアでの情報が不足していた。

事業者向け減塩ガイダンス作成には、政府関連機関と食品企業が連携し、
より効果的な減塩活動を推進する必要がある

15



食品関連事業者の減塩目標設定と取組に関する
レビューと事業者向け支援ガイドの作成

山口美輪

立命館大学食マネジメント学部

84
2025 10 31 10:50 12:20
シンポジウム74-3 日本公衆衛生学会COI 開示

立命館大学食マネジメント学部 山口美輪

演題発表に関連し、発表者らに開示すべき COI 関係にある企業など
はありません。

2

3

発表内容

• 食品関連事業者の減塩目標設定と取組に関するレビュー

• 「食品関連事業者のための製品の減塩ガイド」の作成

4

発表内容

• 食品関連事業者の減塩目標設定と取組に関するレビュー

• 「食品関連事業者のための製品の減塩ガイド」の作成
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5

背景・目的

減塩は、高血圧予防に不可欠である。日本の食塩摂取量は減少傾向である
が、世界的にはまだ高い水準である。
（Matsumoto et al. 2022; World Health Organization. Sodium reduction https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/salt-reduction [2025年10
月有効]）

厚生労働省が2022年に立ち上げた「健康的で持続可能な食環境戦略イニシ
アチブ」では、食塩の過剰摂取等の課題に対して産官学連携により取組むこと
を進めている。
（厚生労働省. 健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ. https://sustainable-nutrition.mhlw.go.jp/ [2025年10月有効] ）

具体的な減塩に向けた製品改良の事業計画を立てるための情報が不足して
いる。

本研究は、海外の食品関連事業者（以下、事業者）の減塩目標をレビューし、
日本の事業者に向けたガイドライン作成に資することを目的とした。

しかし

Yamaguchi et al. 2025

文献及び資料の抽出方法

情報源方法

1. スコーピングレビュー
• PubMed
• Google Scholar

a.文献データベースから検索

企業や関連機関の公式サイト上で公開されている資料：
Access To Nutrition Initiative: ATNi, Global Nutrition Report: GNR, 
International Food & Beverage Alliance: IFBA, World on Salt, Sugar 
and Health: WASSH

b. ウェブサイトから検索

• 研究ネットワークを通じて、事業者及び企業団体に協力依頼2. 海外事業者への質問票

対象事業者の基準

• 任意の減塩の取組であること
• 日本以外の高所得国に本社を置く、または事業を展開している事業者であること
• 目標が何らかの数値を含み具体的なこと
• 治療を目的とするしない、一般の人々を対象とした目標を示していること

高所得国の事業者による自主的な減塩目標設定に関する文献及び資料

6

7

文献及び資料の分析方法

分類概要分析項目

• 特定の製品（例：ベーカリー、朝食用製品）
• 製品ポートフォリオ全体

対象製品の設定減塩目標

• 食塩のみ
• 食塩と他の栄養素を含む（例：飽和脂肪酸、添加糖）

目標の示し方

• 製品数または割合
• 製品の販売量

対象製品の指標

• 事業者独自の基準
• 政府関連機関が示した基準
• 製品カテゴリー別の基準（例：栄養プロファイリングモ
デル）

ナトリウム（食塩）の基準

• 期間
• 目標達成年

実施期間

ー要旨をまとめるインセンティブと課題

8

対象企業の選定と対象目標数

同一事業者 (n = 1)

文献データベース検索
(n = 19)

タイトル・要旨より除外：
1.低中所得国 (n = 3)
2.内容が該当しない (n= 8) 

企業や関連機関の公式ウェ
ブサイト検索 (n = 83)

n = 23

除外：
1.内容が該当しない (n = 11)
2.目標が不明瞭 (n = 49)

n = 2

調査依頼：
事業者 (n = 10)
企業団体 (n = 3)

協力不可 (n = 10)

回答率 (23%):
事業者 (n = 1)
企業団体 (n = 2)

全文により除外：
1.低中所得国 (n = 1)
2.内容が該当しない (n = 5)

同一事業者 (n = 1)

24 社、2企業団体
減塩目標数 計40

スコーピングレビュー 質問票調査
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9

減塩目標の特徴

目標の
示し方

55%
食塩のみ

45%
他の栄養素を
含む

対象製品
の指標

33%
販売量

68%
製品数また
は割合

38%
特定の製品

62%
製品ポート
フォリオ全体

対象製品
の設定

全体40目標に対する割合

10

基準の
対象

65%
製品カテゴリー別
の基準35%

製品ポートフォリ
オ全体の基準

採用基準

80%
事業者独自の
基準

20%
政府関連機関が
示した基準

実施期間の中央値：

5 年間 (範囲：1–11 年間)
-段階的な減塩

65%
2025年を達成年に見据えた目標
（WHOが掲げる2025年までに食塩摂取
量を30％削減する目標がある）
WHO. https://x.gd/fSCeoz (2025年10月有効)

2025

実施期間：

ナトリウム（食塩）の基準：

ナトリウム（食塩）の基準、実施期間

11

インセンティブと課題

課題：

目標設定における実践的なガイドラインの不足：減塩に関する適切な指針の欠如により、
目標設定に要する時間的負担。

経済面の対応：製品の開発経費と価格設定などの経済面での苦労。

味の質の担保：従来の製品の味を保ちながら減塩に取組むことへの難しさ。

インセンティブ：

事業者による環境・社会・ガバナンス（ESG）目標への投資：外部の栄養改善事業に関する
評価に基づいて、投資が増加することを想定。

12

具体的な数値目標を示す
ことで明確になる

実現可能な減塩となるよう、段階的
目標を設定する

結果から示唆されたポイント

様々な課題に対し、産官学の
連携強化によって減塩の実現性
が高まる可能性

明確で段階的な
目標の設定

産学官の
連携強化

まとめと考察

18



13

発表内容

• 食品関連事業者の減塩目標設定と取組に関するレビュー

• 「食品関連事業者のための製品の減塩ガイド」の作成

14

重要視された減塩の
対象食品

国民の総ナトリウム摂取量に
主に寄与する食品カテゴリー

海外の事業者向け支援ガイドの先行事例調査

段階的な減塩
の推奨

作成元ガイドの名称作成年国・地域

Food Drink EuropeGuidance for Industry to Reduce Sodium in Food Products.2024ヨーロッパ

米国食品医薬品局（Food and 
Drug Administration）

Voluntary Sodium Reduction Goals: Target Mean and Upper Bound 
Concentrations for Sodium in Commercially Processed, Packaged, 
and Prepared Foods, 2nd edn.: guidance for industry

2024アメリカ

英国公衆衛生庁 (Public Health 
England: PHE)Salt Reduction Targets for 20242020イギリス

カナダ保健省（Health Canada）Guidance for the Food Industry on Reducing Sodium in Processed 
Foods2020カナダ

目標とする製品中ナトリウム
含有量の主な設定

売上高を重み付けした
売上加重平均ナトリウム

本ガイド作成にあたって参考となる点

令和5年度本プロジェクト調査より

減塩に取組む事業者が、その社会的インパクトを見積もるとともに、
効率的な目標を設定するための考え方や手順を示す。

ガイド作成の目的

15

ガイドの構成

16

19
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第1章 なぜ今、減塩のための製品改良が重要なのか
１．製品改良による食塩摂取量と健康への影響

２つのシミュレーション研究
• ５カ国における事業者の食品・飲料の改良
→エネルギー、ナトリウム、飽和脂肪酸、糖質の国民平均摂取量を最大30%削減できる（Dötsch-Klerk et al. 

2022）。

• オーストラリアにおける製品中ナトリウムの再配合目標の達成
→心血管疾患、慢性腎臓病、胃がんの罹患数が年間約1,920件、死亡数が約510人、健康寿命の損失が約

7,240年分減少する（Trieu et al. 2021）。

２．減塩活動に向けた事業者のインセンティブ

図. 減塩活動に向けた事業者のインセンティブの好循環
（イメージ）

18

目標の考え方

公衆衛生上の目標と事業者
の実行可能性の両立

企業状況等、総合的に
考慮した目標

補完的で実効性を
高める取組を重視

対象製品設定

製品改良が可能な製品
から着手

国民の食塩摂取量に大きく
影響する製品を重視

対象製品のカテゴリー、割合、
販売量など具体性をもつ

訴求型、非訴求型の検討

ナトリウム（食塩）含有量設定

実行可能な範囲から着手
各国制度や基準の参考

算出方法や評価方法の検討

減塩のための製品改良に向けた目標設定のポイント

19

第２章 ３（1）売上加重平均ナトリウム含有量の算出1

図. 売上加重平均ナトリウム含有量の計算手順
＊食塩相当量で表示されている場合はナトリウム含有量に変換する。
ナトリウム含有量（mg）= 食塩相当量（g）×1000÷2.54

売上加重平均ナトリウム含有量の利用ポイント

１ 自社製品の売上加重平均ナトリウム含有量を算出する。

２ その削減量や削減割合を検討し、対象製品全体の方針を決定する。 20

第２章 ３（1）売上加重平均ナトリウム含有量の算出2

図.売上加重平均ナトリウム含有量の計算例
20
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第２章 ３（2）栄養プロファイリングモデルの利用
栄養プロファイリングモデルの利用ポイント

１．自社製品が該当する加工食品または料理カテゴリーを特定する。

２．該当カテゴリーにおける得点（ナトリウム含有量が多いほど得点は高い）を確認し、ナトリウムの得点の分布から

自社製品の位置を把握する。

３．より健康的な製品を目指して、ナトリウム削減の程度を検討する。

表1.日本版栄養プロファイリングモデル加工食品版(NPM-PFJ (1.0))のカテゴリー

NPM-PFJ (1.0)の加工食品カテゴリーカテゴリー番号

お茶、麺類（生・ゆで）、米加工品、小麦加工品、卵加工品、乳製品、ヨーグルト、その他飲料1

大豆加工品（固形）、種実加工品2

畜肉加工品、チーズ類、粉ミルク、アイスクリーム、クリーム、洋菓子3

麺類（乾麺）、野菜加工品（漬物）、魚介類（乾物・塩辛・漬物）4

いも加工品、野菜・果物製品（缶詰・冷凍・100%ジュース）、きのこ加工品、藻類加工品5

果物加工品（ドライフルーツ、ジャム）、和菓子、飴6

Takebayashi et al. 2024  表を改変

例）自社の白菜の漬物はカテゴリー４だ
22

ナトリウム量
(mgb)ポイント

≤1030
>1031
>2062
>3093
>4124
>5155
>6186
>7217

～
>3,09030

表2. ナトリウム量に対するスコアリングポイント

例）白菜の漬物はナトリウム量 700mg/100g
なので、6ポイント（ナトリウム>618および
≦721mg/100g）だ

表3. カテゴリー別ナトリウムのスコアリングポイントの分布
カテゴ
リー6

カテゴ
リー5

カテゴ
リー4

カテゴ
リー3

カテゴ
リー2

カテゴ
リー1

63030213030最大値

00206.752475パーセ
ンタイル

0013201中央値

00700025パーセ
ンタイル

000000最小値

例）カテゴリー４の中では自社のナトリウム
含有量は低い方のようだ

ただ、より健康的な製品を目指して 5ポイント
の最大値618mg/100gに近づけてはどうか

第２章 ３（2）栄養プロファイリングモデルの利用2

料理版も同様の手順

Takebayashi et al. 2024  表を改変

Tousen et al. 2024  表を改変
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第２章 ３（4）相対的減塩量の算出
製品改良により、どの程度の減塩が期待できるか、または実際に達成されたかを「見える化」する。

相対的減塩量=ベースライン時（対照製品）の食塩相当量（g/製品重量）
×改良製品の減塩率（%）÷100×販売実績（個数）

図．日本高血圧学会減塩・栄養委員会の減塩食品リストに掲載された製品の相対的減塩量
引用の図を改変；日本高血圧学会. 2024年度（2024/4/1-2025/3/31）JSH減塩食品リスト掲載品の販売状況～26社107製品を対象と
した調査結果～. 2024. 

2024年調味料の
相対減塩量は920トン！

24

第２章 ４．実施期間と目標達成年

実施期間と目標達成年設定のポイント

1. 対象製品の規模や削減目標の程度に応じて柔軟に設定する。
2. 段階的な減塩を前提に、無理のない期間を設ける。
3. 中間評価年を設定し、必要に応じて目標を見直す。

目標期間参照先国

9年間（2024～2032年度）健康日本２１（第三次）日本

2.5年（2024～2027年）Voluntary Sodium Reduction Goals: Target Mean and 
Upper Bound Concentrations for Sodium in Commercially 
Processed, Packaged, and Prepared Foods, 2nd edn.: 
guidance for industry

アメリカ

4年（2020～2024年）Salt Reduction Targets for 2024イギリス

5年（2020～2025年）Guidance for the Food Industry on Reducing Sodium in 
Processed Foods

カナダ

表. 目標期間の例

21



25

第３章 １．組織体制

図. 減塩推進のための社内組織体制の一例

図. 事業者団体を活用した減塩の組織体制の一例
令和5年度本プロジェクト調査より 26

第３章 ２．外部機関との連携1

（１）健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ

（２）日本高血圧学会 減塩・栄養委員会

１）東京栄養サミットのコミットメントに基づくイニシアチブの行動計画の策定
２）栄養プロファイリングモデル構築
３）減塩対策に関する検証
４）情報共有や意見交換の場の提供

１）政治的、社会的アプローチ
２）ポピュレーションアプローチ
３）個人アプローチ
4）出版活動
その他、北海道増毛町の減塩醤油開発の支援、高血圧対策の支援

厚生労働省. 健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ. https://sustainable-nutrition.mhlw.go.jp/ (2025年10月有効）

日本高血圧学会. 減塩･栄養委員会の取組､活動. https://www.jpnsh.jp/general_salt_03.html (2025年10月有効)

代表的な組織・団体の活動内容を紹介

（３）国立循環器病研究センター かるしおプロジェクト

目的：「塩をかるく使って美味しさを引き出す」というコンセプトの「かるしお」を提唱し、循環器疾患
の予防および健康寿命の延伸を目指す。

食品業界との連携：定められた基準の基で、「かるしお認定マーク」を 製品に表示する。

27

第３章 ２．外部機関との連携2

国立循環器病研究センター. かるしおプロジェクト. https://www.ncvc.go.jp/karushio/ (2025年10月有効）

医療機関から認定されたおいしさの証として消費者の信頼を獲得し、新たな顧客層の拡大、市場
への訴求、かるしおプロジェクトのユニットとしての宣伝につながっている。

28

実施期間参照基準目標対象栄養素対象製品企業名
2021～2025Health Star 

Rating System
（オーストラリア・

ニュージーランド

食品基準機関）

製品の1/3以上が
HSR3.5以上；製品の
1/2以上がポジティブ
な栄養特性

食塩、飽和脂肪

酸、添加糖、全粒

穀物、食物繊維、

たんぱく質

自社製品アーノッツ・グ

ループ

2020～2024Salt reduction 
targets for 2024
（イギリス政府）

製品の95%以上が基
準に準拠

食塩自社ブランド製

品

アルディ

2021～2025自社の減塩目標各カテゴリーで総販売

量の90%以上が基準
に準拠

食塩8製品カテゴ
リー

ネスレ

2017～2025Bel Nutri+製品の80%以上が基
準に準拠

食塩、飽和脂肪

酸、添加糖、総エ

ネルギー、たんぱ

く質、カルシウム

子どもと家族を

対象とした製

品群

ベル

2018～2025なし売上加重平均でナトリ

ウム含有量を15%削
減

食塩ポテトおよび前

菜製品

マッケイン・

フーズ

（Yamaguchi et al. 2025）
資料1 減塩目標設定の海外事例
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減塩活動の概要目標期間目標企業名

10億人の健康寿命延伸の実現に貢
献することを表明した。おいしい減塩

を提案する「Smart Salt（スマ塩）®」
プロジェクトの海外での展開を行った。

1, 2) 2021～2030年度

1) 栄養価値を高めた製品のうち、「おいしい減塩」
「たんぱく質摂取」に役立つ製品の提供を年間4億
人に提供する。

2) 食塩を含め栄養価値を高めた製品の割合を
60%にする。

味の素

株式会社

国内の醤油市場において減塩製品

の需要が高まっている。自社の目標

を表明してこの動向を加速させ、食

塩の過剰摂取の課題解決に寄与す

ることを目指した。

1) 2022～2024年度
2) 2022～2030年度

国内の自社醤油製品（家庭用）における減塩製品

の売上構成比を以下にする。

1) 25%
2) 35%

キッコーマン

株式会社

健康関連商品の開発にあたって、３

つの基軸（糖質と食塩のコントロール、

たんぱく質の摂取）をもとに商品の開

発を行った。2023年度からは、健康
10のテーマに食塩コントロールを含
めて目標達成に向けて取り組んでい

る。

1) 2021～20220年度
2) 2019～2021年度
3) 2023～2025年度

1) 全ての商品の1食あたりの食塩相当量を3g以
下に抑える。

2) 主食の定番メニューを中心に最大30％（平均
20％）減塩する。
3) 食塩コントロールを含む健康10のテーマに該
当する商品の売上を5,000億円にする。

株式会社

ローソン

資料2 減塩目標設定の国内事例
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• 味の素株式会社. 統合報告書. 2024. https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/library/annual.html (2025年10月有効).
• キッコーマン株式会社. キッコーマングループ コーポレートレポート2023. 2023. https://www.kikkoman.com/jp/csr/report/ (2025年10月有効).
• 厚生労働省. 健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ：参画事業者行動目標 キッコーマン株式会社. https://sustainable-

nutrition.mhlw.go.jp/members-list/223 (2025年7月有効).
• 株式会社ローソン. 統合報告書2021. 2021. https://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2021.pdf (2025年10月有効).
• 株式会社ローソン. 統合報告書2019. 2019. https://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2019.pdf (2025年10月有効).
• 株式会社流通ニュース. ローソン／減塩・低糖質・添加物削減で商品開発「おいしく健康」訴求. 2019. https://www.ryutsuu.biz/commodity/l022048.html 

(2025年10月有効).
• 株式会社ローソン. 統合報告書2023. 2023. https://www.lawson.co.jp/company/ir/library/pdf/annual_report/ar_2023.pdf (2025年10月有効).
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考察：減塩の重要性

様々な取り組み状況

事業者A

事業者B

事業者C

減塩未着手

計画中

計画改善中

第１章のねらい

まずは、減塩のための製品改良
の重要性について共通認識をもつ。

行動の動機付けとして
機能することを期待する。
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考察：減塩の目標設定

対象製品、製品のナトリウム含有量の設定、実施期間と目標達成年が明確である必要性を示した。

本ガイド（現状）

自社製品の情報を用いて算
出し、それを目安に対象製品
全体の方針を決める

日本独自の全国規模の関連
ツールの開発 より具体的な減塩の

目標設定が可能になる

減塩の目標設定の定期
的な見直しが必要

将来

２．日本版栄養プロファイリングモデル

本ガイド（現状）

日本の食文化・栄養政策に適
合した２つの日本版栄養プロ
ファイリングモデル（加工食品
版・料理版）第1.0版を利用した

日本版栄養プロファイリング
モデルが改訂・充実

将来

１．売上加重平均ナトリウム含有量

製品の食塩・ナトリウム含有量の設定の考え方

32

考察：組織体制

製品の味の質の担保

減塩に取組むための課題

食品衛生上の安全性の確保

費用の負担

人材の確保

今後、産官学連携のさらなる強化が重要

課題の軽減となることを期待

Yamaguchi et al. 2025
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33

今後、減塩目標の目安となる指標の充実や事業者による製品改良の実例の
収集が必要である。

まとめ

本ガイドは、国内外の減塩政策や事業者の取組みを踏まえて作成した。
しかし、実用性の課題は残る。

減塩の優先順位が低い事業者
→減塩に限界がある製品
→事業規模が小さい

速やかに減塩の取組に着手？

本ガイド

ハードルは未だ高い…

特に

24



減塩の公衆衛生学的・医療経済学的効果に
関する都道府県版シミュレーションモデル

2025年10月31日
第84回日本公衆衛生学会総会

シンポジウム74

西 信雄（聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科）

第84回日本公衆衛生学会総会COI開示

聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科 西 信雄

発表に関連し、開示すべきCOI関係にある企業などはありません。

2

Abstract (excerpt)
Systems thinking is a comparatively novel 
but rapidly developing area of knowledge 
that can offer a number of approaches to 
address complex public health problems
such as the prevention of 
noncommunicable diseases (NCDs). The 
use of systems approaches can potentially 
contribute to the development of effective 
evidence-informed policies, encourage 
stakeholder involvement in the decision-
making process and improve the 
coherence of policy implementation. 

(WHO, 2022)

WHO欧州地域事務局によるシステム思考に関する文書
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OverviewMethod
Considers stakeholders’ views by the development of concept maps, typically through 
workshop sessions, which can be conducted independently

Concept mapping

Utilizes network diagrams built from stakeholder interviews to understand relationships 
between different factors in a system

Cognitive mapping

Models individual behaviours, autonomous agents and environmental factors in a specific 
environment to understand the policy impacts

Agent-based 
modelling (ABM)

Allows for the comparison of policy options by evaluating the impact of complex changes 
to a system over time

System dynamic 
modelling (SDM)

Maps causal relationships between system elements to allow for a better understanding 
of which factors influence policy decisions

Causal loop 
diagram (CLD)

Allows for the comparison of policy options by modelling temporal changes in a system 
over time

Group model 
building (GMB)

Aids in the understanding of social and institutional networks by mapping shareholders' 
connections, allowing influential or disconnected stakeholders to be identified

Network analysis

Evaluates complex health problems by identifying the simplest set of conditions that 
characterizes the presence or absence of an outcome

Qualitative
comparative 
analysis (QCA)

(WHO, 2022) 4

システムズ・アプローチの例
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• 定性モデル
• 時系列挙動図
システムを構成する要素（変数）が時間とともに
どのように推移するかを描いた図

• 因果ループ図
経時的な増減をもとに変数間の因果関係を示し
た図

• 定量モデル
• ストック・フロー図
ストックやフロー、補助変数
等を図示したモデルにより
シミュレーションを実行

（http://www.atmarkit.co.j
p/aig/04biz/bot.html）
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システム・ダイナミクスのモデル
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医療費の推移

米国PRISMモデルの概要

以下について、各自治体に対応したモデルでシミュレーションが可能

・生活習慣（たばこ規制、バランスのよい食事、メンタルヘルス、中程度の運動）、肥満
予防、社会的要因への介入などの上流の予防(upstream prevention) が慢性疾患の有
病割合を減少させる可能性

・慢性疾患の臨床的治療を含む下流の予防(downstream prevention) 合併症の発生率
低下、QOLの改善、寿命の延長、医療費の抑制、死亡率の低下をもたらす可能性

減塩に関するシミュレーションモデルの構成

①人口サブモデル

②食塩摂取量サブモデル

③高血圧サブモデル

④医療費サブモデル

7

食塩摂取量の推移（国民健康・栄養調査）

8

（令和4年国民健康・栄養調査報告） （令和5年国民健康・栄養調査報告）
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収縮期血圧の推移（国民健康・栄養調査）

9

（令和4年国民健康・栄養調査報告） （令和5年国民健康・栄養調査報告）

国民健康・栄養調査報告に基づく血圧区分

高血圧（Ⅰ度，Ⅱ度，Ⅲ度）非高血圧（右記以外）

BA血圧を下げる薬を服用している者
（降圧薬使用者）

DC血圧を下げる薬を服用していない者
（降圧薬非使用者）

10

①第22表の1 血圧の状況－年齢階級，日本高血圧学会による
血圧の分類別，人数，割合－総数・男性・女性，20歳以上
〔血圧を下げる薬の使用者含む〕

③第56表 高血圧症有病者の状況－高血圧症有病者の状況，
年齢階級別，人数，割合－総数・男性・女性，20歳以上

②第22表の2 血圧の状況－年齢階級，日本高血圧学会による
血圧の分類別，人数，割合－総数・男性・女性，20歳以上
〔血圧を下げる薬の使用者除外〕

令和5年国民健康・栄養調査報告の各表における高血圧の割合

= (B + D) / (A + B + C +D)

= (A + B + D) / (A + B + C +D)

= D / (C +D)

高血圧者の割合の推移(国民健康・栄養調査)
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男性 ①降圧薬使用者含む (=(B+D)/(A+B+C+D))

男性 ②降圧薬使用者除外 (=D/(C+D))

男性 ③高血圧症有病者 (=(A+B+D)/(A+B+C+D))
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女性（20歳以上）

女性 ①降圧薬使用者含む (=(B+D)/(A+B+C+D))

女性 ②降圧薬使用者除外 (=D/(C+D))

女性③高血圧症有病者(=(A+B+D)/(A+B+C+D))
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人口サブモデルの概要

・COVID-19の影響を避けるため2012-2019年の
人口動態統計の人口、死亡数の確定数を参照

・出生数をモデルで計算するのではなく、2040年
まで各年の39歳人口をモデルに投入

12

男性

女性
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食塩摂取量サブモデルの概要

・国民健康・栄養調査報告
の2012-2019年、2022年、
2023年の性別総数および
年齢階級別の結果を参照

・食事を高食塩と低食塩、
人口を高食塩摂取と低食
塩摂取の各2群に分類

・食事と人口にはそれぞれ
外的変数で介入可

13

高・低食塩摂取群

食塩摂取量(総数)

高・低食塩食事
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高血圧サブモデルの概要

・国民健康・栄養調査報告の2012-2019年、

2022年、2023年の性別総数および年齢階級別

の結果を参照

・高食塩摂取群からのみの高血圧罹患を仮定

・高血圧者の死亡

率を一般の1.6倍

と仮定

14

男性

女性

医療費サブモデルの概要

・医療給付実態調査報告の2012-2019年の性別年齢階級別結果を参照

15

高血圧の医療費

・疾病分類は高血圧は0901:高血圧性疾患、

循環器疾患は0902:虚血性心疾患、0904:くも

膜下出血、0905:脳内出血、0906:脳梗塞、

0907:脳動脈硬化（症）、0909:動脈硬化（症）、

慢性腎臓病は1402:腎不全を使用

都道府県版シミュレーションモデルの作成

16

1) 人口サブモデル

各都道府県の2012～2019年の性別年齢階級別人口をもとにモデルのパラメータ

を最適化（calibration）した。

2) 食塩摂取量サブモデル

平成24年国民健康・栄養調査（拡大調査）の男女総数（20歳以上）の平均食塩摂

取量における全国値からの偏移をもとに、全国の年次推移を並行移動させた。

3) 高血圧サブモデル

平成24年国民健康・栄養調査（拡大調査）の男女総数（40～79歳）の高血圧者割

合における全国値からの偏移をもとに、各都道府県の年次推移の割合を変更した。

4) 医療費モデル

全国モデルで最適化したパラメータ値（1人当たり医療費）を適用した。
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都道府県版シミュレーションモデルの作成手順

Vensim Professionalでの作業

1) 各都道府県の統計をもとに人口
サブモデルのパラメータを最適化

2) 全国値からの偏移をもとに各都
道府県版のパラメータを変更

3) 高血圧サブモデルの各ストック
の初期値等を置換してシミュレー
ションを実行

17

Stella Architectでの作業

1) Vensim Professionalで作成した
全国版モデルを読み込み、インター
フェースを追加

2) 左記3)で作成したモデルを読み
込み、上記1)のインターフェースを
コピー

3) 上記2)で作成した各都道府県の
モデルをisee/Exchangeで限定公開

18

シミュレーションモデルのインターフェース

19

高血圧医療費の変化（１）

20

高血圧医療費の変化（２）

29



21

高血圧医療費の変化（３）

22

高血圧医療費の変化（４）

まとめと今後の予定

23

・人口、食塩摂取量、高血圧、医療費のサブモデルからなる、減塩に

関するシミュレーションモデルを作成した。

・各都道府県のモデルを作成中であり、マニュアルをもとにした説明会

を開催予定である。

・各都道府県の担当者にインターフェースを限定公開し、活用いただく

ことを予定している。

30
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び 

医療経済学的効果を推定するための研究 
分担研究報告書 

 
事業者向け減塩支援ガイドの作成 

 
研究分担者 山口美輪  立命館大学 食マネジメント学部 
研究分担者 樫野いく子 甲子園大学 栄養学部 
研究分担者 三浦克之  滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 
研究分担者 西 信雄  聖路加国際大学 大学院公衆衛生学研究科 
研究代表者 池田奈由  医薬基盤・健康・栄養研究所 栄養疫学・政策研究センター 
研究協力者 髙橋 希  千葉県市原保健所（市原健康福祉センター）地域保健福祉課 
研究協力者 諸岡 歩  兵庫県伊丹健康福祉事務所（保健所） 
 
研究要旨 
日本人の平均食塩摂取量の低減に向けた食品関連事業者（以下事業者）の自発的な製品改良を支

援することを目的として、海外事業者の減塩目標設定と取組に関するスコーピングレビュー、およ

び事業者向け支援ガイドの海外先行事例調査を実施し、それらを踏まえて国内事業者向けの減塩支

援ガイドを作成した。 
高所得国（日本を除く）における事業者を対象としたスコーピングレビューでは、24 事業者およ

び 2 業界団体から 40 件の減塩目標を同定した。対象栄養素については、食塩のみの目標が 55％、

複数栄養素を含む目標が 40％であった。製品範囲については、38%の目標が食品カテゴリー単位で

設定されていた。また、55%の目標が自社製品の一定割合（33～100％）を対象とし、段階的な製品

改良が計画されていた。参照基準は事業者独自の設定が主流であった。実施期間の中央値は 5 年間

であり、目標の約 65％が 2025 年を目標達成年としていた。主なインセンティブとして環境・社会・

ガバナンス（ESG）投資が認識されており、利害関係者の協力に基づく段階的アプローチの重要性

が示された。 
事業者向け減塩支援ガイドの海外先行事例調査では、387 件のウェブサイトおよび 20 件の文献か

ら 4 件のガイドが特定された。すべてのガイドにおいて、策定の背景、現状のナトリウム摂取量、

削減目標が明示されていた。過剰な食塩摂取による健康・医療費への影響や、教育的介入のみでは

限界があることが共通の背景として示され、加工食品が主要な摂取源とされていた。多くのガイド

では、3～5 年の期間を想定し 1 日 5.1～7.0g を目標とする段階的かつ自主的な削減が推奨されてい

た。 
以上のレビュー結果を踏まえ、行政管理栄養士や国内事業者からの意見も反映し、国内事業者向

けの減塩支援ガイドを作成した。本ガイドでは、SMART（具体的、測定可能、達成可能、関連性が

あり、期限が明確な目標）枠組に基づく目標設定を基本とし、製品範囲、対象栄養素、指標、食塩・

ナトリウム基準、実施スケジュールに関する選択肢を提示した。また、社内体制の整備や外部ステ

ークホルダーとの連携、ならびに ESG や消費者信頼といったビジネス上のインセンティブも明示し

た。 
本研究は、減塩に関する国際的な事業者の動向を体系的に整理し、日本の食品事業者が実行可能

な形で活用できる支援枠組へと統合した点に意義がある。海外事例からは、減塩目標が一律の規制

ではなく、事業者の実現可能性や市場環境を考慮した段階的で自主的なアプローチを重視して設計

されていた。この点は、事業者との協働を重視する日本の公衆衛生政策とも親和性が高い。また、

ESG投資や企業評価といった事業者のインセンティブを見出すことが減塩の重要な推進力となって

いることは、健康政策と企業戦略を接続する上で重要な示唆である。単なる健康配慮にとどまらず、

企業価値の向上や消費者信頼の構築と結び付けることで、減塩は持続可能な取組となり得る。 
本研究で作成した支援ガイドは、こうした国際的知見を踏まえつつ、日本の食品産業の実情に即

した柔軟な枠組を提供するものであり、今後、事業者の自発的取組を促進し、結果として国民全体

の食塩摂取量低減に寄与することが期待される。今後は本ガイドの実装状況を検証し、政策的支援

と連動しながら改善を図ることが課題である。 
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Ａ．目的 
健康日本２１（第三次）（2024 年～2035年）

では、2032 年度末までに国民 1 人当たりの 1
日平均食塩摂取量を 7g にすることを目標に

した[1]。厚生労働省が立ち上げた「健康的で

持続可能な食環境戦略イニシアチブ」では、

食塩の過剰摂取を栄養や環境に関わる重大

な社会的課題の一つとして捉え、産学官等連

携による取組が進められている[2]。同時に、

食品関連事業者（以下、事業者）が自主的に

減塩目標を設定し、減塩を進めることができ

る環境の整備が求められている。 
本研究班では、事業者の自発的な製品改良

を支援することを目的として、（1）海外事業

者の減塩目標設定と取組に関するスコーピ

ングレビュー（令和 5 年度）、（2）事業者向け

減塩支援ガイドの海外先行事例調査（令和 5
年度）、そしてそれらを踏まえた（3）日本事

業者向け支援ガイドの作成（令和 6～7年度）

の 3 段階で実施した。これらの方法と結果を

整理し、得られた知見と課題を考察した。 
 
Ｂ．研究方法 
1．海外事業者の減塩目標設定と取組に関す

るスコーピングレビュー 
スコーピングレビューの手法を用い、海外

事業者における自主的な減塩目標設定およ

び製品改良の取組を体系的に整理した。
PRISMA Extension for Scoping Reviews
（PRISMA-ScR）のガイドラインに準拠して、

レビューを実施した[3]。 
データ収集は、①文献データベース検索、

②事業者および関連団体の公式ウェブサイ

ト検索、③選定された事業者を対象とした質

問票調査の 3 段階で行った。対象は、日本以

外の高所得国において本社を有する、または

事業を展開し、一般消費者向け製品について

再配合による明確な減塩目標を設定してい

る事業者とした。 
文献検索には PubMed および Google 

Scholar を用い、減塩に関するキーワードを組

み合わせた（同義語含む： salt/sodium、

reduction、commitment、report、target、nutrition 
profile）。さらに、事業者の減塩活動に関する

情報が掲載されている以下の 4 つの公式サイ

トを用いて、事業者を検索した。 
① World Action on Salt, Sugar and Health 

(WASSH)[4] 
グローバルな減塩対策を推進する団体

である。 

② International Food & Beverage Alliance
（IFBA）[5] 
12 社で構成される事業者連合で、バラン

スの良い食事と健康的な生活を達成で

きるよう世界の人々を支援する目標を

掲げている。 
③ Global Nutrition Report[6] 

栄養サミット等で各機関が示したコミ

ットメントを追跡評価する団体である。 
④ Access To Nutrition Initiative (ATNI)[7] 

事業者の栄養改善への取組を分析・促進

するイニシアチブである。 
複数の研究者が独立して検索およびスクリ

ーニングを実施し、協議により不一致を解決

した。 
世界保健機関（World Health Organization：

WHO）の関連資料を基に質問票を作成し、企

業の減塩目標、環境・社会・ガバナンス（ESG）

を含むインセンティブ、ならびに取組上の課

題と対応策について情報を収集した。研究者

の国際的研究ネットワークを通じて対象事

業者の候補を挙げ、調査協力を依頼した。 
抽出したデータを用いて、事業者ごとに対

象製品、減塩基準、達成年等の項目を整理し、

目標設定の特徴を定量的に分析した。さらに、

対象製品の範囲、栄養素の焦点、基準の設定

方法、実施期間等の観点から分類し、海外事

業者における減塩目標設定の傾向を総合的

に把握した。 
 
2．事業者向け支援ガイドの海外先行事例調

査 
リサーチクエスチョンとして「食品産業向

けの減塩ガイドにはどのような内容が含ま

れているか」を設定し、PubMed および Google
を用いてスコーピングレビューを行った。

PRISMA-ScR のガイドラインに準拠して、レ

ビューを実施した[3]。 
文献およびウェブサイト検索では、事業者

向けの減塩ガイドを対象とした。組み入れ基

準は、①事業者を対象としていること、②製

品中の食塩（ナトリウム）削減を目的として

いることとした。同一国内で類似のガイドが

複数存在する場合は最新版を採用し、必要に

応じて旧版の情報を補足した。 
除外基準は、①提供量の削減を主とするも

の、②カリウム系代替塩の使用を推奨するも

の、③進捗報告のみの文書、④最新版ではな

いもの、⑤英語または日本語以外の言語で公

表されたものとした。 
2 名の研究者が独立して検索および選定を
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実施し、タイトル、概要の順に適格性を評価

した。判断が分かれた場合は、第 3 の研究者

との協議により合意を得た。各支援ガイドか

ら共通項目を抽出した（発行情報、減塩目標

年、策定背景、現状および目標摂取量、対象

食品、ナトリウム目標設定方法、実施アプロ

ーチ、モニタリング体制）。 
 
3．国内事業者向け支援ガイドの作成 
本ガイドは、減塩に初めて取り組む、また

は既存の取組の見直しを検討している国内

事業者を対象とした。関係者との協議、エビ

デンスの整理、反復的な改訂を通じてガイド

を作成した。まず、公衆衛生分野の専門家と

地方自治体で食環境政策に関与する管理栄

養士（以下、行政栄養士）を含む本研究班員

で複数回の協議を行い、事業者による自発的

な製品改良を促進する上での課題や懸念を

整理した。次に、1 と 2 のレビュー結果を踏

まえ、目標設定枠組やモニタリング方法、事

業者のインセンティブおよび課題に関する

共通要素を抽出した。さらに、1 の海外事業

者および事業者団体を対象とした質問票調

査により、目標設定や製品改良に関する実務

的知見を補完する内容を選出した。以上の作

業から、対象とする事業者の範囲、減塩の重

要性や事業者のインセンティブとなる導入、

実践的な目標設定方法、ならびに表示や組織

体制の在り方を含め、ガイドの構成と内容を

調整した。 
ガイドの実践的な有用性を検証するため、

国内事業者を対象に支援ガイドの草案に関

する意見を収集した。本研究班員のネットワ

ークを通じて 2社に、加えて本協力研究者で

ある千葉県、及び兵庫県の自治体管理栄養士

を通じて、各 1社に対し意見書への回答を依

頼した。以上の 4事業者の回答期間は 2025年

2 月 20 日～3 月 12 日とした。さらに、国立

循環器病研究センターからの紹介を経て、か

るしお®認定制度に基づいて登録された製品

の事業者 3 社に回答を依頼し、2025 年 5 月 8
日～5 月 21 日に回答を得た。得られた意見を

基に内容を修正し、最終版を完成させた。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究における文献検索及び質問票調査

は、個人情報を扱わないため「人を対象とす

る生命科学・医学系研究に関する倫理指針」

（令和 3 年文部科学省・厚生労働省・経済産

業省告示第 1 号）の対象外であることを、国

立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

研究倫理審査委員会にて確認済みである。ま

た、国内事業者向け支援ガイドは既存の統計

データ及び公開資料に基づき作成されてお

り、同指針の対象には該当しない。 
 
Ｃ．研究結果 
1．海外事業者の減塩目標設定と取組に関す

るスコーピングレビュー 
文献データベース検索により 19 件の研究

を抽出し、スクリーニングを行った結果、最

終的に 2 件を採用した。ウェブサイト検索か

ら 83 社を抽出し、23 社を選定した。質問票

調査では、1 社および 2 事業者団体から回答

を得た。重複を整理した結果、24 社および 2
事業者団体を最終的な分析対象とした（図 1）。 
分析対象の事業者と事業者団体から、40 件

の減塩目標を特定した。一部の事業者は、複

数の減塩目標を設定していた。目標の設定範

囲については、国外の支社を含むグローバル

レベルが約 7 割を占め、次いで欧州レベルが

約 4 分の 1 であった。製品範囲については、

38%の目標が特定の製品カテゴリーに焦点を

当てており、主にパン、朝食用シリアル、ベ

ーカリー、菓子類などであった。対象栄養素

については、55％が食塩のみであり、残りは

糖類や脂質類など他の栄養素を含めていた。

指標としては、68％が製品数、33％が販売量

を採用していた。22 目標が製品数の割合に基

づいており、それらのうち 9 目標は 33～90%
の自社製品を減塩対象とし、残りは全て

（100%）の製品を対象としていた。 
目標全体の 80%において、製品中の食塩含

有量に関する自社基準が用いられており、他

の目標では政府による基準が用いられてい

た。目標達成までの実施期間の中央値は 5 年

間で、2025 年を目標年としていたのは全体の

65％であった。 
質問票に回答した事業者は、ESG 投資を減

塩の取組の主要なインセンティブとして認

識していた。また、味の担保などの製品改良

の課題に対処するため、利害関係者の協力に

基づく段階的なアプローチを検討していた

（図 2）。 
 

2．事業者向け支援ガイドの海外先行事例調

査 
387 件のウェブサイトと 20 件の文献を抽

出した。選択基準に基づき、事業者向けの減

塩ガイド 4 件を採用した。これらは、カナダ

[8]、英国[9]、米国[10]、欧州[11]で策定され、

策定機関は政府機関 3 件、事業者団体 1 件で
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あった（図 3）。 
減塩目標の達成期間は 3～5 年とされ、各

国で段階的な目標設定が行われていた。現状

の食塩摂取量は 1 日 5～13g であり、目標摂

取量は 1 日 5.1～7.0g に設定されていた（図

4）。 
ガイド策定の背景として、①食塩摂取量が

推奨量を上回っていること、②加工食品から

の摂取が主因であること、③高血圧や心血管

疾患等の疾病を通じて社会に負荷を及ぼす

こと、④消費者教育のみでは減塩効果が限定

的であること、といった共通の公衆衛生課題

が挙げられた。 
対象食品については、英国およびカナダで

は、人口全体の食塩摂取への寄与が大きい食

品カテゴリーに重点が置かれていた。さらに、

製品の特徴に合わせて再分類や細分化が行

われていた。また、米国では販売量の多い製

品を対象としていた。 
アプローチとしては、3 件のガイドで食品

カテゴリー別のナトリウム目標が設定され、

いずれも段階的かつ自主的な削減が基本方

針とされていた。これは、製品改良に要する

時間の確保や、消費者の味覚適応、栄養学的・

技術的制約への配慮を目的としている。 
モニタリングについては、食品表示情報と

販売データ等を用いて、製品中のナトリウム

含有量や人口レベルの摂取量を継続的に評

価する仕組みが示されていた。 
ナトリウム目標値の設定には、販売量を加

味した売上加重平均ナトリウム含有量が主

に用いられており、実際の摂取状況をより正

確に反映する手法として位置付けられてい

た。さらに、事業者団体によるガイドでは、

数値目標に加え、風味設計の工夫や技術的手

法による製品改良、表示制度や公共施設での

低ナトリウム食品提供、啓発活動など、減塩

を支える補完的施策の重要性が示されてい

た。 
 
3．国内事業者向け支援ガイドの作成 
事業者の多様な製品ポートフォリオや組

織体制に対応できるよう、概念的枠組と実務

的ツールの両方を提供し、標準化と柔軟性の

両立を目指した。 
 
3.1 構成と基本方針 

以下の 3 章構成とした。 
 第 1 章：公衆衛生およびビジネスの観点

から、自発的な製品改良の重要性を整理 

 第 2 章：段階的かつ実現可能な減塩目標

設定の考え方を提示 
 第 3 章：外部ステークホルダーとの連携

や組織体制の在り方を提示 
また、付録として日本および高所得国の事例

を収載した。 
SMART（具体的、測定可能、達成可能、関

連性があり、期限が明確な目標）枠組に沿っ

た目標設定を推進するとともに[12]、対象製

品、対象栄養素（食塩のみ、または脂質や糖

類など他の栄養素を含む）、指標（製品数・割

合や販売量等）、食塩・ナトリウム基準、およ

び実施期間に関する方法論上の選択肢を示

した（図 5）。 
 
3.2 減塩の意義とインセンティブ 
日本の平均食塩摂取量の推移を背景に、製

品改良による減塩は公衆衛生上重要である

と同時に、製品改良イノベーションや ESG 評

価の向上、投資訴求力の強化、消費者信頼の

向上など、事業者にとっても戦略的価値があ

ると位置づけた。 
 
3.3 目標設定枠組 
日本人の食事摂取基準（2025 年版）[13]、

高血圧管理・治療ガイドライン 2025[14]、
WHO 推奨値[15]などを参照にしながら、事業

者が自社の状況に応じて目標を設定する方

法を示した。具体的な方法の一つとして、製

品ごとの販売量（売上）を考慮して売上加重

平均ナトリウム含有量を挙げ、味噌、醤油、

漬物、加工海産物の計算例を示した。また、

栄養プロファイリングモデルによる食品の

健康度を総合的に評価するポイントに基づ

いて、ナトリウム含有量の基準値を設定する

方法を挙げた。日本版栄養プロファイリング

モデルの加工食品版[16]と料理版[17]を用い

た具体的な計算例を示した。 
目標設定後の製品改良等により、どの程度

の減塩が期待できるか、または実際に達成さ

れたかを「見える化」するために、ベースラ

イン時の食塩相当量、減塩率、改良製品の販

売数を基に相対的減塩量を算出する方法を

提示した。 
 
3.4 実施期間 

消費者の受容性と技術的実現性を踏まえ、

段階的な製品改良と期限付き目標を推奨し

た。中間評価点を設け、進捗確認と調整を行

うことで、長期的かつ柔軟な取組が可能とな

ることを示唆した。 



35 
 

 
3.5 組織体制と外部連携 

社内主導型モデルと、業界団体等を活用し

た外部連携型モデルの 2 つを提示した。外部

連携の例として、行政や事業者間の連携を促

進する政府主導の「健康的で持続可能な食環

境戦略イニシアチブ」[2]と、減塩の製品改良

に際して手法の助言や製品の認定を受ける

ことができる日本高血圧学会減塩・栄養委員

会[18]、及び「塩をかるく使って美味しさを

引き出す」をコンセプトとする国立循環器病

研究センターの「かるしお®」プロジェクト

[19]の活動と取組を説明した。これらの取組

との連携が、実現可能性と信頼性を高める可

能性を示した。 
 
3.6 技術的アプローチと国内外の減塩目標

設定事例 
風味を維持しながら減塩を実現するため

の技術的手法（代替塩[20]、香味素材の活用

[21]など）をコラムで紹介した。また、巻末資

料として、減塩目標設定の海外事例を 5 社、

国内事業者の減塩目標を 3 社示した。 
 
3.7 国内事業者の意見 

本ガイドの活用が想定される事業部門・担

当者については、7 社中 4 社が「製品企画」

及び「広報」を挙げ、最も多かった。製品企

画部門において、全国展開の事業者より、企

画・開発段階での目標設定や製品再組成に関

する中長期的な計画立案、ならびに減塩に関

する最新情報の収集において、本ガイドが参

考になるとの評価が得られた。また、減塩に

関する世界の流れを知ることや健康と ESG
を組合わせる考え方は広報でも活用できる

と評価された。参考となりそうな部分につい

て、第１章の「製品改良等による消費者の食

塩摂取量と健康への影響」が 4 社と最も多か

った。該当がなかった第 1 章「社内全体で取

り組む減塩のための製品改良等」、第 2 章「対

象製品」、第 3 章「組織体制」については、各

事業者で状況が異なるため参考にし難い意

見があがった。全体として、減塩の考え方の

他に、より多くの国内外の事例が要望された。

地方展開の事業者からは、具体的な減塩手法

や目標設定に課題を抱える事業者に対し、本

ガイドの内容が十分に対応できていない点

が課題として指摘された。 
 
3.8 ガイドの公開 

2025 年 11 月 5 日付で研究班ウェブサイト

上に最終版を公開した（資料 II-1-1）。また、

海外発信用に英訳版の支援ガイドも公開し

た（資料 II-1-2）。さらに、国立研究開発法人

医薬基盤・健康・栄養研究所のプレスリリー

ス（2025 年 11 月 20 日配信）を通じて社会へ

の普及を図った（資料 II-1-3）。 
 
Ｄ．考察 
１．海外事業者の減塩目標設定と取組に関す

るスコーピングレビュー 
24 事業者および 2 事業者団体における、自

主的な減塩を伴う製品改良目標を整理した。

その結果、事業者は政策動向や国際的な潮流

を踏まえ、実現可能性を考慮した減塩目標を

設定していることが明らかとなった。多くの

事業者は、政府や国際機関による推奨を参考

に独自の基準を設定し、概ね 5 年程度の実施

期間を想定した目標を掲げていた。一方、質

問票調査からは、製品の味の維持の難しさや、

開発・製造コストの増加といった課題も確認

された。 
減塩目標を報告した企業は、政府主導の減

塩政策が進む欧州や豪州に集中していた。食

塩摂取量の高さが課題となっているアジア

等の他の国・地域においても、産学官等連携

の枠組を通じて事業者による減塩製品の普

及が進み、国民の食塩摂取量低減に寄与する

ことが期待される。 
目標の約半数は、食塩に加えて脂肪や糖類

も含めた複合的な栄養目標として設定され

ており、高脂肪（High Fat）、高糖質（High 
Sugar）、高食塩（High Salt）な食品・飲料（HFSS
食品）への対策が反映されている可能性が示

唆された[22]。多くの事業者は製品の数や割

合を指標として目標を設定していたが、一部

の事業者は販売量に基づく指標を採用して

いた。例えば、全体の売上高に占める減塩製

品の割合を示すなど、事業者は自社の実情や

指標の活用しやすさに応じて検討すること

が望ましい。 
減塩の対象製品については、製品全体を対

象とすることで減塩への取組度合いを高く

評価される可能性がある。しかしながら、ま

ずは技術的・実務的に実現可能な範囲から段

階的に検討することが現実的である。 
目標の大半は事業者独自の基準であった

が、その多くは WHO や政府が示した基準を

参考にしていた。食塩単独の基準よりも、栄

養プロファイリングモデルを用いるケース

もみられ、国際的に認知された評価指標が活

用されていた。設定された削減率は事業者に
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より幅があり、実現可能性や市場特性を検討

した上での判断と考えられる。 
目標の約 65%が 2025 年達成を設定し、実

施期間の中央値は 5 年であった。各国のガイ

ドや既存事例を踏まえると、段階的な減塩に

は 5 年程度が妥当と考えられる。2030 年以降

の目標がなかったのは、国際連合が示した

2030 年を達成年とする持続可能な開発目標

が関係している可能性がある[23]。 
減塩への取組みは ESG 評価や投資面での

インセンティブにつながる一方、味の維持や

開発コストが大きな課題であった。効果的な

減塩には、政府・事業者・学術機関など多部

門の連携に加え、より実践的な減塩ガイドを

提示するなどの環境整備が重要である。 
本研究は多様な情報源と質問票調査から

得られた情報を整理した点が強みである。限

界として、公開情報が限られていることや、

対象資料には選択バイアスの可能性がある

ことを排除できないこと、質問票調査に協力

した事業者が少なかったこと、対象事業者が

設定した目標の有効性について評価できな

かったことが挙げられる。 
 
2．事業者向け支援ガイドの海外先行事例調

査 
3 か国では製品ごとの具体的なナトリウム

削減目標が設定されていた。共通項目として、

策定背景、現状の摂取量、目標量が示され、

目標設定においては段階的かつ自主的なア

プローチが推奨されていた。 
ガイド策定国における食塩摂取量は 1 日 5

～13 g であり、WHO 推奨値（5 g 未満）を上

回っていた[24]。背景には、過剰摂取による

疾病リスクや医療費増加への懸念、教育のみ

では削減効果が限定的であるとの報告があ

る[8-11]。そのため、製品への削減目標を含む

包括的対策の必要性が指摘されている。 
削減目標の達成期間は概ね 3～5 年であっ

た。カナダでは 4 年間の自主目標のうち達成

は 14%にとどまり[25]、平均摂取量の減少も

8%に限られた[8]。一方、英国では段階的な目

標引下げにより、国民の摂取量が 11%減少し

た[26]。これらの結果は、産業界のさらなる

取組と政府による目標見直しの重要性を示

している。透明なモニタリングと定期的報告

も不可欠である。 
本レビューで確認されたガイドはすべて

西洋諸国によるものであった。英語・日本語

文献に限定したことが影響している可能性

がある。マレーシアでは 67 製品が再配合さ

れたと報告されているが[27]、アジア地域の

詳細情報は十分ではなかった。 
本レビューで特定された 4 文書は、いずれ

も健康と市場実現可能性のバランスを考慮

した目標設定を含んでいた。今後は、多様な

食品市場の動向とガイドの有効性を検証し、

国内の食塩摂取量および健康への効果を評

価する必要がある。 
 
3．国内事業者向け支援ガイドの作成 
日本において減塩目標の設定を検討する

事業者向けに、科学的根拠および政策情報を

体系的に取りまとめた。より健康的な食環境

の実現を目指す国の取組と整合し、SMART
枠組に基づく目標設定を推進するとともに、

投資における ESG パフォーマンスの向上と

いったインセンティブを示した。また、日本

で販売する製品に適合した売上加重平均ナ

トリウム含有量の指標および日本人の食生

活に合わせた栄養プロファイリングモデル

を活用した目標設定を提示した。本ガイドは、

製品ごとの売上加重平均ナトリウム含有量

などの新たなデータや、栄養プロファイリン

グモデルの改定に合わせた活用方法の見直

しと進展、実践を取り込みながら改訂してい

くガイドとして位置づけられる。 
海外の政策ならびに海外事業者からの知

見に基づき、日本に合わせた体系的な目標設

定の考え方を提供した。事業者は、それぞれ

の状況に応じて本ガイドを活用することが

できる。 
減塩に対する基本的な考え方を提示する

ことは、事業者の取組と国の戦略との連携を

強化するとともに、ESG パフォーマンスや消

費者の信頼といった事業計画の中に、製品改

良の取組を位置づける機会を創出する可能

性がある。公衆衛生の観点からは、本ガイド

が非感染性疾患の予防に向けて、食事関連リ

スク要因への対応における民間セクターの

関与を、より体系的に推進するための補助的

ツールとなることが期待される。 
本ガイドの実践的適用性の確保には、なお

課題が残されている。提示した考え方は事業

規模や製品ポートフォリオを問わず幅広く

適用可能であるものの、安全性や保存を目的

として本質的に食塩含有量が高い製品を製

造する事業者や、減塩の優先度が低い事業者

においては、導入困難な可能性がある。また、

特に全国規模で展開する事業者では、より詳

細で実務に即した指針が求められる場合が

あると考えられる。 
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減塩の取組における進捗を把握するため

には、堅牢で一貫した指標が不可欠である。

国内製品の食塩含有量、特に売上加重平均ナ

トリウム含有量を算出するための全国レベ

ルの各製品の売上情報などのデータベース

が不足していることや、日本の栄養プロファ

イリングモデルが現在も改良段階にあるこ

とを踏まえ、本ガイドでは特定の数値目標を

推奨していない。各事業者の固有の状況に応

じた、段階的かつ柔軟な目標設定アプローチ

を重視している。したがって、現時点では、

具体的な数値目標の一覧ではなく、減塩目標

設定のための概念を示した内容となってい

る。 
事業者への意見聴取から、本ガイドは特に

製品企画部門および広報部門にとって有用

であることが示された。一方で、事業者によ

って製造・運営状況が異なることから参考と

ならない箇所があることも指摘された。例え

ば、製品改良のコストは価格の上昇につなが

り、減塩製品の消費者購買を妨げる可能性が

ある。そのため、製品改良に伴うインセンテ

ィブがこうしたコストを上回ることを確実

にするためには、政府と食品業界との対話が

不可欠である。今後の改訂においては、ステ

ークホルダーの積極的な関与を取り入れ、企

業規模や製品改良の進捗段階に応じたガイ

ドの調整や、実践的な事例研究の充実が求め

られる。 
本ガイドの公表に関する情報は、認知度向

上および活用促進を目的として、組織のプレ

スリリース等を通じて発信した。今後の研究

では、事業者における導入状況や、減塩によ

る正負の効果を検証することにより、本ガイ

ドの有効性を評価する必要がある。 
 
Ｅ．結論 
本ガイドは今後、社会的な動向を見ながら

事業者、政府、学術関係者との間で継続的な

対話と評価を実施することが必要である。改

良が重ねられ、より広く活用されることで、

本ガイドは日本における国民の減塩目標の

達成を加速し、高血圧および心血管疾患に伴

う社会的負担の軽減に寄与することが期待

される。 
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図表 
 

 
 
図 1．食品関連事業者と事業者団体の選定フローチャート 
a 公式ウェブサイトから抽出された 23 社のうち 2 社は重複しており、1 社は研究データベース、もう 1 社は質問票回答におい

て確認された。解析では各事業者を 1 回のみ計上した。 
 
 

 
 
図 2．海外事業者の減塩目標設定と取組に関するスコーピングレビューの結果の概要 

研究データベース：PubMed （n = 6）; 
Google Scholar （n = 13）

除外事項
1.低・中所得国 （n = 3）
2.テーマに一致しない
（n = 8）

企業及び関連機関の公式ウェブサイト
（n = 83）

24事業者と2事業者団体

n = 8

n = 1

１次スクリーニング：タイトルと抄録

除外事項
1.テーマに一致しない
（n = 11）
2.不明確な目標 （n = 49）

二次スクリーニング：全文

スクリーニング：出版の概要

n = 1

アンケート回答の依頼：
企業 （n = 10） ;
業界団体 （n = 3）

意見の相違
（n = 10）

n = 1a

除外事項
1.低所得国又は中所得国
（n = 1）
2.テーマに一致しない
（n = 5）

n = 1a

n = 21 n = 1

重複
n = 2 

（業界団体）

協力に関する合意書
（n = 3、回答率：23%）

重複

特定した減塩目標 (n = 40)24事業者、2事業者団体

製品の対象範囲
• 特定の製品項目：37％
• 製品カテゴリー全体：63％

食塩・ナトリウム基準
• 企業が設定した基準を使用：80％は
• 政府関連機関が提案した基準を使用：20％
• 製品カテゴリー別の基準（例：栄養プロファイリン
グモデル）を設定：65％

課題
味の維持、開発コスト、実践的なガイドラインの不足。

目標とする栄養素
• 食塩・ナトリウムのみ：53％
• 糖類および脂質などを含めた栄養素：48％

実施期間
• 中央値：5年
• 2025年を達成期限として設定：65%

評価指標
• 製品数またはその割合を指標として提示：
• 販売量を指標として提示： 33％

インセンティブ
• 環境・社会・ガバナンス（ESG）評価の向上
• 投資家からのポジティブな評価

解決策
• 段階的な製品改良（リフォーミュレーション）
• マルチステークホルダーとの協働
• 専任の社内研究開発（R&D）チームの設置

質問票調査

スコーピングレビュー
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図 3．食品関連事業者による減塩のためのガイドに関する海外先行事例の選定のフローチャート 
 
 

 
 
図 4．海外事業者向け支援ガイドの海外先行事例調査の結果の概要 

タイトルおよび抄録で除外（n＝393）

適格性評価のためタイトルおよび抄録を査読(n=13)

除外資料（n＝9）
1. 食品産業における提供量削減に関するガイダンス（n＝1）
2. 食品産業におけるカリウム系食塩代替物の使用に関するベストプラクティス

ガイダンス（n＝1）
3. 進捗報告（n＝3）
4. 最新版ではないガイダンス（n＝3）
5. 英語で公表されていないガイダンス（n＝1）

全文適格性評価（n＝4）

Googleから特定された資料
英語（n＝196）
日本語（n＝191）

PubMedから特定された資料
英語（n＝20）

表1. 減塩することを目的に事業者向けに作成している支援ガイド
目標達成年（予定）最新公表年実施期間国/地域

20272024食品医薬品局センター米国

20242020イングランド公衆衛生庁英国

20252020カナダ保健省カナダ

－2024フードドリンク・ヨーロッパ欧州

表2. ナトリウム摂取量と目標量
目標摂取量現在の摂取量国/地域

2,750 mg/日（14歳以上）〔食塩相当量 5.8 
g〕

平均ナトリウム摂取量 3,400 mg/日（1歳以
上）〔食塩相当量 8.6 g〕米国

7 g未満平均食塩摂取量 8.4 g/日英国
2,300 mg/日〔食塩相当量 5.8 g〕ナトリウム摂取量 約3,400 mg/日〔食塩相当量

8.6 g〕カナダ

ナトリウム 2,000 mg/日食塩摂取量 5～13 g/日欧州

【対象事業者】市場シェアを維持しながら、公衆衛生に大きな影響を与えるために、
全国規模および地域規模のレストランおよびフードサービス業務（商業的に食品を
調理する施設）、全国の売上高の大きな割合を占める食品メーカー。

表3. 対象商品やアプローチ方法

アプ
ローチ
方法

目標値指標カテゴリー対象食品国/地域

自主的、
段階的

売上加重平
均ナトリウ
ム量

全体的なNa摂取量に有意に寄与しな
い特定のカテゴリー（例：塩漬の干物
、内臓肉等）はほとんど摂取されない
ため（全ての年齢および民族）、目標
値なし

加工食品、調理済み
食品米国

国民のナトリウム摂取に最も深く関与
する84の特定食品、外食・テイクアウ
ト・デリバリー（11カテゴリーで各カ
テゴリーには最もよく購入されるれて
いる10品と子ども用食事が対象）

加工食品、外食・テ
イクアウト・デリバ
リーによる食事

英国

加工食品94カテゴリー（レストランや
外食産業に販売される商品も含む）

加工食品（カナダ人
の総Na摂取量の約
77%）

カナダ

売上加重平均ナトリウム量：市場数量データと食品ラベルを用いて算出する。
販売数が多い商品の食塩含有量が反映されやすく、それらの商品に減塩を促
すことができる。

まとめ
• 事業者向けの減塩ガイダンスは、主に市場の商品への目標とする食塩量を示したものであった。
• 支援ガイドでは、市場シェアを維持しながら公衆衛生に大きな影響を 与えるために対象食品や計算方法が工夫
されていた。

• 限界点：主に欧米によるガイダンスであった。マレーシアでは減塩対策の一環として食品企業によって62製品の
改良が行われていることが記載されていたが、詳細な記述はなくアジアでの情報が不足していた。

事業者向け減塩ガイダンス作成には、政府関連機関と食品企業が連携し、より効果的な減塩活動を推進する必要がある
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図 5．「食品関連事業者のための製品の減塩ガイド」の作成 
 

SMART（具体性、測定可能性、達成可能性、適切性、期限付
き）な目標設定

食塩摂取全体への寄与度（売上加重平均ナトリウム含有
量）に基づいて減塩の対象製品を特定し削減量や削減割合
を検討する または
栄養プロファイリングモデルを用いて対象製品の食塩含有
量を類似製品と比較し削減量や削減割合を検討する

実践的な工夫として、代替塩や香味素材の使用などの減塩
方法を検証する

減塩のために政府が設定した期間を参考にしつつ現実的な期
間を設定する

減塩した製品の売上に基づいて進捗状況を公表・評価する

減塩目標の設定ポイント 減塩を支援する社内外の体制
【社内での連携】

• 製品企画・開発部門による目標設定
• 部門横断的な目標設定

【政府・学術機関との連携】
• 行動計画の策定
• 栄養プロファイリングの改善
• 減塩施策の有効性検証
• 情報・知見の共有
【消費者や医療機関団体へのアプローチ】

• 食塩の過剰摂取リスクを周知
• 消費者の信頼を高めるための製品認証
• ウェブサイトや冊子を通じた活動支援

具体的な設定には…

実施期間については…

図
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本ガイドについて 

目的 

本ガイドは減塩に取り組む事業者において効果的な目標を設定し、その社会的インパ

クトを見積もるとともに、成果を「 見える化」するための考え方や手順について、当該

事業者にとって参考となる情報を示すことを目的としています。 

対象 

減塩を目的とした製品改良または製品開発「（以下、製品改良等）を検討している食品

関連事業者を対象としています。 

構成 

本ガイドは本編と資料編から構成されています「（図1）。本編は3章構成で、第1章では

事業者による自主的な減塩活動の重要性について、社会全体の栄養改善と事業者の実行

可能性の両側面から示しています。第2章では自社の目標設定の参考としていただける

よう、実現可能で段階的な目標設定のポイントを整理しました。第3章では減塩活動の

組織体制を検討するため、社内の体制整備と外部機関との連携について記載しました。

資料編では製品の減塩化に向けた参考資料として、食品関連事業者が設定した減塩目標

について、海外5社（資料1）と国内3社（資料2）の事例を紹介しています。 

参考情報 

本ガイドの内容の一部は、海外の食品関連事業者による減塩目標の設定に関する文献

レビューおよび本ワーキンググループで独自に実施した質問票調査（以下、独自調査）

1)、ならびに海外における食品関連事業者向けの減塩支援ガイドに関する文献レビュー

2)の結果を参考にしました。 
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図1．本ガイドの構成 
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減塩のための製品改良等に向けた目標設定のポイント 

 

 

 

減塩の目標設定手法 

1. 公衆衛生上の目標と事業者の実行可能性の両立を図る。 

2. 政策目標、事業者の実情、技術的な可能性、消費者の行動特性などを総合的に

考慮して目標を設計する。 

3. 透明性の確保、モニタリング体制の整備、進捗状況の公表など、補完的で実効

性を高める取組も重視する。 

対象製品設定 

1. 技術的な可能性や人的・経済的資源などの要因を考慮し、製品改良等が可能な

製品から着手する。 

2. 国民の食塩摂取量に大きく影響する製品を対象とする。 

3. 対象製品のカテゴリー、割合、販売量などを具体的に示す。 

4. 対象製品を訴求型、非訴求型のどちらにするかを決定する。 

ナトリウム含有量設定 

1. 実行可能な範囲から着手する。 

2. 各国の制度や基準を参考にする。 

3. 算出方法や評価方法を理解する。 

売上加重平均ナトリウム含有量の利用 

1. 自社製品の売上加重平均ナトリウム含有量を算出する。 

2. その削減量や削減割合を検討し、対象製品全体の方針を決定する。 
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栄養プロファイリングモデルの利用 

1. 自社製品が該当する加工食品または料理カテゴリーを特定する。

2. 該当カテゴリーにおけるポイント（ナトリウム含有量が多いほどポイントは高

い）を確認し、ナトリウムのポイント分布から自社製品の位置を把握する。

3. より健康的な製品を目指すため、ナトリウム削減の程度を検討する。

実施期間と目標達成年設定 

1. 対象製品の規模や削減目標の程度に応じて柔軟に設定する。

2. 段階的な減塩を前提に、無理のない期間を設ける。

3. 中間評価年を設定し、必要に応じて目標を見直す。
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第1章 なぜ今、減塩のための製品改良等が重要なのか 

日本人の食塩（塩化ナトリウム）摂取量は徐々に減少傾向

にあるものの3, 4)、世界的に見て依然として高い水準にありま

す5)。2023年における日本人「（20歳以上）の平均食塩摂取量は

9.8g/日であり 6)、これは世界保健機関（World Health 

Organization: WHO）が推奨する5g/日7)の約2倍に相当します。 

食塩の摂取源に関する研究では、調味料類、特に醤油や味

噌の寄与が大きいことが示されています。日本人20～69歳の

男女各190名を対象とした研究では、総食塩摂取量に占める調

味料類の割合が男性で62%、女性で63%と最も高く、次いで魚介類が男女ともに7%を

占めていました8)。また、40～59歳の日本人1,145名を対象とした別の研究では、醤油

（寄与率20％）、スープ「（16％、うち味噌汁は9.7%）、魚介類「・水産加工品「（15％）、漬

物（9.8％）が、主な食塩摂取源として挙げられています9)。 

食塩の過剰摂取は高血圧につながり、心疾患や脳卒中などの心血管疾患の主要な危険

因子となります。こうした背景を踏まえ、厚生労働省が示す 健康日本21（第三次）」

では、2032年度までに食塩摂取量の平均値を7g/日まで減少させるという目標が掲げら

れています10)。 

この目標の達成に向けては、消費者の意識向上や栄養教育の取組だけでは限界があり

ます。事業者は製品の提供を通じて消費者の食環境に働きかける立場にあり、製品の減

塩を進めることは、消費者の減塩に貢献する有効な手段となります。 

本章では、事業者が自主的に製品の減塩に取り組むことによって国民全体の食塩摂取

量がどのように変化し得るのか、また、こうした取組が事業者にもたらすインセンティ

ブについて考えます。 

１．製品改良等による消費者の食塩摂取量と健康への影響 

事業者による自主的な製品改良等が食塩摂取量や健康に及ぼす影響について、いくつ

かの研究成果が報告されています。たとえばDötsch-Klerkら「（2022）は、ユニリーバ社

が設定した独自の栄養素基準に基づいて製品改良等を行った場合に、イギリス、フラン

ス、アメリカ、ブラジル、中国の5か国における国民の栄養素摂取量がどのように変化

するかを推定しました11)。その結果、食品「・飲料の改良により、エネルギー、ナトリウ

ム、飽和脂肪酸、糖質の平均摂取量を最大30%削減できる可能性が示されました。なお、

この基準はWHOの推奨値に基づいており、食塩については1日5ｇ未満となるよう設計

されています。 

またTrieuら（2021）は、オーストラリアにおける製品改良等によるナトリウム削減
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の健康影響をモデル化し12)、国内で設定された製品中ナトリウムの再配合に関する目標

を完全に達成した場合、心血管疾患、慢性腎臓病、胃がんの罹患数が年間約1,920件、

死亡数が約510人、健康寿命の損失が約7,240年分減少する可能性を示しました。 

これらの結果から、加工食品の減塩は、社会全体に大きな公衆衛生上のインパクトを

もたらす重要な取組であるといえます。日本においても、厚生労働省は2022年３月、食

塩の過剰摂取などの課題に対応するため、 健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチ

ブ」を立ち上げました13)。このイニシアチブでは、産学官等の連携により、食塩の過剰

摂取等の課題に対して取り組むべき効果的な方策について検討し、実装することを目指

しています。 

このように、事業者が製品改良等に取り組むことは、社会全体へのインパクトが大き

く、必要不可欠なものです。各事業者ができることから着実に取り組むことで、国民全

体の食塩摂取量の低下とそれに伴う健康改善に、継続的かつ大きな貢献が期待されます。 

２．減塩活動に向けた事業者のインセンティブ 

（１）減塩活動を含む栄養改善評価への世界の関心 

近年、事業者の評価においては、Environment「（環境）、Social「（社会）、Governance

（ガバナンス）を意味するESGの観点が重視されるようになっています。このうち、食

品「・飲料製造業者においては、 Social」に位置づけられる健康「・栄養分野への対応が注

目されており、自主的な減塩活動もその一環として評価されつつあります。 

オランダの非政府組織であるAccess to Nutrition Foundationは、 Access to Nutrition 

initiative「（ATNi）」を立ち上げ、過栄養と低栄養という栄養不良の二重負荷や、それに関

連する疾患の予防に向けて、食品・飲料製造業者の取組を評価する Global Access to 

Nutrition Index「（グローバル・インデックス）」を開発し、その結果を公開しています14)。

世界の投資家は、このグローバル・インデックスに基づく事業者評価に注目しており、

投資判断におけるリスクと機会の評価材料の一つとしています。 

2024年度のATNiグローバル・インデックス報告書14)によれば、減塩に関連する製品群

を有する26社のうち19社が減塩目標を設定しており、このうち6社は複数の栄養素に関

する自社基準を達成するための包括的な目標の一部として減塩目標を設定していまし

た。ただ、14社は目標を公表していましたが、その進捗を年次報告書など外部から検証

可能な形で明確に示している事業者は限られていました。 

こうした状況の中で、誰でも閲覧可能な年次報告書などに明確な目標と達成状況を記

載することは、健康「・栄養分野におけるESG評価の向上につながると期待されます。そ

れが投資の増加、減塩製品の売上拡大、製品改良等におけるイノベーションの促進、さ

らには消費者からの信頼の向上といった好循環を生み出す可能性があります「（図2）。こ
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のような好循環は、明確で分かりやすい目標を提示することが出発点となります。 

 

 

図2．減塩活動に向けた事業者のインセンティブの好循環（イメージ） 

 

（２）社内全体で取り組む減塩のための製品改良等 

独自調査に回答した海外の食品関連事業者のうち1社および1つの事業者団体は、減塩

への取組をESGの観点から持続可能性や投資リスク・機会評価の一環として重視してい

ると回答しました「（表1）1)。社内全体で減塩の製品改良等に取り組むためには、国民の

食塩摂取量への影響を念頭に置きつつ、自社にとってのインセンティブを共通認識とし

て社内で共有することが重要です。 
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表1．減塩の取組のインセンティブに関する事業者の実際の声 

 

回答例 

 減塩活動を通して消費者の健康的な食生活に貢献することで、持続可能性に関

する社会的評価が高まる。 

 投資家が事業者の減塩活動を重視しているため、自社の戦略とESGレポートに

減塩への取組を明記して評価を得る。 

 ATNiの評価に基づいて投資が増加することを想定し、減塩活動を行っている。 
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第２章 減塩のための製品改良等に向けた目標設定のポイント 

減塩のための製品改良等に向けた目標を設定する際には、

 SMARTの法則」「（Specific「：具体的、Measurable「：測定可能、

Achievable「：達成可能、Relevant「：適切、Time-bound「：期限付

き）が有用です15)。まず、日本および世界における食塩摂取量

の目標を把握しておきましょう（表2）。 

2023年の日本人「（20歳以上）の食塩摂取量は9.8g/日となっ

ています6)。日本人の食事摂取基準「（2025年版）では、食塩摂

取の目標量を成人男性で7.5g/日未満、女性では6.5g/日未満と設定し16)、健康日本21「（第

三次）では、2032年度までに成人の食塩摂取量の平均値を7g/日とすることを目標とし

ています17)。日本高血圧学会は、高血圧患者における減塩目標として、6g/日未満を推奨

しています18)。また、世界の成人の平均食塩摂取量は10.8g/日ですが5)、WHOは5g/日未

満を推奨しています7)。 

これらの食塩摂取量の目標を参考に、自社の状況を考慮しつつ減塩目標を設定するた

めのポイントを紹介します。 

 

表2．国内外の食塩摂取量の目標 

機関 指針 食塩摂取量の目標 

厚生労働省 日本人の食事摂取基準（2025年版）16) 男性：7.5g/日未満 

女性：6.5g/日未満 

日本高血圧学会 高血圧管理・治療ガイドライン202518) 6g/日未満 

（高血圧患者対象） 

WHO ガイドライン7) 5g/日未満 
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１．減塩の目標設定手法 

減塩のための製品改良等に向けた目標設定には、公衆衛生上の目標と事業者の実行可

能性の両立が求められるため、様々な手法が組み合わせて用いられています。以下に、

主要な分類軸に沿って代表的な目標設定手法を整理します1, 19)。 

 

対象範囲 

対象範囲 内容 

製品単位 個別製品ごとに目標を設定する。基準が明確で管理しやすい

が、企業の製品改良等や味の調整に制約が生じやすい。 

製品カテゴリー単位 パンや即席麺、ソーセージなどのカテゴリーごとに目標を設定

する。カテゴリー内の技術的・味覚的特性を反映できる。 

製品全体 企業が販売する製品全体で目標を設定する。企業が柔軟に対応

でき、全体の改善を促進できる。 

 

対象とする栄養素 

対象とする栄養素 内容 

食塩のみ 食塩のみを対象とする。単一指標で管理しやすく、技術的ハー

ドルも比較的低い。 

複数の栄養素 食塩に加え、糖類、飽和脂肪酸、エネルギー量なども対象とす

る。健康的な食環境の整備に有効だが、達成や評価の複雑性が

増す。 
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目標のタイプ19) 

目標タイ

プ 

内容 利点 課題 

上限値 製品や製品カテ

ゴリーごとに、

ナトリウム含有

量の上限を設定

する。 

 理解しやすい。 

 開発「・実施「・モニタ

リングがしやすい。 

 ナトリウム含有量

が最も多い製品に

優先的に対応でき

る。 

 すでに目標を下回ってい

る製品には、さらなる削減

のインセンティブが働き

にくい可能性がある。 

単純平均 対象製品群のナ

トリウム含有量

の単純平均が一

定の基準値以下

となるよう設定

する。 

 実施やモニタリン

グがしやすい。 

 ナトリウム含有量の多い

製品に焦点が当たらない。 

 売上の少ない製品の減塩

が、全体の進捗として過大

に評価されることがある。 

売 上 加 重

平均 

製品ごとの売上

比率を反映した

加重平均のナト

リウム含有量が

基準値以下とな

るよう設定す

る。 

 売れ筋製品の改良

をより促進できる。 

 売上データの収集にはコ

ストがかかる。 

 社会的に弱い立場の人々

が多く消費する製品が十

分に考慮されない可能性

がある。 

相 対 削 減

率 

基準年のナトリ

ウム含有量に対

して、一定割合

の削減を目標と

する。 

 理解しやすい。 

 各社の現状に応じ

た柔軟な目標設定

ができる。 

 カテゴリー単位でのモニ

タリングや評価が難しい。 

 特定のカテゴリーで減塩

が進んでも、他のカテゴリ

ーで進んでいない場合、全

体の成果として評価され

にくくなることがある。 
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参照基準 

参照基準 内容 例 

栄養プロファイ

リングモデル 

食品の健康度を総合的に評価す

るポイントに基づいて、ナトリウ

ム含有量の基準値を設定する。 

WHO欧州地域事務局のモデ

ル20) 

ナトリウム特化

基準 

ナトリウムに特化した基準を製

品群ごとに設定する。 

WHOのGlobal Sodium Benc

hmarks「（グローバル・ベンチ

マーク）21) 

 

このように、減塩の目標設定は、政策目標、事業者の実情、技術的な可能性、消費者

の行動特性などを総合的に考慮して設計する必要があります。また、目標の設定とその

実施にあたっては、内容の透明性の確保やモニタリング体制の整備、進捗状況の公表と

いった補完的で実効性を高める取組も重要です。資料編では、海外5社と国内3社による

減塩目標設定の事例を掲載しています。 

 

  

減塩の目標設定手法のポイント 

1. 公衆衛生上の目標と事業者の実行可能性の両立を図る。  

2. 政策目標、事業者の実情、技術的な可能性、消費者の行動特性などを総合的に

考慮して目標を設計する。 

3. 透明性の確保、モニタリング体制の整備、進捗状況の公表など、補完的で実効

性を高める取組も重視する。 
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２．対象製品 

対象製品については、技術的な可能性や人的・経済的資源など様々な要因を考慮し、

製品改良等が実現可能な製品から着手することで、より高い実現性が期待できます。こ

の前提のもと、国民の食塩摂取量に大きく影響する製品カテゴリー、たとえば自社製品

の中でも売上げが高い製品を対象とすることが効果的です22)。また、対象製品のカテゴ

リーや全体に占める割合、販売量「（売上）などを具体的に示すことで、より明確な目標

設定が可能になります。目標は外部の人々にも分かりやすい内容にすることが重要です。 

製品改良等には、食塩含有量の削減を消費者に訴求するもの「（訴求型）と、訴求しな

いもの「（非訴求型）があります15)。マーケティング戦略と実現可能性を踏まえ、両タイ

プの製品に対して計画的に取り組むことが推奨されます。これらの方針は、製品改良等

の開始前に決定しておく必要があります。 

 

 

  

対象製品設定のポイント 

1. 技術的な可能性や人的・経済的資源などの要因を考慮し、製品改良等が可能な

製品から着手する。  

2. 国民の食塩摂取量に大きく影響する製品を対象とする。 

3. 対象製品のカテゴリー、割合、販売量などを具体的に示す。 

4. 対象製品を訴求型、非訴求型のどちらにするかを決定する。 
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３．製品のナトリウム含有量の設定 

製品中のナトリウム含有量の設定は、減塩に向けた製品改良等の方向性を決める重要

なステップです。政策や技術的な可能性を踏まえ、事業者は実行可能かつ効果的な目標

を設定する必要があります。 

減塩の取組を進めるにあたっては、まず実行可能な範囲から着手することが重要です。

わずかな減塩からでも取り組むことで、改善のきっかけが生まれ、着実な進展につなが

ります。 

また、各国の制度や基準を参考にすることで、より現実的かつ透明性のある目標設定

が可能になります。たとえば日本の食品表示基準（栄養強調表示）では、 減塩」など

の表示を行うには、食品100g当たりのナトリウム量を120㎎以上、かつ25%以上「（醤油

では20％以上、味噌では15%以上）低減する必要があります23)。さらに、日本高血圧学

会が作成している減塩食品リストにおいては、全面的に減塩された製品の減塩率は25%

以上35%未満となっています24)。海外の事例としては、カナダのガイダンスにおいて、

2009～2010年の売上加重平均ナトリウム含有量を基準に、2016年までに約25～30%の

削減を目標とする設定が示されました25)。 

このように、根拠に基づくナトリウム含有量の設定は多様ですが、具体的な算出方法

や評価方法を理解することが重要です。そこで、売上加重平均ナトリウム含有量の算出

方法や、栄養プロファイリングモデルの活用についても詳しく紹介します。 

 

 

  

製品のナトリウム含有量の設定のポイント 

1. 実行可能な範囲から着手する。  

2. 各国の制度や基準を参考にする。 

3. 算出方法や評価方法を理解する。 
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（1）売上加重平均ナトリウム含有量の算出 

売上加重平均ナトリウム含有量は、製品ごとの販売量「（売上）を考慮して平均ナトリ

ウム量を算出する方法で、カナダのガイドでも推奨されています2, 25)。販売数が多い製

品の影響を大きく反映できるため、消費実態に即した評価が可能です。 

自社の製品カテゴリー別に売上加重平均ナトリウム含有量を算出することで、どの程

度のナトリウム削減が可能か、全体的な方向性を決めることができます。算出には、対

象製品の販売数、製品重量、ナトリウム量のデータが必要で  図3）、実際の数値を基に

目標値の設定や達成度の評価に活用できます。本ガイドでは、味噌、醤油、漬物、水産

加工品を例に、具体的な計算例を示しています 図4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3．売上加重平均ナトリウム含有量の計算手順 

＊食塩相当量で表示されている場合はナトリウム含有量に変換する。 

ナトリウム含有量（mg）= 食塩相当量（g）×1000÷2.54 
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図4．売上加重平均ナトリウム含有量の計算例 

 

 

  

売上加重平均ナトリウム含有量の利用のポイント 

1. 自社製品の売上加重平均ナトリウム含有量を算出する。 

2. その削減量や削減割合を検討し、対象製品全体の方針を決定する。 

カナダ政府が売上加重平均ナトリウム含有量の計算ツールを提供しています26)。 

お役立ち情報 
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（2）栄養プロファイリングモデルの活用 

栄養プロファイリングモデルは、疾病予防や健康増進を目的として、食品「・飲料の栄

養成分を総合的に評価する科学的手法です27)。健康的な食品の開発「・流通「・利用を促進

するため、諸外国では食品の栄養価に応じて食品をランク付けする際に、栄養プロファ

イリングモデルが活用されています。日本では2024年に日本版栄養プロファイリング

モデルの初版が開発され、市販される加工食品や料理に適用可能な加工食品版28)および

料理版29)が提案されました。 

これらのモデルでは、エネルギー、飽和脂肪酸、糖類、ナトリウムが摂取制限すべき

栄養素「（制限栄養素）とされる一方で、果物類「・野菜類「・種実類「・豆類「・きのこ類「・藻

類、ならびにたんぱく質および食物繊維は摂取推奨すべき食品群または栄養素「（推奨栄

養素）として評価されます。加工食品や料理に含まれるこれらの食品群や栄養素の量に

応じてポイントが付与され、ナトリウム含有量が多いほどポイントが高くなります「（表

3）。総ポイントが低いほど、 健康的」と評価される仕組みです。 

 

表3．加工食品版におけるナトリウム量に対するポイントa 

ポイント 
ナトリウム量 

(mgb) 
ポイント 

ナトリウム量 

(mgb) ポイント 
ナトリウム量 

(mgb) 

0 ≤103 11 >1,133 21 >2,163 

1 >103 12 >1,236 22 >2,266 

2 >206 13 >1,339 23 >2,369 

3 >309 14 >1,442 24 >2,472 

4 >412 15 >1,545 25 >2,575 

5 >515 16 >1,648 26 >2,678 

6 >618 17 >1,751 27 >2,781 

7 >721 18 >1,854 28 >2,884 

8 >824 19 >1,957 29 >2,987 

9 >927 20 >2,060 30 >3,090 

10 >1,030     

a Takebayashiら（2024）28)のTable 3を改変。 

b  加工食品の場合：mg/100gまたは100ml、料理の場合：mg/1食。 

 

現時点では、日本版モデルが日本の代表的な加工食品や料理の多様性を完全に網羅し

ているわけではないため、今後の改訂が期待されます。自社製品のポイントをより健康

的な値とするよう製品改良等を進めることで、特にナトリウムのポイントを下げること
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につながるため、減塩の取組に活用することが可能です。 

以下のページでは、加工食品版と料理版の概要と、ナトリウム含有量の設定に関する具

体例を紹介します。 

 

  

栄養プロファイリングモデルの活用のポイント 

1. 自社製品が該当する加工食品または料理カテゴリーを特定する。 

2. 該当カテゴリーにおけるポイント（ナトリウム含有量が多いほどポイントは高

い）を確認し、ナトリウムのポイント分布から自社製品の位置を把握する 

3. より健康的な製品を目指すため、ナトリウム削減の程度を検討する。 
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日本版栄養プロファイリングモデル加工食品版（NPM-PFJ （1.0））28) 

NPM-PFJ「（1.0）は、加工食品をその特徴に応じて独立した

食品群に分けて評価しており、食品製造事業者の工夫次第で、

より評価の高い加工食品の開発に貢献できると考えられま

す。このモデルは日本食品標準成分表に収載されている加工

食品のうち、調味料「・香辛料、油脂類、アルコール飲料、幼児

食を除外した668種類を元に開発されており、表4に示す食品

カテゴリーに当てはまる加工食品に適用することが可能で

す。 

 

表4．日本版栄養プロファイリングモデル加工食品版(NPM-PFJ (1.0))の 

食品カテゴリーa 

カテゴリー番号 NPM-PFJ (1.0)の食品カテゴリー 

1 お茶、麺類（生・ゆで）、米加工品、小麦加工品、卵加工品、乳

製品、ヨーグルト、その他飲料 

2 大豆加工品（固形）、種実加工品 

3 畜肉加工品、チーズ類、粉ミルク、アイスクリーム、クリーム、

洋菓子 

4 麺類（乾麺）、野菜加工品（漬物）、魚介類（乾物・塩辛・漬

物） 

5 いも加工品、野菜・果物加工品（缶詰・冷凍・100%ジュース）、

きのこ加工品、藻類加工品 

6 果物加工品（ドライフルーツ、ジャム）、和菓子、飴 

a Takebayashiら（2024）28)のTable 5を改変。 
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表5．食品カテゴリー別ナトリウムのポイントの分布a 

 カテゴリー 

 1 2 3 4 5 6 

最大値 30 30 21 30 30 6 

75パーセンタイル 4 2 6.75 20 0 0 

中央値 1 0 2 13 0 0 

25パーセンタイル 0 0 0 7 0 0 

最小値 0 0 0 0 0 0 

a Takebayashiら「（2024）28)のFigure 3を改変。なお、Figure 3は外れ値を除いた値で図を示しているため、外れ値のある

カテゴリーについては表中で示した値と一部数値が異なる。 

  

日本版栄養プロファイリングモデル加工食品版を使用した 

ナトリウム含有量設定の例 

① 自社の対象製品は白菜の漬物「（ナトリウム量 700mg/100g）である。表3か

ら、6ポイント（ナトリウム>618および≦721mg/100g）に相当する。 

② 表4から、対象製品はカテゴリー４に該当する。表5から、カテゴリー４の

ポイントの中央値「（25、75パーセンタイル）は、13「（7、20）であった。自

社製品のポイントは、カテゴリー４の25パーセンタイル値よりも低い。 

③ カテゴリー４の中ではナトリウム含有量は低い方であったが、より健康的

な製品を目指して5ポイントの最大値、618mg/100gに近づける。 
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日本版栄養プロファイリングモデル料理版（NPM-DJ（1.0））29) 

NPM-DJ「（1.0）では、料理を主食、副菜、主菜、複合料理「（副

菜と主菜で構成する料理）、主食付き複合料理に分類していま

す。料理版は単独では摂取しない調味料「（みそ、しょうゆ等）

や調理油等も含め、食品を組み合わせた「 料理」として包括的

に評価できることが大きな特長です。これにより、既存の栄養

プロファイリングモデルでは概ね低評価となる調味料や調理

油等を、他の食品との組合せによって包括的な評価に組み込

むことができます。 

 

 

  

日本版栄養プロファイリングモデル料理版を活用した 

ナトリウム含有量設定の例 

① 自社の対象製品は天ぷら鍋うどん（汁も全て摂取の場合: ナトリウム量

1,350mg/食）である。表3から、ポイント13「（>1,339および≦1,442mg/食）

に相当する。 

② 表6から、対象製品は主食に該当する。表7から、主食の中央値「（25、75パ

ーセンタイル）は、3.0「（1.0、9.5）であった。自社製品のポイントは、主

食の最大値よりも高い。 

③ 主食の中ではナトリウム含有量は高い方であった。しかし、製品のおいし

さは保つ必要がある。おいしさを保ちながらもより健康的な製品を目指し

て、まず12ポイントのナトリウム量の範囲（>1,236および≦1,339mg/食）

に近づける。 
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表6．日本版栄養プロファイリングモデル料理版(NPM-DJ（1.0))のカテゴリーa 

料理カテゴリー NPM-DJ（1.0）の料理カテゴリーの特徴 

主食 以下の食品が主材料重量の2/3以上含まれる： 

米類「（めし）、パン「（菓子パンを除く）、麺類、その他の

穀物 

副菜 以下の食品が主材料重量の2/3以上含まれる： 

野菜、いも類、大豆以外の豆類、きのこ類、海藻類、種実

類 

主菜 以下の食品が主材料重量の2/3以上含まれる： 

肉類、魚類、卵類、大豆・大豆製品 

複合料理（副菜と主菜で

構成する料理） 

・主材料重量の2/3以上含まれる食品がない 

・主食が0.5サービングb未満 

主食付き複合料理 ・主材料重量の2/3以上含まれる食品がない 

a Tousenら（2024）29)のTable 1より改変。食事バランスガイドの料理に基づき分類されている。 

b 1サービングは、主材料に由来する炭水化物約40g。 

 

表7．料理カテゴリー別ナトリウムのポイントの分布a 

 主食 副菜 主菜 複合料理 主食付き複合料理 

最大値 27.0 9.0 5.0 14.0 30.0 

75パーセンタイル 9.5 4.0 3.0 8.5 9.8 

中央値 3.0 2.0 2.0 6.0 8.5 

25パーセンタイル 1.0 1.0 2.0 5.0 7.0 

最小値 0.0 0.0 1.0 2.0 4.0 

a Tousenら（2024）29)のFigure 3より改変。なお、論文Figure 3は外れ値を除いた値で図を示しているため、外れ値のあ

るカテゴリーについては表中で示した値と一部数値が異なる。 
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（3）WHOの食品カテゴリー別ナトリウム基準値 

WHOは2021年に食品カテゴリー別に設定されたナトリウ

ム基準値「（グローバル・ベンチマーク）を公表しました21)。こ

れは、41か国と1つのWHOサブ地域におけるナトリウム削減

目標を収集「・分析した結果に基づき、国際的に参照される基準

として設定されたものです。 

基準値の設定にあたっては、WHO地域栄養プロファイリン

グモデルの開発に関連した作業を参考にしつつ、食品の分類

体系が整理されました。各国の目標値の傾向から代表的な食品カテゴリーが抽出され、

最終的に18の主要カテゴリーと97のサブカテゴリーで構成されています。 

WHOは非感染性疾患の予防策の一環として、2025年までに世界の食塩摂取量を相対

的に30%削減し30)、最終的に1人当たりの1日の摂取量を5g未満にすることを目指して

います7)。こうした目標を達成するため、食品のナトリウム含有量の削減が国際的に求

められており、グローバル・ベンチマークはその取組の指標として活用されています。 

これらの基準値は、各国の政策立案や戦略策定を支援するだけでなく、事業者が自社

製品の改善や見直しを行う際の参考にもなります。また、民間セクターと国際的な連携

を図るための共通の出発点としても位置付けられています。 
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（4）相対的減塩量の算出 

製品改良等によりどの程度の減塩が期待できるか、または実際に達成されたかを示す

には、製品ごとの相対的減塩量を算出することが有効です。相対的減塩量を明示するこ

とで、各製品が減塩にどの程度貢献しているかを 見える化」できます。 

ベースラインに対する減塩率を決定した後、改良製品の販売により、どれだけの食塩

削減が実現するかを推定します。この算出には、ベースライン時の食塩相当量、減塩率、

改良製品の販売数が必要です。 

相対的減塩量は、以下の式で求められます： 

 

 

 

実際の事例として、日本高血圧学会が承認する「 減塩食品リスト」に掲載された製品

群において相対的減塩量の推定が行われています「（図5）31)。同リストは2013年に作成

され、2024年度までに42社・296製品が掲載されており、2013年から2024年までの累

積相対的減塩量は10,834トンに達しています。 

 

 

相対的減塩量=ベースライン時（対照製品）の食塩相当量（g/製品重量） 

×改良製品の減塩率（%）÷100×販売実績（個数） 
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図5．減塩食品リスト掲載品の相対的減塩量（日本高血圧学会が示した図31)を改変） 

（5）シミュレーションによる影響評価 

事業者が製品を減塩した場合、それが国全体の食塩摂取量にどのくらい影響するのか

を明らかにするには多くの時間や費用がかかるという課題があります。このような課題

に対して、ユニリーバ社はシミュレーションモデルを使い、製品の減塩で食塩摂取量が

どのように変わるかを推定しました。この分析手法は、製品改良等による社会的な効果

を検討するうえで、他の企業にとっても参考になります。 

たとえばDötsch-Klerkら「（2015）32)は、1人当たりの1日の食塩摂取量について、短期

的な目標を6g、長期的な目標を5g「（WHOの推奨量）と設定しました。また、この目標

に合うように、製品カテゴリー別のナトリウム基準値を設定しました。この基準は、ユ

ニリーバ社の社内基準だけでなく、イギリスなど各国政府の基準や、国際的な栄養プロ

ファイリングモデルに用いられている基準に基づいて作られています。 

また、この基準値が国際的に適用可能かどうかを確かめるために、オランダ、スペイ

ン、ギリシャ、アメリカ、南アフリカ、中国の6か国について、日常の食事メニューの

例を作成し、それぞれの食習慣に当てはめて検証しました。その結果、食品や料理ごと

に、目標達成のために必要なナトリウム量の目安が推定されました（表8）。 

さらに、アメリカ、イギリス、オランダの調査データを使って、 もし複数の事業者

がこの基準に沿って製品を減塩すれば、国民全体の食塩摂取量はどれくらい減るか」を

シミュレーションしました。その結果、1日6ｇを目指す場合は平均で約25％、5gを目指

す場合は約30％の削減が可能と推定されました。特に、5g目標では、1人1日あたり1.8

～2.2gもの減塩が見込まれました。 

日本の事業者にも、このような分析方法を活用することが期待されます。たとえば、

国内の平均的な食塩摂取量や、健康日本２１「（第三次）17)や日本人の食事摂取基準「（2025

年版）16)といった公的な目標と組み合わせて考えることで、自社製品の減塩が社会にど

れくらい役立つかを定量的に示すことができます。 

  

70



 

30 

 

表8．食品または料理別のナトリウム基準32) 

製品カテゴリー 

ナトリウム2400mg/日

（食塩6g）を目指すため

のナトリウム基準値 

ナトリウム2000mg/日

（食塩5g）を目指すため

のナトリウム基準値 

一般的な基準 1.6mg/kcal 

100mg/100g 

1.3mg/kcal 

100mg/100g 

パンとシリアル 375mg/100g 375mg/100g 

サンドイッチ/ロール 1.6mg/kcal 1.4mg/kcal 

（非）加工肉、肉製品、肉

代替品 

675mg/100g 675mg/100g 

（非）加工魚、魚製品 340mg/100g 340mg/100g 

チーズ（製品） 900mg/100g 675mg/100g 

主菜 1.6mg/kcal 1.6mg/kcal 

副菜 250mg/100g 250mg/100g 

ソース 540mg/100g 340mg/100g 

ドレッシング エマルジョ

ンタイプ（マヨネーズな

ど） 

1,080mg/100g 750mg/100g 

ドレッシング  水ベース

（ケチャップなど） 

1,080mg/100g 750mg/100g 

調味料「（ハーブ、スパイス、

マリネなど） 

360mg/100g 265mg/100g 

スープとブイヨン 360mg/100g 265mg/100g 
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製品カテゴリー 

ナトリウム2400mg/日

（食塩6g）を目指すため

のナトリウム基準値 

ナトリウム2000mg/日

（食塩5g）を目指すため

のナトリウム基準値 

スナック「（甘味、塩気のも

の、アイスクリームを含

む） 

1.6mg/kcal または 

100mg/100g 

300mg/100g 

スプレッドと調理用製品

（マーガリン、バター、炒

め物や揚げ物用の油脂製

品） 

1.6mg/kcal または 

720mg/100g 

1.3mg/kcal または 

470mg/100g 
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４．実施期間と目標達成年 

減塩の取組を着実に進めるためには、 どこまで減らすか

（目標値）」だけではなく、 いつまでに達成するか（目標時

期）」を明確化することが重要です。実施期間と目標達成年の

設定は、現実的かつ持続可能な減塩の道筋を描くうえで不可

欠であり、進捗管理や社内外への説明責任の観点からも有効

です。 

本節では、実施期間と目標達成年の設計にあたっての基本

的な考え方や、国内外の政策例を紹介しながら、自社の実情に応じた現実的な期間設定

のポイントを解説します。 

期間の設定は、対象製品の規模や食塩含有量の削減程度に応じて検討します。たとえ

ば健康日本21「（第三次）では、2024年度から2032年度までの9年間で国民の平均食塩摂

取量を7g/日とする目標が掲げられています17)。また、国際連合の持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：SDGs）では、2015～2030年の15年間の長期目標

が掲げられています33)。海外の減塩ガイダンスでは、段階的な取組が可能な期間が設け

られています。たとえばアメリカでは2.5年22)、イギリスでは4年「（2020～2024年）34)、

カナダでは5年（2020～2025年）25)といった実例があります。 

こうした政府や国際機関の期間設定を参考にしつつ、自社の状況に応じた段階的なア

プローチを設計することが重要です。進捗の確認のために中間評価年を設け、必要に応

じて目標の見直しを行うことで、より現実的かつ効果的に減塩を進めることができます。 

 

実施期間と目標達成年設定のポイント 

1. 対象製品の規模や削減目標の程度に応じて柔軟に設定する。 

2. 段階的な減塩を前提に、無理のない期間を設ける。 

3. 中間評価年を設定し、必要に応じて目標を見直す。 
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減塩のための製品改良等を行う際には、食品の安全性（抗菌効果など）や

製造上の機能性を確保するため、一定の食塩濃度が必要とされる場合があり

ます。こうした条件を満たしながら減塩を進めるために、これまで様々な技

術的な工夫が行われてきました。 

代表的なアプローチの一つが、塩化ナトリウム（通常の食塩）の一部を塩

化カリウムなどに置き換える 代替塩」の活用です。世界各国で導入が進め

られており、たとえばアイルランドでは、加工食品の一部で減塩が難しいこ

とを踏まえ、カリウムベースの代替塩の利用を促進するため、政府が最適な

利用方法に関するガイドラインを示しました35)。ただし、塩化カリウムには

特有の苦みがあるため、味の調整が必要です。カラギナンの併用や配合比率

の工夫によって、風味の改善が図られています36)。 

企業による独自技術の開発も進んでいます。たとえばアーラ社では、プロ

セスチーズの製造で用いる乳化塩の代替品を開発し、減塩と品質保持の両立

を実現しました37)。日本国内では、味の素株式会社の「 やさしお®」が塩化カ

リウムを活用した製品の一例として知られています38)。 

なお、カリウムを多く含む製品の使用には注意が必要です。特に腎機能が

低下している方ではカリウムの排出が難しく、高カリウム血症を引き起こす

リスクがあります。このため、製品に含まれるカリウム量の表示や、該当す

る消費者への注意喚起が重要です。 

また、香味素材を活用した減塩の工夫も注目されています。ユニリーバ社

では、野菜・ハーブ・スパイスの配合によって風味を高め、食塩の使用量を

抑える取組を進めています 39)。さらに、国際的な事業者連合である

International Food & Beverage Alliance「（IFBA）においても、塩化カリウムの

活用に加え、香りやハーブ、スパイスによる風味づけが効果的な減塩手法と

して示されています40)。 

このように、新しい技術の導入や、伝統的な食材の活用によって、風味を

損なわずに減塩を進める工夫が可能となることが見込まれます。今後の製品

改良等において、こうした取組がますます重要になると考えられます。 

 

 

コラム 減塩の工夫 
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第3章 減塩のための製品改良等を支える体制と連携 

事業者が減塩に向けた製品改良等に取り組むためには、社内の組織体制の整備が不可

欠です。すでに製品改良等の体制が整っている場合でも、定期的な見直しや更新を行う

ことが重要です。また、外部機関との連携も鍵となります。目標値の設定を外部機関と

共有することで、より現実的かつ実行可能な目標設定が可能になります。 

製品改良等においては、減塩と味の維持との両立が大きな課題ですが、外部機関との

情報交換を通じて、課題解決に向けた知見を得ることができます。以下に、独自調査に

基づく社内体制と、連携が期待される外部機関の例を示します。 

１．組織体制 

独自調査では、減塩に関する社内の目標設定や戦略立案は、製品企画「・開発部門が担

っている事例がみられました。一方で、事業者団体などの

社外組織が、個々の事業者の減塩に関するコミットメント

や年次報告をとりまとめる役割を担う例も確認されまし

た。 

図6に、減塩のための社内体制の一例を示します。製品企

画・開発部門が中心となって減塩目標を設定し、事業戦略

案を作成します。これを経営層が承認することで、事業と

しての製品改良等が実行されます。 

製品改良等のための社内体制が未整備である場合や、体制の強化を目指す場合には、

事業者団体への参画を通じて、他の事業者と減塩目標を共有しながら、組織体制の構築

に関する支援を受けることが有効です。図7は、そうした事業者団体を活用した組織体

制の一例を示しています。事業者団体は、各事業者の減塩実施の進捗を報告する年次報

告書等をとりまとめ、目標や成果を社会に公表します。国際的な例として、IFBAも事業

者連合としての減塩へのコミットメントを表明し、各事業者の成果を公表しています40)。 

事業者にはそれぞれ独自の組織体制がありますが、自社の既存体制に即した形で製品

の減塩に取り組むことが重要です。そのうえで、より効果的な体制を構築するためには、

継続的な体制の見直しと改善を図ることが求められます。 
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図7．事業者団体を活用した減塩の組織体制の一例 

  

図6．減塩推進のための社内組織体制の一例 
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２．外部機関との連携 

効率的かつ実効性のある減塩の取組を進めるためには、行政機関や専門団体など外部

機関との連携が欠かせません。特に、政府の減塩方針や地域の食塩摂取状況などを把握

するうえで、行政との連携は重要です。また、減塩に積極的に取り組む団体と連携する

ことで最新の知見や具体的な手法について助言を得ることができ、事業の推進に役立ち

ます。 

本ガイドでは、①行政や事業者間の連携を促進する政府主導のイニシアチブと、②減

塩製品の開発や認定において連携が可能な２つの外部機関の活動を紹介します。 

 

（１）健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ 

 健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ」は、2021年の東京

栄養サミット2021における日本政府のコミットメントや、同年6月に公表された「 自然

に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」の報告書15)を踏まえて、

2022年3月に発足しました13)。このイニシアチブは、個々の事業者や団体だけではなく

産学官等が連携し、誰もが自然に健康になれる食環境づくりを実現することを目指して

います。2024年度までに42の事業者が参画しており41)、日本における食環境改善の重要

なプラットフォームとなっています。 

本イニシアチブでは、 食塩の過剰摂取」を優先的な栄養課題と位置づけ、産学官等

が連携して減塩対策に取り組んでいます。具体的には、以下のような活動を行っていま

す。 

１）東京栄養サミット2021のコミットメントに基づくイニシアチブの行動計画の策定 

産学官等が連携し、具体的な行動計画を策定することで、食環境改善に向けた取組を

加速させています。 

２）栄養プロファイリングモデルの構築 

科学的根拠に基づく栄養プロファイリングモデルを構築し、製品の栄養価を総合的に

評価することで、消費者への情報提供に役立てます。 

３）減塩対策の有効性の検証 

消費者にとって効果的な訴求方法や販売方法など、減塩対策の有効性を検証するため

の多施設検証を実施します。 

４）情報共有や意見交換の場の提供 

金融機関を含む産学官等の関係者間で情報交換の機会を設け、最新の知見や事例を共
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有することで、減塩事業の促進を図ります。 
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本イニシアチブではSDGsやESGに関する専門家を招き、食品製造や販売による社会

的影響について参画事業者が検討する機会を支援しています。今後、関連政策に沿った

SMARTな行動目標を表明することを目的に、参画事業者が関係省庁と連携するための

さらなる機会が設けられる予定です。これらの取組は、WHOの非感染性疾患対策に関

する報告書において、世界に詳しく紹介すべき優良事例として紹介されました42)。 

 

東京栄養サミット2021 日本政府のコミットメント（一部抜粋）43) 

  

 

特に以下の取組により、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ (UHC) の重要な部分と

して、ライフコースを通じた持続可能な社会の基盤となる、誰一人取り残さない日本

の栄養政策を更に推進する。 

 

 食塩の過剰摂取、若年女性のやせ、経済格差に伴う栄養格差などの課題に対応す

ることによる、産学官等が連携した健康的で持続可能な食環境づくりの推進を含

む主要な栄養政策パッケージを展開する。 

 これらの取組の進捗状況と成果を2023年から毎年公表する。 
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（２）日本高血圧学会 減塩・栄養委員会の取組と活動 

日本高血圧学会は、国民の減塩を推進するため、多岐にわたる活動を行っています。

2005年に発足した減塩「・栄養委員会は、2020年に名称の変更とともに改組され、4つの

方針のもと活動しています44)。 

１）政治的・社会的アプローチ 

政府、自治体、産業界に対して働きかけ、食塩摂取量の減少を目指します。 

２）ポピュレーションアプローチ 

集団レベルで、高血圧患者、市民、国民に対して働きかけます。 

３）個人アプローチ 

高血圧患者、家族、医療従事者に働きかけます。 

４）出版活動 

ホームページや小冊子などを通じて、上記３つの活動を支援します。 

 

2019年に、 日本高血圧学会減塩推進東京宣言–JSH減塩東京宣言–」を発表し、「 6gを

目指した6つの戦略」を基に活動を展開しています。その一環として、減塩食品開発を

奨励するため、本学会が定めた基準を満たす製品を減塩食品リストに掲載しています。

掲載製品は年々増加し、2024年度には26社の107製品が掲載され、これにより年間1,156

トンの食塩削減に貢献しました。また、2015年より、減塩食品リストに掲載された中で

特に減塩に貢献した製品に 減塩食品アワード」を授与しています。 

自治体との連携も積極的に行っています。具体的には、北海道増毛町での減塩の取組

があげられます45)。同学会の開発支援のもと、海に面した地域の食文化に合わせた味付

けで、平均的な醤油製品より食塩が大さじ1あたり1g少ない増毛醤油が2018年に開発さ

れました。増毛醤油を使用したレシピの提案などを通じて、減塩に貢献しています。日

本高血圧学会では2019年から「 高血圧ゼロのまち」モデルタウンを募集し、減塩をはじ

めとする自治体での高血圧対策を支援しています46)。増毛町もこのモデルタウンに認定

されました。 
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（３）国立循環器病研究センターの取組と活動 

国立循環器病研究センターは、 塩をかるく使って美味しさを引き出す」をコンセプ

トとした「 かるしお」プロジェクトを展開し、循環器疾患の予防および健康寿命の延伸

を目指しています47)。退院後の患者や一般市民が実践しやすい減塩レシピの提案や、料

理教室の開催、そして減塩レシピコンテストのS-1g(エス・ワン・グランプリ)大会の企

画など、様々な取組を通じて減塩の普及啓発を行っています。 

減塩食の選択肢を広げるため、事業者との連携も積極的に行っています。2014年から

始まった かるしお認定制度」では、弁当・定食、単品・総菜、調味料類、加工食品、

水産物などの塩蔵品の区分で基準が定められ、国立循環器病研究センターによる厳格な

審査を経て、認定されると かるしお認定マーク」を製品に表示することができます。

この認定マークは、医療機関から認定されたおいしさの証としての消費者の信頼獲得、

新たな顧客層の拡大、市場への訴求、かるしおプロジェクトのユニットとしての宣伝に

つながっています。2024年度までに45社から申請された120種類を超える品目が認定さ

れ、売り上げ規模は20億円を超えるなど、大きな成果を上げています48)。かるしお事務

局では、認定後の製品についても継続的にフォローアップを行い、ブランド価値の維持

に努めています。 
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資料1．減塩目標設定の海外事例 

 海外の大手食品関連事業者による減塩目標設定の事例を紹介します「（資料表1）。各社

の取組は、対象製品の範囲や対象栄養素の種類、参照する基準、実施期間が多様です。

また、食塩のみを対象とする目標から、飽和脂肪酸や添加糖など複数の栄養素を含む目

標まで様々です。基準については、政府推奨のものを活用する場合と、事業者が独自に

設定したものを用いる場合があります。 

 

アーノッツ・グループ（Arnott’s Group）49) 

 2025年までにオーストラリアおよびニュージーランド市場で、①自社製品の3分の1

以上が政府推奨の栄養プロファイリングモデル Health Star Rating」50)で3.5以上の評

価を得ること、②製品の半数以上が食塩、飽和脂肪酸、添加糖の削減や、全粒穀物、食

物繊維、たんぱく質の強化といったポジティブな栄養特性を備えることを目標としてい

ます。2024年4月時点で、①に対しては35％、②に対しては50.2％を達成しています。 

アルディ（Aldi）51) 

 イギリス政府が策定した 2024年減塩目標（Salt Reduction Targets for 2024）」34)に

定められた食品カテゴリーの上限値に対し、2020年から2024年までの期間に、95%以

上の自社ブランド製品が基準に適合することを目指しています。対象栄養素はナトリウ

ムのみです。2023年時点では、全自社製品のうち84%がすでに基準を満たしています。 

ネスレ（Nestlé）52) 

 2021年から 2025年までを目標期間とし、以下の 8つの製品カテゴリー（植物由来

ミール製品、ピザ、冷凍調理済み食品・レシピミックス・常温保存食品、即席麺、ス

ープ、ブイヨン・乾燥調味料、ケチャップ、マヨネーズ・ドレッシング）において、

販売量の 90%以上が社内で定めた減塩目標を達成することを目指しています 52)。これ

らの減塩目標は、WHO の Global Sodium Benchmarks21)を参考に、ネスレが独自に設

定しています。 

ベル（Bel）53) 

 子どもやその家族を対象とした製品群について、2017年から2025年までを目標期間

とし、80%以上が自社の栄養プロファイリングモデル「 Bel Nutri+」54)に準拠することを

掲げています。対象栄養素には、食塩、総エネルギー、たんぱく質、飽和脂肪酸、カル

シウム、添加糖が含まれています。 
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マッケイン・フーズ（McCain Foods）55) 

 自社ブランドのポテト製品および前菜製品について、2018年から2025年の間に売上

加重平均でナトリウム含有量を15%削減することを目標としています。なお、特定の減

塩基準は設定していません。2024年時点で前菜製品ではすでに6.5％の削減を達成して

いる一方、ポテト製品では0.7％の増加となっており、製品カテゴリー間で進捗に差が

見られます。 
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資料表1．減塩目標設定の海外事例 

企業名 対象製品 対象栄養素 目標 参照基準 実施期間 

アーノッ

ツ・グルー

プ49) 

自社製品 食塩、飽和脂

肪酸、添加

糖、全粒穀

物、食物繊

維、たんぱく

質 

製品の1/3以上

がHSR3.5以上「 

製品の1/2以上

がポジティブな

栄養特性 

HSR「（NPM「 

オーストラ

リア・ニュ

ージーラン

ド食品基準

機関）50) 

2021～ 

2025 

アルディ

51) 

自社ブラ

ンド製品 

食塩 製品の95%以上

が基準に準拠 

Salt reducti

on targets 

f o r  2 0 2 4

（イギリス

政府）34) 

2020～ 

2024 

ネスレ52) 8製品カテ

ゴリー 

食塩 各カテゴリーで

総販売量の90%

以上が基準に準

拠 

自社の減塩

目標52) 

2021～ 

2025 

ベル53) 子どもと

家族を対

象とした

製品群 

食塩、総エネ

ルギー、たん

ぱく質、飽和

脂肪酸、カル

シウム、添加

糖 

製品の80%以上

が基準に準拠 

Bel Nutri+

（NPM）54) 

2017～ 

2025 

マッケイ

ン・フーズ

55) 

ポテトお

よび前菜

製品 

食塩 売上加重平均で

ナトリウム含有

量を15%削減 

なし 2018～ 

2025 

HSR：Health Star Rating System、NPM：栄養プロファイリングモデル（Nutrient profiling model） 
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資料2．減塩目標設定の国内事例 

 国内でも減塩の取組が広がっており、減塩対象製品と食塩含有量の具体的な基準、実

施期間・目標達成年を明確に表明した事業者がいくつか存在します（資料表2）。 

 

味の素株式会社 

 味の素株式会社は、2030年度までに10億人の健康寿命を延伸するため、減塩製品と

たんぱく質摂取に役立つ製品を年間4億人に提供することを目標としています56)。うま

味やだしをきかせた“おいしい減塩”を提案するため、 Smart Salt®「（スマ塩®）」プロジ

ェクトを実施し、海外にも展開しています。 

キッコーマン株式会社 

 キッコーマン株式会社は、国内醤油市場において減塩製品の需要が高まっていること

を背景に、家庭用醤油製品における減塩製品の売上構成比を2024年度までに25%、2030

年度までに35%にすることを目標としています57)。減塩製品の販売を促進することで、

日本人の食塩過剰摂取の課題解決に寄与することを目指しています58)。 

株式会社ローソン 

 株式会社ローソンは、３つの基軸「（糖質コントロール、食塩コントロール、たんぱく

質の摂取）から健康関連商品を開発しました59)。2021～2022年度までに全ての商品の1

食あたり食塩相当量を3g以下に抑えること、および2019～2021年度までに主食の定番

メニューを中心に最大30％（平均20％）減塩することを目標としました60, 61)。2023年

度からは、健康10テーマに食塩コントロールを含めて目標達成に向けて取り組んでいま

す62)。 

 

 これらの事業者の他にも、減塩に意欲的に取り組む事業者は多くあります。たとえば

株式会社ファミリーマートが開発し販売している減塩ドレッシングは、日本高血圧学会

減塩委員会主催の第5回JSH減塩食品アワードにおいて、減塩の推進に優れた成果を上

げた製品として金賞を受賞しました63)。 
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資料表2．国内事業者の減塩目標 

事業者名 目標 
実施期間（年

度） 
取組の概要 

味の素 

株式会社 

1) 栄養価値を高めた製品の

うち、 おいしい減塩」 た

んぱく質摂取」に役立つ製

品を年間4億人に提供する
56)。 

2) 食塩を含め栄養価値を高

めた製品の割合を60%に

する56)。 

1) 2021～2030 

2) 2021～2030 

10億人の健康寿命延

伸の実現に貢献する

ことを表明した。お

いしい減塩を提案す

る「 Smart Salt「（スマ

塩）®」プロジェクト

を海外で展開した

56)。 

キッコー

マン株式

会社 

国内の自社醤油製品「（家庭用）

における減塩製品の売上構成

比を下記にする57)。 

1) 25% 

2) 35% 

1) 2022～2024 

2) 2022～2030 

国内の醤油市場にお

いて、減塩製品の需

要が高まっている。

自社の目標を表明し

てこの動向を加速さ

せ、食塩の過剰摂取

の課題解決に寄与す

ることを目指した

58)。 

株式会社 

ローソン 

1) 全ての商品の1食あたりの

食塩相当量を3g以下に抑

える59)。 

2) 主食の定番メニューを中

心に最大30％（平均20％）

減塩する60, 61)。 

3) 食塩コントロールを含む

健康10テーマに該当する

商品の売上を5千億円にす

る62)。 

1) 2021～2022 

2) 2019～2021 

3) 2023～2025 

３つの基軸（糖質と

食塩のコントロー

ル、たんぱく質の摂

取）を中心に、健康関

連商品を開発した

59)。2023年度からは、

健康10テーマに食塩

コントロールを含

め、目標達成に向け

て取り組んでいる。 
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About this Guide 

Purpose 

The purpose of this guide is to provide information to businesses engaged in salt 

reduction efforts to help them set effective goals, estimate the social impact of these 

goals, and to present business operators with ideas and procedures to visualize the 

results. 

Intended target 

This guide is intended for food-related business operators that are considering product 

improvement or product development (hereinafter referred to as product improvements) 

with the aim of reducing salt in their products. 

Structure of this guide 

This guide consists of a main section and appendices (Figure 1). The main section 

consists of three chapters, the first of which presents the importance of voluntary salt 

reduction efforts by business operators, in terms of improving the nutrition of society as 

a whole and the viability of the businesses. Chapter 2 presents key points on setting 

achievable, step-by-step goals for companies which can be utilized as a reference when 

setting their own goals. Chapter 3 describes how to establish internal systems and 

cooperate with external organizations to investigate the organizational structure for salt 

reduction. As reference material for reducing the salt content in products, appendices 

provide examples of salt reduction goals set by food-related business operators from five 

overseas companies (Appendix 1) and three Japanese companies (Appendix 2). 

Reference information 

Some of the content in this guide is based on the results of a literature review on 

overseas food-related businesses about their salt reduction goals and a questionnaire 

survey conducted independently by this working group (hereinafter referred to as 

independent survey)1) as well as a literature review on overseas guidelines on salt 

reduction support for food-related business operators.2) 
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Figure 1. Structure of the guide 
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Key points on setting goals for product improvements to 
reduce salt 

 

 

 

  

Method for setting salt reduction goals 

1. Balance public health goals with business viability. 

2. Design goals by comprehensively considering policy objectives, actual 

conditions of businesses, technological possibilities, and behavioral 

characteristics of consumers. 

3. Emphasize complementary efforts to increase effectiveness, such as ensuring 

transparency, developing a monitoring system, and publishing progress reports. 

Setting a target product 

1. The process starts with products that can be improved, considering factors 

such as technological feasibility as well as human and economic resources. 

2. Products that have a significant impact on the nation’s salt intake should be a 

target. 

3. The category, percentage, and sales volume of the target product(s) should be 

specified. 

4. The decision is made as to whether a target product is appealing or not. 

Setting sodium content 

1. The process starts with the feasible scope. 

2. The systems and standards of various countries should be referenced. 

3. The calculation and evaluation methods should be understood. 

100



 

8 

 

 

 

  

Use of the sales-weighted average sodium content 

1. Sales-weighted average sodium content of the company’s product(s) should be 

calculated. 

2. The amount and percentage of such reductions are examined to determine the 

policy for all target products. 

Use of the nutrient profiling model 

1. The processed food or dish category in which the business’ product falls should 

be identified. 

2. The points in the relevant category (the higher the sodium content, the higher 

the points) should be checked to determine the position of the business’ 

product based on the distribution of sodium points. 

3. The extent of sodium reduction should be examined to achieve a healthier 

product. 

Setting the implementation period and goal achievement year 

1. These settings should be flexible according to the scale of a target product and 

the degree of the targeted reduction. 

2. A reasonable time period for gradual salt reduction should be set. 

3. An interim evaluation year should be set at which time goals are revised as 

needed. 
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Chapter 1: Why are product improvements important to reduce 
salt now? 

Although the salt (sodium chloride) intake of the Japanese 

population is gradually decreasing,3, 4) it remains high 

compared with global standards.5) The average salt intake of 

Japanese people (aged 20 years and older) as of 2023 is 9.8 

g/day,6) which corresponds to approximately double the 

amount of the 5 g/day recommended by the World Health 

Organization (WHO).7) 

Studies on sources of salt intake indicate that seasonings, 

especially soy sauce and miso, contribute significantly to it. In a study of 190 Japanese 

men and women aged 20– 69 years, seasonings accounted for the highest percentage 

of total salt intake: 62% for men and 63% for women, followed by seafood at 7% for both 

sexes.8) In another study of 1,145 Japanese people aged 40–59, soy sauce (20% 

contribution), soups (16%, of which miso soup accounted for 9.7%), fish and processed 

seafood (15%), and pickles (9.8%) were listed as the main sources of salt intake.9) 

Excessive salt intake leads to high blood pressure, which is a major risk factor for 

cardiovascular disease, including heart disease and stroke. In this context, the Ministry 

of Health, Labor and Welfare’s “Health Japan 21 (third term)” has set the goal of reducing 

average salt intake to 7 g/day by 2032.10) 

Raising consumer awareness and nutrition education efforts alone is not sufficient to 

achieve this goal. Business operators have to determine consumers’ food environment 

through providing their products. Therefore, reducing sodium in their products is an 

effective way to help them with salt reduction. 

This chapter discusses how the nation’s overall salt intake could change through 

business operators making voluntary efforts to reduce salt in their products as well as 

how these efforts could bring incentives to them. 

1．The impact of product improvements on consumers’ salt intake and 

health 

Several studies have reported on the impact of voluntary product improvements by the 

food industry on salt intake and health. For example, Dötsch-Klerk et al. (2022) estimated 

how national nutrient intakes in five countries (the United Kingdom, France, the United 

States, Brazil, and China) would change if product improvements were made based on 
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the nutrient standards set by Unilever.11) The results showed that improving foods and 

beverages could reduce average intakes of energy, sodium, saturated fatty acids, and 

carbohydrates by up to 30%. These standards are based on the WHO recommendations 

and are designed to limit salt to less than 5 g/day. 

Trieu et al. (2021) also modeled the health impact of salt reduction through product 

improvements and other measures in Australia,12) showing that full achievement of 

domestically set goals for sodium reformulation in products could prevent approximately 

1,920 cases of cardiovascular disease, chronic kidney disease, and stomach cancer per 

year, approximately 510 deaths per year, and approximately 7,240 years of lost healthy 

life expectancy. 

These results suggest that salt reduction in processed foods is an important initiative 

that will have a significant public health impact on society as a whole. In Japan, the 

Ministry of Health, Labour and Welfare launched the Strategic Initiative for a Healthy and 

Sustainable Food Environment in March 2022 to address issues, including excessive 

salt intake.13) This initiative aims to study and implement effective measures to address 

issues such as excessive salt intake through collaboration between industry, academia 

and government. 

As mentioned above, it is essential for the industry to make product improvements as 

it will have a significant impact on society. If each business operator takes responsibility 

for this objective, it is expected to make a continuous and significant contribution to 

lowering the nation’s overall salt intake, which would result in improving health of the 

people. 

2．Incentives for business operators to engage in salt reduction efforts 

(1) Global interest in assessing nutrition improvement, including salt reduction 

efforts 

In recent years, ESG perspectives, meaning environment, social, and governance, 

have become increasingly important for the evaluation of businesses. Food and 

beverage manufacturers, especially, are focusing their attention on the health and 

nutrition field, which is positioned in the “Social” category, and voluntary salt reduction 

efforts are being evaluated as part of these efforts. 

The Access to Nutrition Foundation, a Dutch nongovernmental organization, launched 

the “Access to Nutrition initiative (ATNi)” and developed the “Global Access to Nutrition 

Index,” which evaluates the efforts of food and beverage manufacturers to prevent the 
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double burden of overnutrition and undernutrition as well as related diseases, the results 

of which have been published.14) Investors around the world are utilizing this global index-

based business assessment to evaluate risk and opportunity of their investment when 

making decisions. 

According to the 2024 ATNi Global Index Report,14) 19 of the 26 companies with 

product lines relevant to salt reduction had set the goals for it, and 6 of the 19 had set 

them as part of an overall goal to achieve their standards for multiple nutrients. However, 

though 14 companies had announced their goals, only a limited number of companies 

published their progress toward the goals in externally verifiable ways, such as annual 

reports. 

Considering the circumstances, it is expected that releasing clear goals and status of 

achievement in annual reports or other documents, accessible to the public, will improve 

ESG assessment in the health and nutrition sector. This can also create a virtuous cycle 

of improving investment, sales of salt-reduced products, innovation in product 

improvements, and consumer confidence (Figure 2). This cycle starts with presenting 

clear and understandable goals. 

 

104



 

12 

 

 

 

Figure 2. A virtuous cycle of business incentives through salt reduction efforts 

 (Image is for illustrative purposes only) 

 

(2) Company-wide efforts to reduce salt in their products 

One international food-related business and one trade association that responded to 

our independent survey indicated that they focus on salt reduction efforts as part of their 

sustainability and investment risk/opportunity assessment from an ESG perspective 

(Table 1).1) For a company to work on salt reduction of their products as a whole, it is 

important to establish a common understanding among the members about the 

incentives for the company, with the impact on the national salt intake also in mind. 
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Table 1. Feedback from business operators regarding Incentives for  

salt reduction efforts 

 

Responses 

 We can contribute to healthy dietary habits of the customers through salt 

reduction activities, and these efforts will improve our public esteem on 

sustainability. 

 As investors place more importance on salt reduction efforts of businesses, we 

are aiming to gain a positive evaluation by publishing our strategy and ESG 

reports with our salt reduction efforts. 

 By focusing on salt reduction, we expect increased investment based on ATNi 

assessment. 
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Chapter 2: Key points for setting goals toward reducing salt of 
products 

The SMART framework (specific, measurable, achievable, 

relevant, and time-bound) is useful when setting goals for 

reducing salt of products.15) First, let’s understand the goals for 

salt intake reduction in Japan and around the world (Table 2). 

As of 2023, the salt intake of Japanese people (aged ≥20 

years old) is 9.8 g/day.6) The Dietary Reference Intakes for 

Japanese (2025 edition) set the target salt intake to <7.5 g/day 

for men and <6.5 g/day for women,16) whereas the Health Japan 21 (third term) aims for 

an average dietary salt intake of 7 g/day for adults by 2032.17) The Japanese Society of 

Hypertension recommends that hypertensive patients should aim to reduce salt to <6 

g/day.18) While the average salt intake for adults worldwide is 10.8 g/day,5) the WHO 

recommends less than 5 g/day.7) 

Using these salt intake targets as a reference, here are some key points to consider 

when setting salt reduction goals while considering your company’s situation. 

 

Table 2. Salt intake targets in Japan and overseas 

Institution Guideline Salt intake targets 

Ministry of 

Health, Labour 

and Welfare 

Dietary Reference Intakes for Japanese 

(2025 Edition)16) 

Men:< 7.5 g/day 

Women:< 6.5 g/day 

The Japanese 

Society of 

Hypertension 

Guidelines for the Management and 

Treatment of Hypertension 202518) 

<6g/day (For 

hypertensive 

patients) 

WHO Guideline7) <5g/day 
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1. Method of setting salt reduction targets 

In setting goals for product improvements to reduce salt, a combination of various 

methods is used to achieve public health goals and feasibility for businesses. The 

following is a summary of typical goal-setting methods along the major classification 

axes.1, 19) 

 

Scope of targeted products 

Scope of targeted 

products 

Details 

Product Goals are set for each individual product. The standards are 

clear and easy to manage but will likely restrict the company’s 

ability to improve on products and adjust taste. 

Product category Goals are set for each category such as bread, instant 

noodles, sausages, etc. The technical and taste characteristics 

within the category can be reflected. 

Entire product 

portfolio 

Goals are set for the entire range of products sold by the 

company. Allows companies to respond flexibly and promotes 

overall improvement. 

 

Targeted nutrients 

Targeted nutrients Details 

Salt only Only salt is targeted. A single indicator would be easy to 

manage and the technical hurdles are relatively low. 

Multiple nutrients In addition to salt, sugars, saturated fatty acids and energy 

content are also targeted. While effective in creating a healthy 

food environment, it would increase the complexity of 

achievement and evaluation. 
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Types of goals19) 

Types of 

goals 

Details Advantages Disadvantages 

Upper limit Upper limit of 

maximum 

sodium content 

is set for each 

product or 

product 

category. 

 Easy to 

understand. 

 Easy to develop, 

implement, and 

monitor. 

 Priority can be 

given to products 

with the highest 

sodium content. 

 Incentives for further 

reductions may be less 

likely to work for products 

that are already below 

target. 

Simple 

average 

The simple 

average of the 

sodium content 

of the target 

product line is 

set to be less 

than a defined 

target. 

 Easy to implement 

and monitor. 

 Lack of focus on products 

with high sodium content. 

 Salt reduction in products 

with low sales may result 

in overall progress being 

overestimated. 

Sales-

weighted 

average 

The weighted 

average sodium 

content 

reflecting the 

sales ratio of 

each product is 

set to be less 

than or equal to 

the target. 

 Improvement of 

best-selling 

products can be 

promoted more. 

 Collecting sales data is 

costly. 

 Products consumed by 

large numbers of socially 

vulnerable populations 

may not be given 

sufficient consideration. 

Relative 

reduction 

The goal is to 

reduce the 

 Easy to 

understand. 

 Difficult to monitor and 

evaluate on a category-
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Types of 

goals 

Details Advantages Disadvantages 

rate sodium content 

by a certain 

percentage 

relative to the 

sodium content 

in the base 

year. 

 

 Goals can be set 

flexibly according 

to each company’s 

current situation. 

by-category basis. 

 If progress is made in 

reducing salt in certain 

categories but not in 

others, it may be difficult 

to evaluate the overall 

results. 

 

Reference criteria 

Reference 

criteria 

Details Example 

Nutrient profiling 

model 

Sodium content target is set 

based on the overall health score 

of the food. 

WHO Regional Office for 

Europe Model20) 

Sodium-specific 

criteria 

Sodium-specific standards are 

established for each product 

group. 

WHO’s Global Sodium Ben

chmarks21) 

 

As mentioned above, salt reduction goal setting should be designed with 

comprehensive consideration of policy goals, actual business conditions, technological 

feasibility, and consumer behavioral characteristics. When setting and implementing 

goals, it is also important to take complementary and effective measures such as 

ensuring transparency of the content, developing a monitoring system, and publishing 

the state of progress. The resource section includes examples of salt reduction goals by 

five overseas and three domestic companies. 
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Key points of methods of setting salt reduction goals 

1. Balance public health goals with business viability. 

2. Design goals by comprehensively considering policy objectives, actual 

conditions of businesses, technological possibilities, and behavioral 

characteristics of consumers. 

3. Emphasize complementary efforts to increase effectiveness, such as ensuring 

transparency, developing a monitoring system, and publishing progress reports. 
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2. Targeted products 

For targeted products, higher feasibility can be expected when various factors such as 

technical feasibility, human, and economic resources, are taken into consideration, and 

when they are with potential to undergo product improvement. Therefore, it is effective 

to target product categories that have a significant impact on the nation’s salt intake, e.g., 

products with high sales among the company’s products.22) Additionally, providing 

specifics such as the category of the target product, its percentage of the total, and sales 

volume (sales), will enable clearer targets to be set. It is important that the goals are easy 

to understand for outside parties. 

There are two types of product improvements: those that appeal to consumers for 

reduced-salt content (appealing type) and those that do not appeal to consumers 

(nonappealing type).15) Based on marketing strategy and feasibility, a systematic 

approach to both types of products is recommended. These policies should be 

determined prior to the start of product improvements. 

 

 

  

Key points on setting target products 

1. The process starts with products that can be improved, considering factors 

such as technological feasibility as well as human and economic resources. 

2. Products that have a significant impact on the nation’s salt intake should be a 

target. 

3. The category, percentage, and sales volume of the target product(s) should be 

specified. 

4. The decision is made as to whether a target product is appealing or not. 
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3. Setting the sodium content of a product 

Setting the sodium content of a product is an important step in determining the 

direction of product improvements toward salt reduction. Based on policy and technical 

feasibility, business operators should set feasible and effective goals. 

For salt reduction efforts, it is important to start with something feasible. Striving to 

achieve even a slight reduction in salt intake will provide an opportunity for improvement 

and lead to steady progress. 

Additionally, referring to the systems and standards of other countries will help setting 

more realistic and transparent goals. For example, under Japan’s Food Labeling 

Standard (Nutritional Labeling), a food must contain at least 120 mg of sodium per 100 

g of food and at least 25% less sodium (20% less for soy sauce and 15% less for miso) 

to be labeled as “low-salt.”23) Furthermore, in the low-salt food list compiled by the 

Japanese Society of Hypertension, the salt reduction rate for all products with reduced 

salt is between 25% and 35%.24) As an overseas example, Canadian guidance called for 

a target reduction of approximately 25–30% by 2016 based on the 2009–2010 sales-

weighted average sodium content.25) 

While there is a wide variety of evidence-based sodium content settings, it is important 

to understand the specific calculation and evaluation methods. Therefore, we will 

introduce details on how to calculate sales-weighted average sodium content and use 

the nutrient profiling model. 

 

 

  

Key points on setting sodium content in products 

1. The process starts with the feasible scope. 

2. The systems and standards of various countries should be referenced. 

3. The calculation and evaluation methods should be understood. 
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(1) How to calculate sales-weighted average salt content 

Sales-weighted average sodium content is to calculate the mean sodium content with 

the sales volume (sales) of each product taking into consideration. It is recommended to 

used it in the Canadian Guide.2, 25) Because it can largely reflect the impact of products 

with large sales volumes, an evaluation that is in line with the actual consumption 

situation can be performed. 

Calculating sales-weighted average sodium content for each product category of a 

company will help to determine the overall direction of how much sodium can be reduced. 

The calculation requires data on the number of target products sold, product weight, and 

sodium volume (Figure 3), and can be used to set goals and evaluate achievement 

based on actual values. This guide shows some examples on how to calculate it for miso, 

soy sauce, pickles, and processed seafood products (Figure 4). 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 3. Procedure for calculating sales-weighted average sodium content 
a If expressed as salt equivalent, convert to sodium content. 

Sodium content (mg) = salt equivalent (g) × 1000 / 2.54 
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Figure 4. Example of calculating sales-weighted average sodium content 

 

 

 

 

 

Key points for sales-weighted average sodium content 

1. Sales-weighted average sodium content of the company’s product(s) should be 

calculated. 

2. The amount and percentage of such reductions are examined to determine the 

policy for all target products. 

The Canadian government provides a tool for calculating sales-weighted average 

sodium content.26) 

Tips 
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(2) Nutrient profiling model 

A nutrient profiling model is a scientific method to comprehensively evaluate the 

nutritional composition of foods and beverages for the purpose of disease prevention 

and health promotion.27) To promote the development, distribution, and use of healthy 

foods, nutrient profiling models are used in various countries overseas to rank foods 

according to their nutritional value. In Japan, the first edition of the Japanese Nutrient 

Profiling Model was developed in 2024, and a processed food version28) and a culinary 

dish version29) applicable to commercially available processed foods and dishes were 

proposed. 

In these models, energy, saturated fatty acids, sugars, and sodium are considered 

nutrients whose intake should be limited (limited nutrients), while fruits, vegetables, 

seeds, legumes, mushrooms, algae, protein, and fiber are evaluated as recommended 

food groups or nutrients (recommended nutrients). Points will be awarded based on the 

amount of these food groups and nutrients in processed foods and dishes, and the higher 

the sodium content is, the higher the points will be (Table 3). The food with the lower total 

points is rated as “healthier.” 

 

Table 3. Points for sodium content in the processed food version a 

Point 
Sodium 

(mg b ) 
Point 

Sodium 

(mg b ) 
Point 

Sodium 

(mg b ) 

0 ≤103 11 >1,133 21 >2,163 

1 >103 12 >1,236 22 >2,266 

2 >206 13 >1,339 23 >2,369 

3 >309 14 >1,442 24 >2,472 

4 >412 15 >1,545 25 >2,575 

5 >515 16 >1,648 26 >2,678 

6 >618 17 >1,751 27 >2,781 

7 >721 18 >1,854 28 >2,884 

8 >824 19 >1,957 29 >2,987 

9 >927 20 >2,060 30 >3,090 

10 >1,030     

a Modified from Table 3 of Takebayashi et al. (2024).28) 

b For processed foods: mg/100g or 100ml, For dishes: mg per meal. 
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As of now, the Japanese model does not cover the full diversity of typical Japanese 

processed foods and dishes, and future revisions will be expected. By improving 

products to reduce the points of company’s products, sodium points can also be lowered, 

so this measure can be applied to reduce salt. The following pages provide an overview 

of the processed food and dish versions as well as specific examples on setting sodium 

content. 

 

  

Key points for using the nutrient profiling model 

1. Identify the processed food or dish category in which your product falls. 

2. The points in the relevant category (the higher the sodium content, the higher 

the points) should be checked to determine the position of the business’ 

product based on the distribution of sodium points. 

3. Consider degree of salt reduction to achieve a healthier product. 
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NPM-PFJ (1.0) Nutrient Profiling Model for Processed Foods in Japan28) 

The NPM-PFJ (1.0) evaluates processed foods by dividing 

them into independent food groups based on their 

characteristics, and it is expected to contribute to developing 

more highly evaluated processed foods, depending on the 

ingenuity of food manufacturers. This model was developed 

based on 668 processed foods listed in the Standard Tables of 

Food Composition in Japan, excluding seasonings and spices, 

oils and fats, alcoholic beverages, and infant foods. The model can be applied to 

processed foods that fall into the food categories shown in Table 4. 

 

Table 4. Food categories in the Nutrient Profiling Model for Processed Foods in Japan 

version 1.0 (NPM-PFJ (1.0)) a 

Category 

number 

NPM-PFJ (1.0) food categories 

1 Tea, noodles (fresh and boiled), processed rice products, 

processed wheat products, processed egg products, dairy 

products, yogurt, other beverages 

2 Processed soybean products (solid), processed seed products 

3 Processed meat products, cheese, powdered milk, ice cream, 

cream, Western confectionery 

4 Noodles (dried noodles), processed vegetable products (pickles), 

seafood (dried, salted and pickled) 

5 Processed potatoes, processed vegetables and fruits (canned, 

frozen, 100% juice), processed mushrooms, processed algae 

6 Processed fruits (dried fruits, jams), Japanese sweets, candies 

a Modified from Table 5 of Takebayashi et al. (2024).28) 
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Table 5. Distribution of sodium points by food category a 

 Category 

 1 2 3 4 5 6 

Maximum value 30 30 21 30 30 6 

75th percentile 4 2 6.75 20 0 0 

Median 1 0 2 13 0 0 

25th percentile 0 0 0 7 0 0 

Minimum value 0 0 0 0 0 0 

a Modified from Figure 3 of Takebayashi et al. (2024).28) Note that Figure 3 shows the figures 

excluding outliers. Therefore, some values for categories with outliers are different from those 

shown in the table. 

  

Example of sodium content setting using the Nutrient Profiling Model for 
Processed Foods in Japan version 1.0 

① The company’s target product is pickled Chinese cabbage (sodium content 

700 mg/100 g). According to Table 3, this corresponds to 6 points (sodium 

>618 and ≤721 mg/100g). 

② According to Table 4, the target product falls into Category 4. According to 

Table 5 the median (25th, 75th percentile) of points for Category 4 was 13 

(7, 20). The points for the company’s products are lower than the 25th 

percentile value for Category 4. 

③ Although the sodium content was on the low side of Category 4, it will be 

brought closer to the 5-point maximum of 618 mg/100 g to aim for a healthier 

product. 
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Nutrient Profiling Model for Dishes in Japan (NPM-DJ (1.0))29) 

NPM-DJ (1.0) classifies dishes into staple food, side dish, main 

dish, mixed dish (consisting of a side dish and main dish), and 

mixed dish with staple food. The main feature of the dish 

version is that it allows comprehensive evaluation of a “dish” 

that combines foods, including seasonings (miso, soy sauce, 

etc.) and cooking oils, etc., which are not consumed 

separately. This enables seasonings, cooking oils, etc., which 

are generally rated low in existing nutrient profiling models, to be incorporated into 

comprehensive evaluations by combining them with other foods. 

 

  

Example of sodium content setting utilizing the 

Nutrient Profiling Model for Dishes in Japan Version 1.0 

① The company’s targeted product is Tempura Nabe Udon (With all the 

soup: 1,350 mg sodium/serving). According to Table 3, this corresponds to 

13 points (>1,339 and ≤1,442 mg/serving). 

② According to Table 6, the target product falls into the staple food category. 

According to Table 7, the median (25th, 75th percentile) for staple foods 

was 3.0 (1.0, 9.5). The points of the company’s product are higher than the 

maximum value for staple foods. 

③ Its sodium content is higher among the staple foods. However, the product 

must still taste good. To achieve a healthier product that still tastes good, 

the first goal is to get closer to the 12-point sodium range (>1,236 and 

≤1,339 mg/serving). 

120



 

28 

 

Table 6. Categories in the Nutrient Profiling Model for Dishes in Japan (NPM-DJ (1.0))a 

Dish category Characteristics 

Staple food At least 2/3 of the main ingredient weight contains the 

following food(s): Rice, bread (excluding sweet bread), 

noodles, and other grains 

Side dish At least 2/3 of the main ingredient weight contains the 

following food(s): Vegetables, potatoes, legumes other 

than soybeans, mushrooms, seaweeds, and seeds 

Main dish At least 2/3 of the main ingredient weight contains the 

following food(s): Meat, fish, eggs, soybeans and soy 

products 

Mixed dishes (dishes 

consisting of a side dish 

and main dish) 

 No food product that constitutes >2/3 of the weight of 

the main ingredient 

 Less than 0.5 servings b of staple food 

Mixed dish with staple 

food 

 No food product that constitutes >2/3 of the weight of 

the main ingredient 

a Modified from Table 1 in Tousen et al. (2024).29) It is classified based on the dishes in the food pyramid. 

b One serving consists of approximately 40 g of carbohydrates derived from the main ingredients. 
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Table 7. Distribution of sodium points by dish category a 

 Staple 

food 

Side dish 

(e.g., 

vegetables, 

beans, 

pickles) 

Main 

dish 

Mixed 

dish 

Mixed dish with 

staple food 

Maximum value 27.0 9.0 5.0 14.0 30.0 

75th percentile 9.5 4.0 3.0 8.5 9.8 

Median 3.0 2.0 2.0 6.0 8.5 

25th percentile 1.0 1.0 2.0 5.0 7.0 

Minimum value 0.0 0.0 1.0 2.0 4.0 

a Modified from Figure 3 in Tousen et al. (2024).29) Note that Figure 3 in the paper shows the figures excluding outliers. 

Therefore, some of the values for categories with outliers differ from those shown in the table. 

 

(3) WHO sodium content targets by food category 

WHO has published sodium content targets (global 

benchmarks) set by food category for 2021.21) It was 

established as an international reference standard based on 

the collection and analysis of salt reduction goals from 41 

countries and one WHO subregion. 

In setting the targets, a food classification system was 

established in reference to work related to the development of the WHO Regional 

Nutrient Profiling Model. Typical food categories were extracted based on trends in goals 

of each country, ultimately comprising 18 major categories and 97 subcategories. 

As part of its prevention measure for noncommunicable disease control, the WHO 

aims to reduce relative salt intake worldwide by 30% by 2025,30) and ultimately to reduce 

daily intake to < 5g per person.7) To achieve these goals, there has been an international 

call to reduce sodium content in food products, and the global benchmark is being used 

as an indicator of such efforts. 

These standards not only help countries to develop policies and strategies but also 

serve as a reference for businesses when improving and reviewing their products. 

Furthermore, it is positioned as a common starting point for international collaboration 

with the private sector.  
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(4) Calculating relative salt reduction 

Calculating the relative salt reduction for each product is an effective means to show 

how much salt reduction can be expected or has been achieved through product 

improvements. The extent to which each product contributes to salt reduction can be 

visualized by clearly indicating the relative salt reduction. 

After determining the percentage of salt reduction relative to the baseline, estimate 

how much salt reduction will be achieved through the sale of the improved product. This 

calculation requires the salt equivalent at baseline, the salt reduction rate, and the 

number of improved products sold. 

Relative salt reduction is calculated using the following equation: 

 

As an actual example, relative salt reduction has been estimated for a group of 

products on the “low-salt food list” approved by the Japanese Society of Hypertension 

(Figure 5).31) The list, which was created in 2013, includes 42 companies and 296 

products by 2024, with a cumulative relative salt reduction of 10,834 tons from 2013 to 

2024. 

 

Figure 5. Relative salt reduction of products on the low-salt food list (modified from the 

figure31) presented by the Japanese Society of Hypertension) 

Relative salt reduction = Baseline (control product) salt equivalent (g/product 

weight) × Salt reduction rate of improved product (%) / 100 × Sales volume (units) 
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(5) Impact assessment with simulation 

Even when a business reduces the sodium content of a product, it is a problem that 

takes a lot of time and money to determine how much of an impact that salt reduction 

has on the nation’s overall salt intake. To address these issues, Unilever utilized a 

simulation model to estimate how salt intake would change by reducing salt in products. 

This analysis method will help other companies to investigate the social impact of product 

improvements. 

For example, Dötsch-Klerk et al. (2015)32) set a short-term goal of 6 g and a long-term 

goal of 5 g (WHO recommendation) for daily salt intake per person. Based on this goal, 

sodium content targets were set for each product category. The standards are based on 

Unilever’s internal standards and on standards used by governments in the United 

Kingdom and other countries as well as on standards used in international nutrient 

profiling models. 

Furthermore, to ascertain the international applicability of these targets, examples of 

daily meal menus for six countries (the Netherlands, Spain, Greece, the USA, South 

Africa, and China) were created and tested by applying them to the dietary habits of each 

country. Consequently, the estimated amount of sodium needed to achieve the goal was 

estimated for each food and dish (Table 8). 

Furthermore, with the survey data from the USA, UK, and the Netherlands, a 

simulation was performed on “how much the nation’s overall salt intake would decrease 

if multiple businesses reduced the salt content of their products in accordance with this 

standard.” As a result, it was estimated that an average reduction of approximately 25% 

is possible when aiming for 6g per day, and approximately 30% when aiming for 5 g per 

day. In particular, the 5 g target was expected to reduce salt by 1.8–2.2g per person per 

day. 

It is expected that Japanese businesses will also utilize this type of analysis method. 

For example, by combining it with the average salt intake in Japan and official goals such 

as Health Japan 21 (third term)17) and the Dietary Reference Intakes for Japanese (2025 

edition)16), it is possible to quantitatively demonstrate how much the salt reduction in a 

company’s products will benefit society. 
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Table 8. Sodium standards by food or dish32) 

Product Category Sodium content target to 

achieve 2400 mg/day of 

sodium (6 g salt) 

Sodium content target to 

achieve 2000 mg/day of 

sodium (5 g salt) 

General Criteria 1.6 mg/kcal  

100 mg/100 g 

1.3mg/kcal 

100mg/100g 

Bread and cereal 375mg/100g 375mg/100g 

Sandwiches/Rolls 1.6mg/kcal 1.4mg/kcal 

(Non-)processed meat, 

meat products, meat 

substitutes 

675mg/100g 675mg/100g 

(Non-)processed fish and 

fish products 

340mg/100g 340mg/100g 

Cheese (products) 900mg/100g 675mg/100g 

Main dish 1.6mg/kcal 1.6mg/kcal 

Side dish (e.g., 

vegetables, beans, 

pickles) 

250mg/100g 250mg/100g 

Sauce 540mg/100g 340mg/100g 

Emulsion-type dressings 

(e.g., mayonnaise) 

1,080mg/100g 750mg/100g 

Water-based dressings 

(e.g., ketchup) 

1,080mg/100g 750mg/100g 

Seasonings (herbs, 

spices, marinades, etc.) 

360mg/100g 265mg/100g 

Soup and broth 360mg/100g 265mg/100g 
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Product Category Sodium content target to 

achieve 2400 mg/day of 

sodium (6 g salt) 

Sodium content target to 

achieve 2000 mg/day of 

sodium (5 g salt) 

Snacks (including sweet, 

salty and ice cream) 

1.6mg/kcal or 

100mg/100g 

300mg/100g 

Spreads and cooking 

products (margarine, 

butter, oil, and fat products 

for frying and deep frying) 

1.6mg/kcal or 

720mg/100g 

1.3mg/kcal or 

470mg/100g 
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4. Implementation period and goal achievement year 

To promote salt reduction efforts steadily, it is important to 

clarify “how much to reduce (goal)” and “by when the goal 

should be achieved (goal period).” Setting an implementation 

period and goal achievement year is essential for charting a 

realistic and sustainable path to salt reduction, and it is also 

effective from the perspective of progress management and 

internal and external accountability. 

In this section, we will describe the basic concepts in designing the implementation 

period and the goal achievement year. We will also introduce some examples of policies 

in Japan and overseas, and explain key points for setting realistic time frames according 

to your company’s actual situation. 

The timeline will be determined based on the scale of the target product and the degree 

of salt reduction. For example, the Health Japan 21 (third term) aims to achieve 7 g/day 

for the average salt intake of the population over the 9 years from 2024 to 2032.17) 

Additionally, the United Nations Sustainable Development Goals (SDGs) set long-term 

goals for the 15-year period from 2015 to 2030.33) Overseas guidance on salt reduction 

provides a period of time during which phased efforts can be made. Examples include 

2.5 years in the USA,22) 4 years in the UK (2020–2024),34) and 5 years in Canada (2020–

2025).25) 

It is important to design a phased approach that is appropriate to your company’s 

situation, while referring to the timeframe set by these governments and international 

organizations. Setting an interim evaluation year to check progress and revising goals 

as necessary will allow salt reduction to proceed in a more realistic and effective manner. 

 

Key points on setting the implementation period and goal achievement year 

1. Set goals flexibly according to the scale of the target product and the degree of 

reduction aimed for. 

2. Establish a reasonable period of time for gradual salt reduction. 

3. Establish an interim evaluation year and revise goals as necessary. 
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When improving products for salt reduction, a certain salt concentration may 

be required to ensure food safety (e.g., antimicrobial effect) and functionality 

in manufacturing. Various technical innovations have been used to help salt 

reduction while meeting these requirements. 

One typical approach is the use of “salt substitutes,” which replace some of 

the sodium chloride (regular salt) with potassium chloride or other similar. This 

is being introduced in various countries around the world. In Ireland, for 

example, the government has provided guidelines on the optimal use of 

potassium-based salt substitutes to promote their use in light of the difficulty 

of reducing salt in some processed foods.35) However, potassium chloride has 

a distinctive bitter taste that needs to be adjusted. The taste is improved with 

the combined use of carrageenan and adjusting the combination ratio.36) 

Companies are also developing their own unique technologies. For 

example, Arla Foods Inc. has developed a substitute for emulsifying salt used 

in the manufacture of processed cheese that reduces salt and preserves 

quality.37) In Japan, Ajinomoto Corporation’s “Yasashio®” is an example of a 

product that utilizes potassium chloride.38) 

Note that products with high potassium content should be used with caution. 

Potassium elimination is particularly difficult in individuals with impaired renal 

function, and there is a risk of hyperkalemia. For this reason, it is important to 

label the amount of potassium contained in the product and warn the 

consumers concerned. 

 

 

Column: Tips for reducing salt 
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Additionally, attention is also being paid to the use of flavorings to reduce salt content. 

Unilever is working to enhance flavor and reduce the amount of salt used by blending 

vegetables, herbs, and spices.39) Furthermore, the International Food & Beverage 

Alliance (IFBA), an international trade association, has shown that in addition to utilizing 

potassium chloride, flavoring with aromas, herbs, and spices is an effective means to 

reduce salt.40) 

Thus, it is expected that the introduction of new technologies and the use of traditional 

ingredients will enable new ways to reduce salt without sacrificing flavor. These efforts 

are expected to become increasingly important in future product improvements. 
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Chapter 3: System and collaboration to support product 
improvement for salt reduction 

It is essential for business operators to have an internal organizational system in place 

to work on product improvements for salt reduction. Even if a system for product 

improvements is already in place, it is important to periodically review and update the 

system. Collaboration with outside agencies is also key. Sharing goal setting with outside 

agencies allows for more realistic and feasible goal setting. 

When improving products, balancing salt reduction with maintaining flavor is a big 

challenge; however, exchanging information with external organizations may help gain 

knowledge to resolve this issue. Below are examples of internal systems based on our 

independent research and external organizations with which we expect to collaborate. 

1. Internal organizational system 

In our independent research, we found cases where the product planning and 

development departments were responsible for setting internal goals and formulating 

strategies for salt reduction. Additionally, we identified 

examples of external organizations, such as business 

associations, taking on the role of coordinating individual 

businesses’ salt reduction commitments and annual reports. 

Figure 6 presents an example of an internal system for 

salt reduction. The product planning and development 

department takes the lead in setting salt reduction goals and 

creating a draft business strategy. Management approves 

the product improvements, which are then implemented as part of the business.  

In cases where an internal system for product improvements is not yet in place, or 

when aiming to strengthen the system, it is effective to receive support for building an 

organizational structure while sharing the goal of salt reduction with other businesses 

through participation in a trade association. Figure 7 presents an example of an 

organizational system that utilizes such business associations. The trade associations 

compile annual reports and other documents that report on the progress of each 

business in implementing salt reduction, and disclose their goals and results to the public. 

As an international example, IFBA has also stated its commitment to salt reduction as a 

trade association and publishes the results of each business.40) 

While each business has its own organizational system, it is important to work on salt 

130



 

38 

 

reduction in products in a way that is consistent with one’s own company’s existing 

system. Furthermore, to make the system more effective, it is necessary to continuously 

review and improve the system. 

 

 

 

Figure 7. An example of an organizational structure for salt reduction using business 
associations 

  

Figure 6. An example of an internal organizational system for promoting salt reduction 
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2. Collaboration with external organizations 

To promote efficient and effective salt reduction efforts, it is essential to collaborate 

with external organizations such as government agencies and specialized associations. 

Collaboration with the government is especially important in understanding the 

government’s policy on salt reduction and the state of salt intake in the community. In 

addition, by collaborating with organizations that are actively engaged in salt reduction, 

it is possible to obtain advice on the latest findings and specific methods, which will help 

promote business. 

This guide introduces (1) a government-led initiative that promotes collaboration 

between government and businesses, and (2) the activities of two external organizations 

that can collaborate in the development and certification of low-salt products. 

 

(1) Strategic initiative for a Healthy and Sustainable Food environment 

The “Strategic Initiative for a Healthy and Sustainable Food Environment’ was 

launched in March 2022,13) based on the Japanese government’s commitment at the 

Tokyo Nutrition Summit 2021 and the report of the ‘Study Group for the Promotion of a 

Naturally Healthy and Sustainable Food Environment,” published in June of the same 

year.15) This initiative aims to create a food environment where everyone can become 

healthy naturally through collaboration between industry, academia and government as 

well as individual businesses and organizations. With the aim of having 42 businesses 

participating by 2024,41) it has become an important platform for improving the food 

environment in Japan. 

The initiative has positioned “excessive salt intake” as a priority nutritional issue, and 

is engaging in efforts reduce salt intake through collaboration between industry, 

academia, and government. Specifically, the following activities are underway. 

1) Development of an action plan for the initiative based on the commitments of 

the Tokyo Nutrition Summit 2021 

Industry, academia and government collaboration to develop specific action plans are 

pushing forward efforts to improve the food environment. 

2) Nutrient profiling model development 

A science-based nutrient profiling model is being developed to comprehensively 

evaluate the nutritional value of our products and help provide information to consumers. 

3) Verification of effectiveness of salt reduction measures 
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Multicenter verification is conducted to validate the effectiveness of salt reduction 

measures, including effective consumer appeal methods and sales methods. 

4) Providing a platform to share information and exchange opinions 

To promote salt reduction efforts, opportunities are provided for the exchange of 

information between industry, academia, government, and other stakeholders, including 

financial institutions, to share the latest knowledge and case studies. 

 

The initiative invites experts on SDGs and ESG issues and supports opportunities for 

participating businesses to examine the social impact of food production and sales. 

Further opportunities will be provided for participating businesses to collaborate with 

relevant ministries with the aim of expressing SMART action goals in line with relevant 

policies. These efforts were introduced in the WHO report on noncommunicable disease 

control as good practices that should be presented in detail to the world.42) 

 

 Tokyo Nutrition Summit 2021 Commitments of the Government of Japan (excerpt)43) 

  

 

In particular, the following efforts will further promote Japan’s nutrition policy as an 

important part of Universal Health Coverage (UHC), which is the foundation of a 

sustainable society over the life course and leaves no one behind. 

 

 A major nutrition policy package will be developed that includes promotion of a 

healthy and sustainable food environment through collaboration among industry, 

academia and government by addressing issues such as excessive salt intake, 

emaciation among young women, and nutrition disparities associated with 

economic disparities. 

 The progress and results of these efforts will be announced annually starting in 

2023. 
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(2) Efforts and activities of the committee on salt reduction and nutrition of the 

Japanese Society of hypertension 

The Japanese Society of Hypertension conducts a wide variety of activities to promote 

salt reduction among the public. The Salt Reduction and Nutrition Committee, 

established in 2005, was reorganized and renamed in 2020 and works under four 

policies.44) 

1) Political and social approaches 

Lobbying government, municipalities, and industry to reduce salt intake. 

2) Population approach 

Working at the collective level with hypertensive patients, citizens and the public. 

3) Individual approach 

Working with hypertensive patients, their families and health care providers. 

4) Publication activities 

Supporting the above three activities through websites and booklets. 

 

In 2019, the Japanese Society of Hypertension issued the “Tokyo Declaration 

Promoting Salt Reduction - JSH Tokyo Declaration on Salt Reduction,” and has been 

undertaking activities based on the “6 Strategies for 6 g.” As part of this effort to 

encourage the development of low-sodium foods, products that meet the standards set 

by the society are listed on the low-salt food list. The number of products listed has 

increased each year, and in 2024, 107 products from 26 companies were listed, 

contributing to an annual reduction of 1,156 tons of salt. In addition, as of 2015, the 

“Reduced-Salt Food Award” has been given to products on the low-salt food list that have 

made a particular contribution to salt reduction. 

Collaboration with local governments is also actively underway. One specific example 

is the efforts to reduce salt in the town of Mashike, Hokkaido. 45) With the society’s 

development support, Mashike soy sauce was developed in 2018. It is flavored to suit 

the food culture of the coastal region and contains 1 g of salt per tablespoon less than 

the average soy sauce product. Efforts, such as proposing recipes using Mashike soy 

sauce contributes to salt reduction. The Japanese Society of Hypertension has been 

recruiting towns for its “Hypertension-free Municipality” model since 2019 to support 

hypertension measures in local governments, including salt reduction.46) The town of 

Mashike has also been certified as a model town. 

 

  

134



 

42 

 

(3) Efforts and activities of the National Cerebral and Cardiovascular Center 

The National Cerebral and Cardiovascular Center has launched the “KARUSHIOH” 

project based on the concept of “using salt lightly to bring out the best taste,” with the 

aim of preventing cardiovascular disease and extending healthy life expectancy.47) Public 

awareness efforts are underway to promote low-salt diets through various initiatives, 

such as proposing low-salt recipes that are easy to follow for discharged patients and 

the general public, holding cooking classes, and planning the S-1g (S-1 Grand Prix) 

competition, a low-salt recipe contest. 

Collaboration with businesses to expand the range of low-salt food options is actively 

underway. Under the “KARUSHIOH Certification System,” which began in 2014, 

standards are set in the categories of lunchboxes and set meals, individual items and 

side dishes, seasonings, processed foods, and salted products such as seafood. After 

strict screening by the National Cerebral and Cardiovascular Center, certified products 

can display the “KARUSHIOH Certification Mark” on their products. This certification 

mark has led to increased consumer trust as a proof of good taste certified by a medical 

institution, expansion of a new customer base, market appeal, and promotion of the 

KARUSHIOH Project as a unit. By 2024, applications submitted for more than 120 items 

from 45 companies had been approved, with sales exceeding 2 billion yen, indicating 

excellent outcomes.48) The KARUSHIOH office continuously follows up on products after 

certification to maintain the brand value. 
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Appendix 1: Overseas examples of setting salt reduction goals 

Examples of setting salt reduction goals by major overseas food-related businesses 

are presented (Appendix Table 1). Each company’s efforts are diverse in terms of the 

scope of products targeted, the types of nutrients targeted, the criteria referenced, and 

the timeframe for implementation. They also range from goals that target only salt to 

goals that include multiple nutrients such as saturated fatty acids and added sugars. 

Regarding standards, in some instances government recommendations are used, 

whereas in other instances businesses use their own standards. 

 

Arnott’s Group49) 

In the Australian and New Zealand markets by 2025, the company aims to (1) have at 

least one-third of its products achieve ≥3.5 of Health Star Rating, a nutrient profiling 

model recommended by governments,50) and (2) have at least half of its products with 

positive nutritional attributes such as reduced salt, saturated fat added sugar as well as 

being enriched with whole grains, fiber, and protein. As of April 2024, 35% for (1) and 

50.2% for (2) have been achieved. 

Aldi51) 

The company aims to have at least 95% of its own-brand products comply with the 

maximum limits for food categories set in the “Salt Reduction Targets for 2024”34) 

established by the British government for the period from 2020 to 2024. The target 

nutrient is sodium only. As of 2023, 84% of all its products already meet the standard. 

Nestlé52) 

During the target period from 2021 to 2025, Nestlé aims to achieve the salt reduction 

goals set within the company for at least 90% of sales volume in the following eight 

product categories: plant-based meal products, pizza, frozen prepared foods, recipe 

mixes, room temperature preserved foods, instant noodles, soups, bouillon and dried 

seasonings, ketchup, mayonnaise, and dressings.52) 

These salt reduction goals are based on the WHO’s Global Sodium Benchmarks21) 

and are set independently by Nestlé. 
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Bel53) 

During the target period from 2017 to 2025, for the product range aimed at children 

and their families, Bel aims for at least 80% of the products to comply with the company’s 

nutrient profiling model, “Bel Nutri+”.54) Target nutrients include salt, total energy, protein, 

saturated fatty acids, calcium, and added sugars. 

McCain Foods55) 

McCain Foods aims to reduce sodium content by 15% on a sales-weighted average 

between 2018 and 2025 for McCain-branded potato and appetizer products. No 

specific salt reduction standards have been set. As of 2024, a 6.5% reduction has 

already been achieved for appetizer products, whereas that for potato products have 

increased 0.7%, indicating differences in progress between product categories. 
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Appendix Table 1. Overseas examples of setting salt reduction targets 

Company 

name 

Targeted 

product 

Targeted 

nutrients 

Target Reference 

standard 

Implementation 

period 

Arnott’s 

Group49) 

Own 

brand 

products 

Salt, 

saturated 

fats, 

added 

sugars, 

whole 

grains, 

fiber, 

protein 

At least 1/3 of 

the products 

have a HSR 

of ≥3.5; at 

least 1/2 of 

the product 

has positive 

nutritional 

characteristics 

HSR (NPM; 

Australia and 

New Zealand 

Food 

Standards 

Agency)50) 

2021–2025 

Aldi51) Own 

brand 

products 

Salt Over 95% of 

products 

comply with 

standards 

Salt reduction 

targets for 

2024 (UK 

government)34) 

2020–2024 

Nestlé52) 8 product 

categories 

Salt At least 90% 

of total sales 

volume in 

each category 

complies with 

standards 

Company salt 

reduction 

goal52) 

2021–2025 

Bel53) Product 

lines 

targeted 

at children 

and 

families 

Salt, total 

energy, 

protein, 

saturated 

fatty 

acids, 

calcium, 

added 

sugars 

More than 

80% of 

products 

comply with 

standards 

Bel Nutri+ (N

PM)54) 

2017–2025 
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Company 

name 

Targeted 

product 

Targeted 

nutrients 

Target Reference 

standard 

Implementation 

period 

McCain 

Foods55) 

Potato 

and 

appetizer 

products 

Salt 15% 

reduction in 

sodium 

content on a 

sales-

weighted 

average 

None 2018–2025 

HSR: Health Star Rating System, NPM: Nutrient profiling model 
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Appendix 2: Japanese examples of setting salt reduction goals 

Efforts to reduce salt consumption are getting more popular in Japan, and there are 

several businesses that have clearly stated their target products for salt reduction, 

specific standards for salt content, and implementation periods and goal achievement 

years (Appendix Table 2). 

 

Ajinomoto Co. Inc. 

Ajinomoto Co., Ltd. aims to provide 400 million people annually with low-salt products 

and products that help with protein intake to extend the healthy life expectancy of 1 billion 

people by 2030.56) To propose “delicious low-salt foods” with umami and dashi flavors, 

the “Smart Salt®” project has been launched and is underway overseas. 

Kikkoman Corporation 

In response to a growing demand for low-salt products in the Japanese soy sauce 

market, Kikkoman Corporation aims to increase the sales composition ratio of low-salt 

products in its household soy sauce products to 25% by 2024 and 35% by 2030.57) By 

promoting the sales of low-salt products, Kikkoman aims to help solve the problem of 

excessive salt intake among the Japanese population.58) 

Lawson, Inc. 

Lawson, Inc. has developed health-related products based on three pillars (sugar 

control, salt control, and protein intake.59) The goal was to reduce the salt equivalent per 

serving of all products to 3 g or less by 2021–2022, and to reduce salt by up to 30% 

(20% on average) by 2019–2021, mainly in the standard staple menu items.60, 61) Starting 

in 2023, Lawson is working toward achieving their goal, including salt control in our 10 

health themes.62) 

 

In addition to these businesses, there are many others that are actively working to 

reduce salt. For example, the reduced-salt dressing developed and marketed by 

FamilyMart Co., Ltd. won the Gold Award at the 5th JSH Reduced-salt Food Awards, 

organized by the Japanese Society of Hypertension’s Salt Reduction Committee, as a 

product with outstanding results in promoting salt reduction.63) 
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Appendix Table 2. Salt Reduction Goals of Japanese Businesses 

Company 

name 

Target Implementation 

period 

(Fiscal year) 

Outline of 

initiatives 

Ajinomoto 

Co., Inc. 

1) Among the products with 

enhanced nutritional 

value, products that help 

with “delicious salt 

reduction” and “protein 

intake” are offered to 400 

million people annually.56) 

2) The percentage of 

products with enhanced 

nutritional value, including 

salt, will be 60%.56) 

1) 2021–2030 

2) 2021–2030 

Ajinomoto pledged 

to help extend the 

healthy lifespan of 

one billion people. 

The “Smart Salt®” 

project, which 

proposes delicious 

salt reduction, was 

extended to include 

foreign countries.56) 

Kikkoman 

Corporation 

The following table presents 

the sales composition of low-

salt products among 

Kikkoman’s soy sauce 

products (household use) in 

Japan.57) 

1) 25% 

2) 35% 

1) 2022–2024 

2) 2022–2030 

In the Japanese soy 

sauce market, 

demand for low-salt 

products is 

increasing. 

Kikkoman 

announced its own 

goals to accelerate 

this trend, and 

contribute to solving 

the problem of 

excessive salt 

intake.58) 

Lawson, 

Inc 

1) The salt equivalent per 

serving of all products is 

kept below 3 g.59) 

2) Salt will be reduced by up 

to 30% (average 20%), 

1) 2021–2022 

2) 2019–2021 

3) 2023–2025 

Health-related 

products were 

developed around 

three pillars (sugar 

and salt control, and 
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Company 

name 

Target Implementation 

period 

(Fiscal year) 

Outline of 

initiatives 

focusing on staple food in 

set menus.60, 61) 

3) Sales of products that fall 

under the 10 health 

themes, including salt 

control, are to be 500 

billion yen.62) 

protein intake).59) 

Starting in 2023, 

efforts have been 

underway to 

achieve goals, 

including salt 

control in the 10 

health themes. 
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令和 7年 11月 20日 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

【研究成果のポイント】 

⚫ 食品関連事業者による自主的な減塩の取組（製品改良等）を支援する実践的ガイドの作成

⚫ 減塩目標の設定や体制づくりに関する基本的な考え方の整理

⚫ 今後の減塩推進に向けた基盤整備

概要

食品関連事業者（以下、事業者）による自主的な減塩の取組は進められてきましたが、実際に製品改良を進めるた

めの具体的な方法や、それを支援する資料は十分ではありませんでした。 

今回、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所（大阪府茨木市、理事長：中村祐輔）国立健康・栄養研究

所栄養疫学・政策研究センター栄養社会科学研究室の池田奈由室長らの研究グループは、事業者が自社の状況に

応じて減塩目標を設定し、製品改良を計画・実施する際に活用できる「食品関連事業者のための製品の減塩ガイド」

を作成しました。 

本成果は、事業者の自主的な減塩の取組を支援し、今後の減塩推進に向けた実践的基盤の整備につながるもの

です。 

本研究は、厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）の支援を受け

て実施されました。 

研究の背景 

日本人の 1 日あたりの平均食塩摂取量は約 10g で、経年的に減少傾向にあるものの近年は横ばい傾向が続いて

います。また、日本人の１日あたりの平均食塩摂取量は、世界保健機関（World Health Organization：WHO）が推奨す

る食塩摂取量 1 日あたり 5g を大きく上回っており、日本は世界的にも食塩摂取量の多い国の一つに位置づけられて

います。 

こうした状況を踏まえ、厚生労働省が推進する「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」では、食塩の過剰

摂取を優先的な栄養課題の一つと位置付け、産学官等の連携によって減塩を実現するための取組が進められていま

す。同イニシアチブにおいて、事業者による自主的な減塩目標設定が進められていますが、実際に減塩の製品改良

を開始する、又は既存の取組を見直そうとする事業者、特に中小企業にとっては、具体的な事業計画を立てるために

必要な情報や参考事例が十分でない状況がありました。そこで本研究グループでは、国内の事業者が自主的に減塩

に取り組む際に活用できる実践的な参考資料として本ガイドを作成しました。 

本研究の内容 

本ガイドは、本編 3章と資料編で構成されています。 

第 1 章では、事業者による自主的な減塩の取組の重要性について、国民の栄養改善とビジネスの両側面から示し

ました。 

第 2 章では、事業者の減塩目標設定の参考となるよう、対象製品、ナトリウム（食塩）含有量の目標値、実施期間

食品関連事業者のための製品の減塩ガイドを公開 

～事業者の自主的な減塩の取組を支援する実践的手引き～ 
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の設定の考え方をまとめました。ナトリウム含有量の目標値については、具体的な方法として売上加重平均ナトリウム

含有量と日本版栄養プロファイリングモデル※の活用方法を示しました。 

第 3章では、減塩の取組を進めるための組織体制の参考となるよう、事業者内部の体制構築及び外部機関との連

携について整理しました。外部機関との連携には、行政や事業者間の協働を促進する政府主導の「健康的で持続可

能な食環境戦略イニシアチブ」をはじめ、学術関連機関が事業者を支援する 2つの取組を例示しています。 

資料編では、事業者による減塩目標設定の事例として、海外 5社と国内 3社の取組を紹介しました。 

本研究成果の意義 

本ガイドは、国内外の減塩政策や事業者の取組状況を踏まえて作成されたものであり、日本の事業者が自主的な

減塩を進める際の実践的な指針を提供するものです。特に、減塩の製品改良に着手したばかりの事業者が、自社の

状況に応じて具体的な事業計画を立案するための枠組みとして活用できる点に意義があります。 

一方で、実用性のさらなる向上に向けて、減塩目標の設定に活用できる指標の整備や、事業者による製品改良の

実例の蓄積が今後の課題として挙げられます。引き続き、事業者や関係機関との連携を通じてガイドの内容を発展さ

せ、より実践的で効果的な減塩推進の支援につなげていくことが期待されます。 

特記事項 

本 研 究 成 果 は 、 2025 年 11 月 5 日 （ 日 本 時 間 ） に 研 究 班 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.nibn.go.jp/eiken/R5kouroukaken_health_economics/images/pdf/saltreductionguide.pdf）にオンラ

イン掲載されました。

本研究は、2023～2025年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事

業）「食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び医療経済学的効果を推定するため

の研究」（課題番号：23FA1012、研究代表者：池田奈由）の支援を受けて行われました。 

※日本版栄養プロファイリングモデル

栄養プロファイリングモデルは、疾病予防や健康増進を目的として、食品・飲料の栄養成分を総合的に評価する科学

的手法です。健康的な食品の開発・流通・利用を促進するため、諸外国では食品の栄養価に応じて食品をランク付

けする際に、栄養プロファイリングモデルが活用されています。日本では 2024 年に日本版栄養プロファイリングモデル
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の初版が開発され、市販される加工食品や料理に適用可能な加工食品版及び料理版が提案されました。 

 本件に関する問い合わせ先 

https://www.nibn.go.jp/contact/index.html 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び 

医療経済学的効果を推定するための研究 
分担研究報告書 

 
都道府県版シミュレーションモデルの作成 

 
研究分担者 西 信雄 聖路加国際大学 大学院公衆衛生学研究科 
研究分担者 杉山雄大 国立健康危機管理研究機構 国立国際医療研究所 糖尿病情報センター 
研究分担者 三浦克之 滋賀医科大学 NCD 疫学研究センター 
研究代表者 池田奈由 医薬基盤・健康・栄養研究所 栄養疫学・政策研究センター 
研究協力者 高橋 裕 専修大学 商学部 
研究協力者 五領田小百合 山形大学 農学部 
 
研究要旨 
食塩の過剰摂取は血圧を上昇させるため、高齢化が進む社会では特に食塩摂取量の継続的な

把握と管理が不可欠である。本研究は、我が国における食塩摂取量の削減が、高血圧の有病者

数および外来医療費に及ぼす影響を評価することを目的とした。全国および 47 都道府県を対象

として、食塩摂取量、人口、高血圧有病者数、高血圧医療費に関するサブモデルをもとに、シ

ステムダイナミクスによるシミュレーションモデルを構築した。食塩含有量の高い食品と低い

食品、および食塩摂取量の多い人々と少ない人々をそれぞれ対象とするストック・フロー図の

並行流を構築し、20 歳以上の 1 日当たり食塩摂取量の平均値を算出した。人口および高血圧有

病者数については、男女別に 40～79 歳を対象として 10 歳ごとの加齢連鎖モデルを構築した。

性別年齢階級別に得られた高血圧有病者数をもとに、高血圧外来医療費を算出した。2012 年か

ら 2023 年の政府統計を用いてモデルのパラメータを較正し、全国モデルを構築した。さらに、

2012 年における各都道府県の食塩摂取量および高血圧者割合の全国との差をもとに、全国モデ

ルを偏位させて各都道府県のモデルを構築した。シミュレーションにより推計された変化を各

シナリオ間で比較した。その結果、2012 年から 2040 年までの基本シミュレーション結果では、

高食塩食品を 46.3％削減し、高食塩摂取者を 33.1％減少させることで、食塩摂取量は 10.1 g/日
から 8.7 g/日へと 13.9％減少するものと推計された。2040 年までに食塩摂取量が 6.9 g/日に減少

する場合、男性では高血圧の有病者数および外来医療費がそれぞれ 2.3％および 2.0％減少し、

女性ではそれぞれ 8.8％および 8.3％減少すると推計された。シナリオ別の推計により、高食塩

食品および高食塩摂取者の両者の割合を減らすことで高血圧の有病者数および外来医療費が最

も減少することが示唆された。都道府県別モデルにおいても、シミュレーションによる同様の

変化が示された。本シミュレーションモデルは、全国および各都道府県の政策立案者が、医療

費削減を目的とした減塩施策を推進する際に有用な示唆を与えると考えられる。 
 
Ａ．目的 
国民健康・栄養調査［1,2］によると、我が

国の 20 歳以上における 1 日当たり食塩摂取

量の平均値は減少している。しかし、食塩摂

取量は 2024 年時点でも 9.6g と依然として

高く[3]、 世界保健機関（WHO）の推奨値（5g
未満）[4]および日本人の食事摂取基準（男性

7.5g 未満、女性 6.5g 未満）[5]を上回ってい

る。我が国における食塩摂取量の約 70％は、

しょうゆや味噌などの一般的な調味料に起

因している［2］。したがって、個人の食習慣

だけでなく、食環境も改善することが重要

である。近年、我が国では「健康的で持続可

能な食環境戦略イニシアチブ」や「健康日本

21（第三次）」をはじめとする、減塩を目的

としたさまざまな取組が実施されている

［6–8］。 
食塩の過剰摂取は血圧を上昇させるため、

高齢化が進む社会では特に食塩摂取量の継

続的な把握と管理により、高血圧、ひいては

心血管疾患を予防する必要がある［9］。高血

圧の有病割合は低下傾向にあるものの、我

が国では依然として約 40～60％と高水準に

ある［10］。2023 年の推計によると、1,600 万

人が高血圧の治療を受けており［11］、高血

圧治療には 1.7 兆円が費やされる見込みで、

これは 2022 年の総医療費 46.7 兆円の 3.6％
に相当する［12］。しかし、我が国における
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高血圧の管理率は低く、米国が 50～60％で

あるのに対し、我が国では 20～30％にとど

まっている [10]。減塩をはじめとする高血

圧の予防により、効果的な高血圧管理を実

施する必要がある。 
シミュレーション研究は、慢性疾患に対

する公衆衛生介入の有効性を示すうえで有

用である［13］。システムダイナミクスはシ

ミュレーション手法の一つであり、慢性疾

患予防のモデル化に用いられている［14］。
米国における心血管疾患の上流・下流予防

をモデル化した「予防影響シミュレーショ

ンモデル」（PRISM）[15,16] のシミュレータ

ーは、地方自治体が政策介入を選択し、その

結果として生じる変化を確認できる形で提

供 さ れ て い る （ https://prism-
simulation.cdc.gov/app/cdc/prism/#/）。系統的

レビュー[14]には、わが国における糖尿病性

腎症の予防をモデル化した 1 件の論文[17]
が含まれていた。システムダイナミクスは、

我が国における減塩介入の健康および経済

への影響をモデル化するためにも用いられ

ている［18］。これらの全国モデルを用いた

システムダイナミクス研究に基づき、減塩

が高血圧の有病者数および外来医療費に及

ぼす影響を検討するため、全国および都道

府県別のモデルを構築した。 
 
Ｂ．研究方法 
1．全国モデルの開発 
全国のシステムダイナミクスモデルは、

食塩摂取量、人口、高血圧有病者数、高血圧

医療費の 4 つのサブモデルをもとに構築し

た。食塩摂取量サブモデルは、20 歳以上の

固定された仮想人口および固定された数の

食品を対象に構築した。固定された仮想人

口を用いる理由は、共通のパラメータを都

道府県別モデルに適用し、高血圧有病者数

サブモデルで他のパラメータを較正するた

めである。簡略化のため、食品の総数と総人

口は小数点以下の値を含めても構わないと

いう条件のもと、それぞれ 1,000 食品、10 万

人とした。人口、高血圧有病者数、および高

血圧医療費のサブモデルは、政府統計値を

参照データとして、パラメータをサブモデ

ルごとに順に較正した。本モデルは Vensim 
Professional 10.2.0 （ Ventana Systems Inc., 
Harvard, MA, USA）[19] を用いて構築した。

時間の単位は年とし、開始時間、終了時間、

および時間ステップをそれぞれ 2012 年、

2040 年、および 0.0625 年に設定した。 
 

1.1 食塩摂取量サブモデル 
固定された仮想人口と固定された食品数

に基づいて、2 つのストック・フロー図を並

行流として食塩摂取量のサブモデルを構築

した（図 1）[20]。まず、高食塩と低食塩の

2 種類の食品に関するストックを設定し、こ

れらをフローで接続した。また、食塩摂取量

が多い人々と少ない人々の 2 つのストック

を設定し、これらをフローで接続した。これ

らのフローは、1 日の食塩摂取量の長期的な

減少傾向[21]を反映するため、左（高いほう）

から右（低いほう）への向きとした。 
低食塩食品のストックは、人々の食塩摂

取量の変化に関連付けられ、低食塩摂取者

のストックは食品の食塩含有量の変化に関

連付けられた。高食塩食品および低食塩食

品には、それぞれ 14g および 6g の食塩が含

まれていると仮定した。これらの値は、2012
年の国民健康・栄養調査 [21]における 20 歳

以上の 1 日当たりの食塩摂取量の平均値

10.4 g とその 標準偏差 4.2 g をおおよそ反

映したものである。食品の総数は 1,000 に固

定され、2012 年には当初 10％が低食塩食品

であると仮定した。食品の食塩含有量は、高

食塩食品と低食塩食品の割合に基づいて、

それぞれ 14g と 6g の加重平均として算出し

た。高食塩食品のストックから低食塩食品

のストックへのフローの変化率（図 1 の

「change rate of salt content（食塩含有量の変

化率）」）は、年率 0.04 と設定した。総人口

は 10 万人に固定し、低食塩摂取者の初期割

合は最適化により決定した。 
本研究では一貫して、制約なし最適化手

法としてパウエル法を用い、シミュレーシ

ョン結果と参照データの絶対値の差の合計

が最小となるように最適化ベースの較正を

実行した。パラメータの変動を、既存の知識

と一致する妥当な範囲内に制限することに

より、多重識別可能性（multiple identifiability）
が発生しないようにした[22]。高食塩摂取群

から低食塩摂取群への流入率（図 1 中の

「change rate of salt intake（食塩摂取量の変

化率）」）も最適化により算出した。これらの

パラメータは、2012 年から 2023 年までの国

民健康・栄養調査における 20 歳以上の参加

者の平均 1 日当たり食塩摂取量に基づき較

正した。なお、2020 年および 2021 年の調査

は新型コロナウィルス感染症（COVID-19）
の影響により中止された [21]。1 日当たりの

食塩摂取量は、高食塩摂取者と低食塩摂取

者の割合に基づき、それぞれ 14 g および 6 g
を加重平均して算出した。性別の 1 日当た
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り食塩摂取量は、2012 年の国民健康・栄養

調査[21]における 20 歳以上の参加者の平均

食塩摂取量に基づき、男女合計の平均値と

の差だけ一貫して高値または低値となるよ

うに設定した。 
 
1.2 人口サブモデル 

人口サブモデルは、男性および女性の加

齢連鎖を示す 2 つのストック・フロー図（図

2）[20] をもとに構築した。各加齢連鎖は、

40～79 歳の 10 歳ごとの年齢階級に応じた 4
つのストックを持ち、2012 年の人口を初期

値として設定した[23]。各ストック間のフロ

ーの遷移率は、10 年の逆数に相当する 0.1/
年に設定した。39 歳の人口は、男女別に 40
～49 歳のストックに入るフローとした。39
歳の人口は過去の総務省統計局「人口推計」

の年次データ（2012～2019 年）から取得し、

2019 年時点の 18～38 歳の人口を、それぞれ

2020～2040 年に 39 歳に達する人数とした

［23］。新型コロナウィルス感染症（COVID-
19）に起因する死亡数の急激な変化を避け

るため、2020 年以降の統計値は使用しなか

った。加齢によるフローに加え、各ストック

では死亡および移動による流出も設定して

おり、これらは各ストックの人口にそれぞ

れのパラメータを乗じて算出した。これら

のパラメータは、2012 年から 2019 年までの

年次ごとの人口および性・年齢階級別死亡

数[23,24]に基づき較正した。参照データの

標準誤差の逆数を較正の重み付け係数とし

て使用した。 
 
1.3 高血圧有病者数サブモデル 
高血圧有病者数サブモデルは、高血圧有

病者の男女 2 つの加齢連鎖で構築した。本

サブモデルの加齢連鎖の基本構造は、人口

サブモデルと同様とした。各ストックの初

期値については、2012 年の国民健康・栄養

調査データ（厚生労働省の承認済み）を用い

て、性別および年齢階級ごとの人口に高血

圧有病割合（収縮期血圧≧140 mmHg かつ／

または拡張期血圧≧90 mmHg、降圧剤の服用

有無は問わず）をかけ合わせ、高血圧有病者

数を算出した。40～49 歳のストックへの流

入については、2012～2023 年の国民健康・

栄養調査データ（2020 年および 2021 年を除

く）における 30～39 歳の高血圧有病割合に

基づき、各ストックの初期値と同様の掛け

算を用いて男女別に 39 歳の高血圧有病者数

を算出した。なお、30～39 歳の高血圧有病

割合については、2023 年のデータを 2040 年

まで継続して使用した。加齢に加えて、各ス

トックでは高血圧の発症による流入と死亡

による流出のフローも示した。高血圧の発

症者数は、性別・年齢階級別に食塩摂取量サ

ブモデルから得られる高食塩摂取者の割合、

人口サブモデルから得られる該当人口規模、

および各性別年齢階級別パラメータの積と

して算出した。日本の人口を代表する全国

的なコホートからの調査結果[25]に基づき、

性別年齢階級別の死亡数はそれぞれのスト

ックからの一般の死亡率の 1.6 倍であると

仮定して算出した。性別年齢階級別の流入

フローのパラメータ値は、2012 年から 2023
年まで（2020年および2021年を除く［21］）、
人口と性別年齢階級別高血圧有病割合の積

に基づく各ストックの高血圧有病者数に対

して上述の重みを用いて較正した。 
 
1.4 高血圧医療費サブモデル 

高血圧医療費サブモデルはストック・フ

ロー図を含まず、高血圧有病者数サブモデ

ルから得られた性別年齢階級別の高血圧有

病者数のストックをもとに構築した。高血

圧医療費は外来医療費のみを対象とし、高

血圧有病者数と 1 人当たり外来医療費の積

として算出した。性別年齢階級別の高血圧 1
人当たり外来医療費は、医療給付実態調査

[26]の 2012年から 2019年までの高血圧に関

する年間外来医療費に対して前述の重みを

用いて較正することにより推定した。 
 
2．都道府県モデルの開発 
全国モデルの構造をもとに基本的に同じ

パラメータ値を用いて、47 都道府県別モデ

ルを個別に構築した。パラメータ値の唯一

の例外として、人口サブモデルにおける死

亡および移動の流出に関するパラメータは、

各都道府県における 2012 年から 2019 年ま

で各年の性別年齢階級別の人口および死亡

数[20,21]に基づき、前述の重みを用いて較

正した。 
食塩摂取量サブモデルでは、2012 年の国

民健康・栄養調査[21]における 20 歳以上の

1 日当たり食塩摂取量の各都道府県と全国

との差を、高食塩食品（14 g）および低食塩

食品（6 g）の食塩含有量に適用し、都道府

県別の 1 日当たり食塩摂取量を算出した。

高血圧有病者サブモデルでは、厚生労働省

の許可を得た国民健康・栄養調査の個人レ

ベルデータに基づき、2012 年における 40～
79 歳の高血圧有病割合の各都道府県と全国

の比を用いて、都道府県別の高血圧有病者
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数を算出した。 
全 国 モ デ ル を 組 み 込 ん だ Vensim 

Professional 10.2.0 における都道府県別モデ

ルの各パラメータを、Stella Architect version 
4.0（ISEE Systems, Inc., Lebanon, NH, USA）

[27]に組み込んだ全国モデルの各配列（array）
に転記した。 
 
3．モデルの妥当性検証 
モデルの妥当性は以下の 3 つの方法で評

価した。第一に、全国モデルにおいて参照デ

ータごとに性別年齢階級別にモデルの適合

度を評価した。平均絶対パーセント誤差

（mean absolute percentage error, MAPE）[20]
は、食塩摂取量サブモデルにおける固定さ

れた仮想人口の 1 日当たりの食塩摂取量、

人口サブモデルにおける人口と死亡数、高

血圧有病者数サブモデルにおける高血圧有

病者数、および高血圧医療費サブモデルに

おける高血圧外来医療費について、性別年

齢階級別に計算した。第二に、パラメータを

性別、年齢階級間で比較し、大きな差がない

ことを確認した。第三に、性別年齢階級別の

シミュレーション結果について、全国モデ

ルと都道府県別モデルを比較し、挙動の類

似性を評価した。 
 
4．感度分析 
モンテカルロ多変量感度テスト[22]を用

いて感度分析を実施した。合計で 200 回の

シミュレーション用のサンプルを生成し、0、
5、25、50、75、95、100 の各パーセンタイ

ル境界でのパラメータ変動を計算した。食

塩摂取量サブモデルにおける 2 組の各パラ

メータについて、80%から 120%までの範囲

の変化を食塩摂取量、高血圧有病者数、およ

び高血圧医療費に適用した。1 組目には、低

食塩食品数の初期値、低食塩摂取者割合の

初期値、食塩含有量の変化率、および食塩摂

取量の変化率の 4 つのパラメータを含めた。

2 組目には、高食塩食品の食塩含有量と低食

塩食品の食塩含有量を 1 組目の 4 つのパラ

メータに加えた 6 つのパラメータを含めた。

さらに、高血圧有病者数サブモデルにおけ

る高血圧有病者の性別年齢階級別死亡率の

乗数 1.6 を 1.4から 1.8 までの範囲で変更し、

高血圧有病者数と高血圧医療費に適用した。 
 
5．シナリオ 
全国モデルおよび都道府県別モデルを用

いて、2012 年から 2040 年までの期間につい

てシミュレーションを実施した。さらに、食

品および人口の変化率に定数を乗じた場合

の食塩摂取量、高血圧有病者数、および高血

圧医療費への影響をみるため、3 つの仮想シ

ナリオを設定した。極端な変化を示すため、

倍率として 3 を設定した。 
シナリオ 1：食品の変化率を 3 倍に設定 
シナリオ 2：人々の変化率を 3 倍に設定 
シナリオ 3：食品と人口の変化率の両方を 3
倍に設定 
 
（倫理面への配慮） 

国民健康・栄養調査の匿名データは、厚生

労働省に調査票情報の利用申請を行い、承

認を得て利用した。 
 
Ｃ．研究結果 
1．モデルの妥当性の検証 
シミュレーション結果は、参照データに

良好に適合していた。パラメータは、性別お

よび年齢階級間で大きな差を認めなかった。

性別年齢階級別のシミュレーション結果は、

全国モデルと都道府県別モデルでほぼ同様

であった。 
MAPE は、固定された仮想人口の 1 日当

たりの食塩摂取量については 1.0%であり、

人口、死亡、および高血圧医療費については

性別年齢階級別で 10%未満であった（表 1）。
高血圧有病者数の MAPE は、40 歳代の男女

で約 20%、60 歳代の男女で約 15%であった。 
 
2．感度分析 

1 日当たり食塩摂取量に関する 2 組目の

パラメータの多変量変化（図 3b）は、1 組目

のパラメータの多変量変化（図 3a）よりも、

0 パーセンタイルと 100 パーセンタイルの

境界間の範囲が大きかった。2 組目のパラメ

ータの多変量変化では、2040 年の高血圧有

病者数および高血圧医療費の 0%と 100%の

それぞれの境界のシミュレーション結果は、

ベースランと比較して、高血圧有病者数では

93.1%と 107.7%（図 3c）、高血圧医療費では

93.0%と 107.8%（図 3d）であった。さらに、

性別年齢階級別の高血圧有病者の死亡率の

乗数 1.6 の多変量変化により、2040 年の高

血圧有病者数については 0%と 100%の範囲

でベースランと比較してそれぞれ 98.2%と

101.7%、高血圧医療費については 97.7%と

102.3%というシミュレーション結果が得ら

れた。 
 
3．ベースランにおける全国モデルのシミュ

レーション結果 
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食塩摂取量サブモデルにおけるパラメー

タの最適化の結果、低食塩摂取者割合の初

期値は 48.7％、高食塩摂取者から低食塩摂

取者への変化率は年 0.0786 と決定された。

高食塩食品および高食塩摂取者の減少に伴

い、食品の一日分の食塩含有量は 2012 年の

13.2g/日から2040年には9.9g/日に減少し（図

4）、食塩摂取量は 2012 年の 10.1 g/日から

2040 年には 8.7 g/日へと低下すると推定さ

れた（表 2）。 
人口サブモデルにおいて、男女ともに人

口は減少したが、女性の減少傾向がより顕

著であった。高血圧有病者数および高血圧

医療費のサブモデルにおいては、男女とも

数値の減少傾向を示したが、男性の減少割

合がより大きかった。男性の 40 歳代および

50 歳代における高血圧有病者数の減少割合

は女性よりも大きかった（図 5）。 
 
4．全国モデルのシナリオ別シミュレーショ

ン結果 
食塩摂取量サブモデルにおいて、シナリオ

1 はシナリオ 2 と比較して高食塩食品への

影響がより大きいことが示された。シナリオ

2 はシナリオ 1 と比較して高食塩摂取者お

よび食塩摂取量に与える影響が大きく、シ

ナリオ 3 はこれらの変数に対して最も大き

な影響を示した（表 3）。 
高血圧有病者数および高血圧医療費のサ

ブモデルにおいては、シナリオ 2 はシナリ

オ 1 に比べて高血圧有病者数および高血圧

医療費に与える影響が大きく、シナリオ 3 は

男女ともにこれらの変数に最も大きな影響

を示した。2040 年におけるベースランのシ

ミュレーション結果との差は、高血圧有病

者数、高血圧医療費とも、男性よりも女性で

大きかった。 
 
5．都道府県別モデルのシミュレーション結

果 
2012 年の食塩摂取量は、沖縄県で 8.3 g/日、

岩手県で 11.7 g/日であったが、ベースラン

のシミュレーションでは、それぞれ 6.9 g/日
および 10.3 g/日まで低下した（表 4）。鳥取

県と東京都では、人口、高血圧有病者数、お

よび高血圧医療費において 10 倍以上の差が

あった。都道府県モデルを用いて各シナリ

オのシミュレーションを実施したところ、

全国モデルと同様の結果を示した。 
 
Ｄ．考察 
本研究は、全国および都道府県別のシス

テムダイナミクスモデルを用いて、食塩摂

取量の減少が我が国における高血圧の医療

費に与える影響を評価した初めての研究で

ある。全国モデルに基づき、各都道府県の人

口サブモデルを用いて都道府県別モデルを

構築し、都道府県別に 3 つのシナリオを用

いて高血圧有病者数と高血圧医療費を算出

した。本研究で用いた全国モデルに基づく

都道府県別モデルの開発手法は、慢性疾患

に対する他の公衆衛生介入にも応用可能で

ある。 
日本人は、食塩摂取量の約 70％を調味料

から摂取する都道府県共通の食環境を有す

ると考えられる［2］。そのため、固定人口 10
万人を対象に 1 日当たりの食塩摂取量を算

出し、高食塩摂取者の割合を全国および各

都道府県の人口に適用した。2012 年には、

1,000 種類の食品のうち、任意に 10％のみが

低食塩食品であると分類した。すなわち、食

塩含有量が 14g の高食塩食品が 90％、6g の

低食塩食品が 10％という構成による加重平

均は、2012 年時点で 13.2g であった。2012
年の 1 日当たり食塩摂取量 10.4 g［21］とこ

の値との差は、スーパーマーケット、コンビ

ニエンスストア、レストランにおける調味

料の豊富な入手可能性によって説明できる

と考えられる。国民健康・栄養調査の参照デ

ータを用いた 1 日当たりの食塩摂取量のシ

ミュレーション結果（図 4）が示すように、

1 日当たりの食塩含有量は参照データとほ

ぼ一致し、MAPE は 1.0%であった。また、

食品の 1 日当たりの食塩含有量は 2012 年の

13.2g/日から 2040 年には 9.9g/日へと 25%減

少したが、1 日当たりの食塩摂取量は 2012
年の 10.1g/日から 2040 年には 8.7g/日へと

14%減少した。したがって、これらの結果は

1 日当たりの食塩含有量を 1 日当たりの食

塩摂取量よりも大幅に削減する必要がある

ことを示すと考えられる。感度分析の結果、

1 日の食塩摂取量を直接変化させる高食塩

食品と低食塩食品の食塩含有量を 1 組目の

パラメータに追加した場合、1 日の食塩摂取

量のシミュレーション結果の 0 パーセンタ

イルと 100 パーセンタイルの間の範囲は大

きくなったものの、2040 年のベースランに

おけるシミュレーション結果の妥当な範囲

内（高血圧有病者数で 14.6%（93.1%～

107.7%）、高血圧医療費で 14.8%（93.0%～

107.8%））に収まることが示された。さらに、

感度分析の結果、1 組目のパラメータに含ま

れる低食塩食品数の初期値（全食品の 10%）

は高血圧有病者数と高血圧医療費に実質的



159 
 

な影響を与えないことも示された。 
2012～2040 年のベースランのシミュレー

ションにおいて、食塩摂取量および人口の

減少にともない、高血圧有病者数および高

血圧医療費はいずれも約 50％減少すること

が示された。40～79 歳の各年齢階級の人口

分布は男女でほぼ同等であった（男性では

40 歳代 25.9％、50 歳代 23.3％、60 歳代 28.4％、

70 歳代 22.4％、女性では 40 歳代 27.9％、50
歳代24.4％、60歳代28.2％、70歳代19.5％）。

しかし、ほとんどの年齢階級において、人口

の最大値は女性よりも男性で遅れて観察さ

れた（40 歳代、50 歳代、60 歳代、70 歳代で

男性はそれぞれ 2016 年、2020 年、2012 年、

2024 年、女性それぞれ 2015 年、2012 年、

2012 年、2019 年）。そのため、2012 年から

2040 年にかけての人口変化の割合は、男性

よりも女性で大きかった。 
本研究では、降圧剤による治療を受けて

いるか否かにかかわらず、収縮期血圧≧140 
mmHg かつ／または拡張期血圧≧90 mmHg
を高血圧と定義した。これは、降圧薬の服用

者数は高血圧の有病割合、医師による処方、

薬の入手しやすさなど、複数の要因によっ

て決まり、これを考慮するとモデルが複雑

化するためである。そこで、性別年齢階級別

の高血圧外来医療費をもとに較正すること

で、一人当たり高血圧医療費を算出した。こ

れは今後のモデル改善における課題である。

もう一つの理由としては、本研究の焦点が、

生活習慣の改善を求めることなく降圧剤の

使用を促進することではなく、生活習慣改

善の一つとしての減塩が、高血圧に関連す

る医療費支出へ及ぼす影響を検討すること

にあったためである。この定義に基づき、高

血圧有病者数サブモデルにおける高血圧発

症の流入量は、高食塩摂取量の割合を乗じ

て算出した。この流入パラメータを性別年

齢階級別に比較すると、男性の値は一貫し

て女性より低く、特に 60 代男性では負の値

を示した（60 代の男性は-0.0035、女性は

0.0104）。この性差が、各シナリオにおける

男女間の高血圧有病者数と高血圧医療費の

差を招いていると考えられる。この枠組は

因果関係ではなく相関関係に基づいている

が[20]、モデルを簡略化するために、高食塩

摂取と高血圧発症との間の確立された関係

を適用した[9]。この方法は、高食塩摂取者の

割合を減らすことで高血圧有病者数を減ら

すことができることを示しているため、人

口レベルでの減塩に関する政策的示唆を与

えるものである。ただ、この点も将来のモデ

ル開発における重要な課題である。また、乗

数 1.6 を 1.4 から 1.8 の間で変化させて、シ

ミュレーションした変化に対する感度分析

も行った。高血圧有病者数と高血圧医療費の

0%と 100%の範囲でのシミュレーション結

果は、2040 年の基本実行でのシミュレーシ

ョン結果の狭い範囲内に収まり、高血圧有

病者数では 3.5%（98.2%～101.7%）、高血圧

医療費では4.6%（97.7%～102.3%）であった。

高血圧有病者数の MAPE は、40 代の男女で

約 20%、60 代の男女で約 15%であった。こ

れは、特に 40 代の男女について、2023 年の

高血圧の有病割合が 2040 年にも適用される

という強い仮定に起因している可能性があ

る。ただ、このような強い仮定の影響は、若

い年齢階級では高血圧の一人当たり医療費

が少なかったため、比較的小さいものであ

った（40 歳代、50 歳代、60 歳代、70 歳代で

男性はそれぞれ 12,344.4、21,758.6、44,145.7、
65,286.6、女性はそれぞれ 17,267.6、28,016.3、
47,716.0、70,117.7）。 

さらに、各ストックからの死亡による流

出には乗数 1.6 を用いたが、この値は血圧カ

テゴリーにおける相対リスクの範囲内に収

まっていた［24］。この値を各性別年齢階級

において 1.4～1.8 の範囲で変更しても、較

正された流入パラメータに大きな変化は認

められなかった。 
本研究では、減塩が高血圧の医療費に及

ぼす影響を評価するために食品および人口

の変化率を用いているが、各変化の具体的

な測定方法については特定していない［18］。
我々の先行研究では、我が国における非感

染性疾患予防を目的とした減塩介入の健康

面および経済面での効果を検討し、低食塩

（減塩）食の採用よりも食品製品の改良の

方が、より大きな効果をもたらす可能性を

示した。本研究では、高血圧および複数のシ

ナリオに焦点を当てるために簡略化モデル

を用いたが、食品の変化を促進する観点か

らは、食品製品の改良の重要性についても

強調されるべきである。 
本研究にはいくつかの制約がある。第一

に、本研究では高血圧に限定して分析を行

った。高血圧は心血管疾患や慢性腎臓病な

どの慢性疾患の主要なリスク因子であり

［9］、これらの疾患の治療は我が国の医療

費に大きく寄与している。米国の PRISM
［15,16］のような慢性疾患向け公衆衛生介

入の包括的モデルが、現行モデルを拡張す

ることによって今後構築されるべきである。

第二に、高血圧による死亡は高血圧有病者
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数サブモデルに組み込まれているものの、

シナリオに応じた死亡者数の変化は人口サ

ブモデルにはフィードバックされなかった。

2024 年の死亡率（10 万人当たり）は高血圧

性疾患（9.8）が全死亡率（1334.5）の 0.7%
を占めるに過ぎないため[24]、この省略によ

る影響は現在のモデルでは軽微であるよう

に思われる。しかし、高血圧は慢性疾患のリ

スク因子である。この問題は、現在のモデル

に心血管疾患および慢性腎臓病を組み込む

ことで解決すべきと考えられる。第三に、食

塩摂取量サブモデルにおける変化率および

高血圧有病者数サブモデルにおける都道府

県ごとの高血圧有病者数と全国高血圧有病

者数の比については、すべての性別年齢階

級で同一のパラメータを用いた。このため、

詳細なシミュレーションが十分に行われな

かった可能性はあるが、国民健康・栄養調査

における性別年齢階級別サンプル数が比較

的少ないことから、極端な結果が生じるこ

とは回避された。第四に、食塩摂取量サブモ

デルにおける変化率や高血圧有病者数サブ

モデルにおける死亡率乗数など、同一の構

造パラメータを適用した。この方法では、都

道府県ごとの食文化、人口動態、医療へのア

クセスといった違いを考慮していない。よ

り柔軟なモデリング手法を用いることで、

地域レベルのモデルの適用性を向上させる

ことができると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
全国および都道府県別のシステムダイナ

ミクスモデルは、食塩摂取量の減少により、

2040 年までに高血圧有病者数および高血圧

医療費を低減できる可能性があることを示

した。これらのシミュレーションモデルは、

全国および地方自治体の政策立案者が、我

が国における医療費削減を目的とした減塩

施策を推進する際に、有用な示唆を与える

可能性がある。 
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図 1．食塩摂取量サブモデルの構造 

長方形はストックを表す。二重矢印付きのパイプはストック値を変化させるフローを示す。

パイプの中央にあるバルブは流量を調整する。青色の矢印は要素間の因果関係を表す。灰色の

矢印は初期値を受け取るストックへのリンクを表す。灰色のテキストはモデルの他の場所です

でに使用されている潜在変数を示す。 
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図 2．人口サブモデルの構造（男性） 
長方形はストックを表す。雲はシステム境界外のストックを表す。二重矢印付きのパイプは

ストック値を変化させるフローを示す。パイプの中央にあるバルブは流量を調整する。青色の

矢印は要素間の因果関係を表す。灰色のテキストはモデルの他の場所ですでに使用された潜在

変数を示す。  
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図 3．食塩摂取量サブモデルでパラメータ値を 80% から 120% の間で変化させた 200 回の

シミュレーションのサンプルに基づくモンテカルロ多変量感度分析における 0、5、25、50、
75、95、および 100 パーセンタイル境界のシミュレーション結果 

低食塩食品の初期値、低食塩摂取者の割合の初期値、食塩含有量の変化率、および食塩摂取

者数の変化率（1 組目のパラメータ）を使用した 1 日の食塩摂取量 (a) と、高食塩食品の食

塩含有量、低食塩食品の食塩含有量、低食塩食品の初期値、低食塩摂取者の割合の初期値、食

塩含有量の変化率、および食塩摂取者数の変化率 (2 組目のパラメータ) を使用した 1 日の食

塩摂取量 (b)、高血圧有病者数 (c)、および高血圧医療費 (d)   
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図 4．国民健康・栄養調査における 20 歳以上の 1 日当たりの食塩摂取量（2012～2019 年、

2022 年、2023 年）ならびに食塩摂取量サブモデルでのベースランにおける 2012 年から 2040
年までの食品の食塩含有量と 20 歳以上 1 日当たり食塩摂取量のシミュレーション結果 
 
 

 
 
図 5．ベースランにおける 2012 年から 2040 年までの性別年齢階級別高血圧有病者数のシミュ

レーション結果（（a）男性、（b）女性）



166 
 

表 1．人口サブモデル、高血圧有病者数サブモデル、および高血圧医療費サブモデルの各パラメータの性別年齢階級別平均絶対パーセント誤差（％） 
 男性（年齢、歳） 女性（年齢、歳） 
 40–49 50–59 60–69 70–79 40–49 50–59 60–69 70–79 
人口サブモデル 
 人口 2.0 1.3 2.8 2.6 3.9 1.4 2.7 2.5 
 死亡 7.7 4.0 3.3 2.5 2.8 5.5 2.9 2.4 
高血圧有病者数サブモデル 
 高血圧有病者数 23.9 7.0 13.0 8.4 19.2 8.9 15.7 5.7 
高血圧医療費サブモデル         
 高血圧医療費 6.7 4.5 3.0 2.8 2.6 2.2 4.5 2.5 
 
 
表 2．全国モデルにおけるベースランのシミュレーション結果 

 2012 年 2026 年 2040 年 2012 年から 2040 年への変化 (%) 
食塩摂取量サブモデル     
 高食塩食品数 900 676 483 −46.3 
 高食塩摂取者数 51,313 45,415 34,322 −33.1 
 食塩摂取量（g/日） 10.1 9.6 8.7 −13.9 
人口サブモデル     
 男性人口（100 万人） 31.6 30.8 27.7 −12.3 
 女性人口（100 万人） 33.2 30.8 26.5 −20.2 
高血圧有病者数サブモデル     
 男性高血圧有病者数（100 万人） 14.6 9.8 6.3 −56.8 
 女性高血圧有病者数（100 万人） 10.5 7.5 5.2 −50.5 
高血圧医療費サブモデル     
 男性高血圧医療費（10 億円） 531.9 377.5 244.3 −54.1 
 女性高血圧医療費（10 億円） 507.8 373.8 259.8 −48.8 
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表 3．全国モデルにおけるシナリオ別シミュレーション結果 
 2040 年におけるシミュレーション結果 2040 年におけるベースランとの差（%） 
 ベースラン シナリオ 1 シナリオ 2 シナリオ 3 シナリオ 1 シナリオ 2 シナリオ 3 

食塩摂取量サブモデル 
 高食塩食品数 483 242 459 201 −50.0 −5.1 −58.5 
 高食塩摂取者数 34,322 30,793 16,652 10,639 −10.3 −51.5 −69.0 
 食塩摂取量（g/日） 8.7 8.5 7.3 6.9 −3.2 −16.2 −21.7 
高血圧有病者数サブモデル 
 男性高血圧有病者数（100 万人） 6.3 6.3 6.2 6.2 −0.3 −1.7 −2.3 
 女性高血圧有病者数（100 万人） 5.2 5.2 4.9 4.8 −1.0 −6.6 −8.8 
高血圧医療費サブモデル 
 男性高血圧医療費（10 億円） 244.3 243.7 240.6 239.3 −0.2 −1.5 −2.0 
 女性高血圧医療費（10 億円） 259.8 257.4 243.7 238.3 −0.9 −6.2 −8.3 
 
 
表 4．都道府県別モデルにおけるベースランのシミュレーション結果の最小値と最大値 

 2012 年 2026 年 2040 年 都道府県 
最小値（2012 年）     

 食塩摂取量（g/日） 8.3 7.8 6.9 沖縄県 
 人口（100 万人） 0.30 0.28 0.23 鳥取県 
 高血圧有病者数（100 万人） 0.14 0.09 0.06 鳥取県 
 高血圧医療費（10 億円） 5.8 4.0 2.5 鳥取県 
最大値（2012 年）     

 食塩摂取量（g/日） 11.7 11.2 10.3 岩手県 
 人口（100 万人） 6.58 6.47 5.98 東京都 
 高血圧有病者数（100 万人） 1.82 1.41 1.06 東京都 
 高血圧医療費（10 億円） 72.3 58.4 44.3 東京都 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び 

医療経済学的効果を推定するための研究 
分担研究報告書 

 
シミュレーションモデルの都道府県向けインターフェースと活用ガイドの作成 

 
研究分担者 西 信雄  聖路加国際大学 大学院公衆衛生学研究科 
研究分担者 杉山雄大  国立健康危機管理研究機構 国立国際医療研究所 糖尿病情報センター 
研究代表者 池田奈由  医薬基盤・健康・栄養研究所 栄養疫学・政策研究センター 
研究協力者 高橋 裕  専修大学商学部 
研究協力者 髙橋 希  千葉県市原保健所（市原健康福祉センター）地域保健福祉課 
研究協力者 諸岡 歩  兵庫県伊丹健康福祉事務所 
 
研究要旨 
産学官等連携による食環境づくりを推進する上で、自治体が科学的根拠に基づき効果的な施

策を立案できる環境整備が求められている。本研究では、都道府県健康増進部局等における減

塩シミュレーション結果の利活用を目的として、シミュレーションモデルのインターフェース

とその活用ガイドを開発した。 
Vensim Professional®で構築したシミュレーションモデルを Stella Architect®へ移行し、オンラ

インプラットフォーム isee ExchangeTMを用いて、標準的なウェブブラウザ上で操作可能なイン

ターフェースを構築した。また、操作手順や結果の解釈をまとめた活用ガイド案を作成した。

これらについて自治体管理栄養士へのヒアリングを行い、操作性、実務上の有用性、データの

解釈に関する課題を抽出した。 
「表紙」及び「人口」「食塩摂取量」「高血圧有病者数」「高血圧医療費」等、計 7 画面からな

るインターフェースを構築した。ヒアリングに基づき、用語の整理や単位表記の追加、視認性

の向上といった改訂を行い、実地での利便性を改善した。 
本研究で開発したツールは、減塩施策が健康及び経済アウトカムに及ぼす影響を可視化する

ものであり、地域健康増進計画の策定や予算要求時の説明責任を果たす上で、実務的に有用な

支援ツールとなり得る。今後は、活用ガイドのさらなる拡充やモデルの精緻化を通じ、行政実

務における本格的な運用と社会実装に向けた検討を進めることが期待される。 
 
Ａ．目的 
産学官等連携による食環境づくりを推進

する上で、自治体が科学的根拠に基づき効

果的な施策を立案できる環境整備が急務と

なっている。本研究では、都道府県健康増進

部局等における減塩シミュレーション結果

の利活用を促進するため、シミュレーショ

ンモデルのインターフェース及び実務での

参照を目的とした活用ガイドを開発した。 
 
Ｂ．方法 
1．インターフェースの構築とプラットフォ

ームの選定 
自治体担当者が専用ソフト導入等、特別

な環境構築を必要とせず、標準的なウェブ

ブラウザ上で直感的にシミュレーションを

実行できるよう、以下の三段階を経てイン

ターフェースを構築した（図 1）。 
 
1.1．モデルの統合と最適化 

Vensim Professional®（Ventana Systems 社）

［1］により構築されたシステムダイナミク

ス・シミュレーションモデルを、インターフ

ェース設計に優れた Stella Architect®（isee 
systems 社）［2］へ移行し、モデルが正しく

動作することを確認した。 
 
1.2．インターフェースの設計 

自治体担当者が食塩摂取に関するパラメ

ータを容易に変更し、その影響をグラフや

表で視認できるよう、Stella Architect®でダッ

シュボード形式の操作画面を設計した。 
 
1.3．オンライン公開基盤の実装 

Stella Architect®で構築したインターフェ

ースを、オンラインプラットフォーム isee 
ExchangeTM（isee systems 社）［3］へ実装し

た。選定にあたっては、専用ソフト未保有者

へのアクセシビリティに加え、特定のユー

ザーに限定公開が可能なセキュリティ機能
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を有している点を重視した。 
 
2．活用ガイド案の作成 
自治体担当者が円滑にシミュレーション

を活用できるよう、モデルの背景、推計手法、

具体的な操作手順、結果の解釈方法等を体

系的に解説した活用ガイド案を作成した。 
 
3．ヒアリングによる検証と改訂 

開発したツールの実用性を検証するため、

食環境整備に精通した自治体管理栄養士 2
名を対象にヒアリングを実施した。 isee 
ExchangeTMのRestricted Access機能を用いて

ツールを限定的に共有し、実務者の視点か

らフィードバックを収集した。得られた知

見に基づき、インターフェースと活用ガイ

ド案を改訂した。 
 
（倫理面の配慮） 
シミュレーションモデル構築にあたり、

国民健康・栄養調査の匿名データは、厚生労

働省に調査票情報の利用申請を行い、承認

を得た上で使用した。本研究は、既存の統計

データ及び公開資料に基づくものであり、

研究実施時点において「人を対象とする生

命科学・医学系研究に関する倫理指針」（令

和 3 年文部科学省・厚生労働省・経済産業省

告示第 1 号）の対象となる研究には該当し

ない。 
 
Ｃ．結果 
1．インターフェースの構築 
「表紙」及び「①人口」「②食塩摂取量」

「③高血圧有病者数（40－79 歳）」「④高血

圧医療費（40－79 歳）」「⑤高血圧有病者数

（年齢階級別）」「⑥高血圧医療費（年齢階級

別）」の計 7 画面からなるインターフェース

を構築した。「表紙」のプルダウンメニュー

から全国と各都道府県を選択できるように

した。各都道府県の現状値（人口、食塩摂取

量、高血圧有病率、高血圧医療費）を初期値

として保持した。ユーザーが「利用可能な食

品の低塩化係数」と「低食塩摂取群への促進

係数」をスライドバーで操作することで、

2040 年までの推計結果がグラフと表で表示

されるダッシュボードを整備した。 
 
2．活用ガイド案の作成 
構築したインターフェースの円滑な利用

を支援するため、以下の構成からなる活用

ガイド案を作成した。 
（1）本ガイドの概要（目的、対象、モデル

の背景） 

（2）isee ExchangeTM の利用手順（アカウン

ト作成、サインイン、アクセス方法） 
（3）インターフェースの操作方法（各項目

のシミュレーション手順と結果の解釈） 
 
3．ヒアリングによる検証と改訂 
自治体管理栄養士へのヒアリングにより、

操作性、実務上の有用性、データの解釈に関

する課題が抽出された。これに基づき、以下

の通りインターフェースの改訂を行った。 
• 用語・単位表記の整理：「高血圧入院外

医療費」を「高血圧外来医療費」へ修正

した。また、グラフ軸等に K（千）、M
（百万）、B（十億）の単位標記を追記

し、各都道府県のデータ規模に応じた表

示形式を整えた。 
• 視認性・レイアウトの改善：凡例の位置

や配色を最適化したほか、食塩摂取量の

グラフに「食品中食塩量」の項目を追加

し、施策の影響を解釈しやすくした。 
• 操作性の向上：直感的な操作を促すよう

操作ボタンを再整理した。 
これらのインターフェースの変更内容を

活用ガイド案に反映させた（資料 II-3-1）。 
 
Ｄ．考察・結論 
産学官等連携による減塩の取組を推進す

るため、都道府県が科学的根拠に基づき施策

を立案・説明できるシミュレーションモデル

のインターフェースと活用ガイドを開発し

た。実務者である自治体管理栄養士へのヒア

リングを通じ、操作性、視認性、実用性の向

上を図った。 
本研究で開発したインターフェースは、

自治体担当者が減塩施策による食塩摂取量

の減少から健康・経済アウトカム（高血圧有

病者数と関連医療費の抑制）に至る一連の

プロセスを、具体的な推計値として提示す

ることを可能にした。一方で、実務者ヒアリ

ングにおいて、入力する介入強度の妥当性

を判断する専門職の介在が不可欠であるこ

とも再認識された。 
今後は、誰でも操作できる汎用性と、専門

職が根拠を持って説明できる専門性の両立

を図るため、活用ガイドのさらなる充実が

必要である。本ツールは、地域職域連携を通

じた食環境整備や、次期健康増進計画の策

定における科学的根拠の提示、さらには予

算請求時の説明責任を果たすうえで、実務

的にも極めて有用な支援ツールとなり得る。

シミュレーションモデルの精緻化とともに、

現場での活用事例の蓄積を通じたツールの
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更なる最適化が期待される。 
 
Ｅ．研究発表 
１．論文発表 
なし 

 
２．学会発表 
西 信雄．減塩の公衆衛生学的・医療経済学
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ョンモデル．第84回日本公衆衛生学会総会，
シンポジウム74（公募シンポジウム）「食
環境づくりの推進を通じた減塩の取組が
もたらす公衆衛生学的・医療経済学的効
果」，静岡市，グランシップ（静岡県コン
ベンションアーツセンター），2025年10月
31日． 
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図 1．インターフェース構築の手順 



1 

食環境づくりの推進を通じた減塩の取組の効果に関する 

都道府県別シミュレーションモデル活用ガイド 

2026 年 3 月 27 日 

版 日付 主な内容 

1.0.0 2026/1/20 令和 7 年度第 3 回班会議用 

2.0.0 2026/3/18 令和 7 年度研究分担報告書案用 

2.0.1 2026/3/23 令和 7 年度研究分担報告書案用 

2.0.2 2026/3/27 3.2.食塩摂取量 追記 

【資料II-3-1】
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本ガイドは、2023～2025 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業）「食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的

効果及び医療経済学的効果を推定するための研究」（研究代表者：池田奈由）の一環で作成

しました。 

 

留意事項 

 

本資料の著作権は、2023～2025 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病

等生活習慣病対策総合研究事業）「食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆

衛生学的効果及び医療経済学的効果を推定するための研究（23FA1012）」研究班に属しま

す。公表物等に使用する際は、出典等の記載を適切に行ってください。 

本資料に記載されているデータ、意見等は本資料作成時点で信頼できると思われる情報に

基づき作成したものですが、その正確性、完全性、情報や意見の妥当性を保証するものでは

なく、また、当該データ、意見等を使用した結果についてもなんら保証するものではありませ

ん。また、本資料に関連して生じた一切の損害について、当研究班は責任を負うものではあり

ません。 

本資料に記載している見解等は本資料作成時におけるものであり、環境の変化や制度等

の変更によって予告なしに内容が変更される場合があります。 

 

発行者 

 

2023～2025 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業）「食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び医療

経済学的効果を推定するための研究（23FA1012）」研究班 
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1．本ガイドについて 

 

1．1．目的 

 

日本人の食塩摂取量は長期的に減少しているものの、依然として高い水準にあります。厚

生労働省の「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」では、食品関連事業者が減塩

目標を自主的に設定し、産学官等が連携して推進することが求められています。 

本研究班では、こうした取組を支援するため、科学的根拠を活用できる環境を整備すること

を目的としています。減塩による公衆衛生学的効果および医療経済学的効果をシミュレーショ

ンで推定し、事業者や自治体に意思決定の参考となる情報を提供します。これにより、事業者

と都道府県が科学的根拠やシミュレーションモデルを参照しながら、意思決定に活用できる環

境の整備を目指します。 

本ガイドは、都道府県別減塩シミュレーションモデルのインターフェースを利用するための

基本的な操作手順を説明するものです。 

 

1．2．対象 

 

減塩の政策立案を検討している都道府県健康増進部局等の担当者を対象としています。 

 

1．3．モデルの背景 

 

本ガイドのシミュレーションモデルは、厚生労働省の平成 24 年国民健康・栄養調査などの

公的統計を基に構築されています。モデルのパラメータは全国データを用いて最適化されて

おり、その結果を基準として、各都道府県について同一の構造を持つモデルを適用していま

す。そのため、全国および各都道府県の推定結果は、共通の前提条件に基づいて比較可能

な形で算出されています。 
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2．isee ExchangeTM とインターフェースへのアクセス 

 

2．1．isee ExchangeTM について 

 

isee ExchangeTM は、isee systems 社が提供するウェブプラットフォームであり、システムダイ

ナミクスモデルのシミュレーション（Sim）およびそのインターフェース（Sim App）を、共有・公開・

利用することができます。 

 

2．2．アカウントの作成 

 

1） 「The isee Exchange™ team」から送付される招待メールに記載されたリンクをクリックしま

す。 

 
 

2） パスワードを設定します。「Terms of Service」に同意するボックスにチェックを入れ、

「Create Account」をクリックし、アカウントを作成します。 
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2．3．アカウントへのサインイン 

 

1） 以下の URL にアクセスします。 

https://exchange.iseesystems.com/login 

 

2） アカウント作成時に設定したメールアドレスとパスワードを入力し、「Sign in」をクリックしま

す。 
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2．4．インターフェースへのアクセス 

 

1） isee Exchange™アカウントにサインインすると、下記画面が表示されます。 

 
 

2） 画面左のメニューから「Manage Existing Content」にカーソルを合わせ、「Manage My Sim 

Apps」をクリックします。 

 
 

3） 対象のシミュレーション（Sim）の「View」をクリックします。 
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4） シミュレーションのインターフェース（Sim App）に遷移します。画面上部の 7 つの四角は、

画面を遷移するためのボタンです。最初に表示されているのは、「表紙」画面です。インタ

ーフェースのタイトルは「都道府県別減塩シミュレーションモデル」で、2026 年 3 月 17 日

版です。 

 
 

5） 画面中央のプルダウンメニューから、都道府県を選択できます。 

 
 

以下では全国を例に説明していますので、「00_全国」が選択されていることを確認いただき、

そのまま次へお進みください。  
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3．インターフェースの利用 

 

3．1．人口 

 

「①人口」をクリックし、画面を移動します。全国人口の推移について、40～79 歳を対象と

し、4 つの 10 歳階級に区分し、男女別にモデルを作成しています。参考データとして、2012

年から 2019 年までの全国と各都道府県の人口（総務省統計局「人口推計」）と死亡数（厚生

労働省「人口動態調査」）を用い、2012～2040 年の人口をシミュレーションしています。 

3 つのグラフはシミュレーション結果で、左から順に、2012 年から 2040 年までの 40～79 歳

の男女別人口、男性の年齢階級別人口、女性の年齢階級別人口のシミュレーション結果を表

示しています。表のスクロールバーを移動すると、各年の値を確認できます。 
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3．2．食塩摂取量 

 

1） 「②食塩摂取量」をクリックし、画面を移動します。上段の左からシナリオ設定、「低食塩食

品数と低食塩摂取群人数」の表、「食品中食塩量と 20 歳以上食塩摂取量」の表、下段の

左から「高食塩食品と低食塩食品」のグラフ、「高食塩摂取群と低食塩摂取群」のグラフ、

「食品中食塩量と 20 歳以上食塩摂取量」のグラフがあります。 

 
 

食塩摂取量の参照データとして、2012 年から 2023 年まで（2020 年と 2021 年を除く）の国

民健康・栄養調査における全国 20 歳以上男女総数の 1 日当たり食塩摂取量の平均値を用

いています。2012 年から 2040 年までのシミュレーションを行っているため、2012 年から 2023

年までの参照データの値とシミュレーション結果は、必ずしも一致しません。 

男女別平均値については、各年の男女総数のシミュレーション結果に対し、2012 年の国民

健康・栄養調査における男女総数（10.4g）と男女別平均値（男性：11.3g、女性：9.6g）の差に

基づき偏位させています（男性：＋0.9g、女性：－0.8g）。 

利用可能な食品を「高食塩食品」「低食塩食品」、人口を「高食塩摂取群」「低食塩摂取群」

に区分しています。食品と人口は相互に関連しています。市場で低食塩食品の提供が増加す

ると、高食塩食品を摂取していた人々が低食塩食品の摂取に移行します。この低食塩摂取群

の増加に伴い、高食塩食品を提供していた企業が低食塩食品の提供に移行するようにモデ

ルを作成しています。 

「高食塩食品」「低食塩食品」とは、1 日当たり食塩摂取量の全国平均値がそれぞれ 14g と

6g になる食品群と定義しています。これらの値は、2012 年の国民健康・栄養調査における 20

歳以上男女総数の 1 日当たり食塩摂取量の全国平均値（約 10g）に、標準偏差（約 4g）を加

減した値として設定しています。2012 年の初期値として、総数 1000 食品中、高食塩食品が

90％、低食塩食品が 10％を占めると設定しています。 

「高食塩摂取群」「低食塩摂取群」とは、それぞれ高食塩食品、低食塩食品のみを摂取する

群と定義しています。モデルの最適化により、2012 年の 40～79 歳男女総数 10 万人のうち、

それぞれ 51.3％、48.7％を占めると設定されています。 

「食品中食塩量」は、高食塩食品と低食塩食品の割合に基づいて、それぞれ 14g と 6g

の加重平均として算出しています。また、「20 歳以上食塩摂取量」は、高食塩摂取者と
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低食塩摂取者の割合に基づいて、それぞれ 14 g と 6 g の加重平均して算出しています。 

画面の左上のバーで、減塩介入シナリオを設定します。高食塩食品から低食塩食品への

変化を促進する係数「利用可能な食品の低塩化係数（倍）」と、高食塩摂取群から低食塩摂

取群への変化を促進する係数「低食塩摂取群への促進係数（倍）」について、それぞれ 1 倍

から 3 倍の間で変化させます。デフォルトでは、いずれも 1 倍に設定されています。これによ

り、1 日当たり食塩摂取量や高血圧有病者数、高血圧外来医療費の変化を見ることができるよ

うにしています。 

各都道府県における食塩摂取量も同様に、2012 年の国民健康・栄養調査における全国と

各都道府県の 20 歳以上の男女総数の 1 日食塩摂取量の平均値の差だけ偏位させたもので

す。 

 

2） それでは、介入シナリオを設定してみましょう。 

左上の「利用可能な食品の低塩化係数（倍）」のバーで丸いボタンを 2 までスライドして、左

下の四角の実行ボタンをクリックします。すると、左のグラフで「高食塩食品」が減って、「低食

塩食品」が増えます。一方で、真中のグラフの「高食塩摂取群」「低食塩摂取群」「20 歳以上

食塩摂取量」には、あまり変化がありません。 
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3） 3 まで上げると、「高食塩食品」「低食塩食品」はさらに変化し、「高食塩摂取群」「低食塩

摂取群」も多少変化しています。 

 
 

4） 次に「低食塩摂取群への促進係数（倍）」を 1 から 2 へ上げて「実行」を押すと、「高食塩

摂取群」「低食塩摂取群」「20 歳以上食塩摂取量」に変化が見られます。 
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5） さらに 3 へ上げると、より大きな変化が見られます。 

 
 

6） さらに「利用可能な食品の低塩化係数（倍）」も 3 に上げると、「20 歳以上食塩摂取量」が

さらに変化します。 
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3．3．高血圧有病者数（40～79 歳） 

 

「③高血圧有病者数（40－79 歳）」をクリックし、画面を移動します。 

左上にシナリオ設定、中央の上に「高血圧有病者数（40－79 歳）」のグラフ、右側にその

表、左下に「20 歳以上食塩摂取量」のグラフ、中央下にその表があります。 

全国の高血圧有病者数について、40～79 歳を 10 歳ごとの 4 つの年齢階級に区分し、男

女別のモデルをもとにしています。国民健康・栄養調査における全国の男女別年齢階級別の

高血圧有病者の割合を各都道府県の人口にかけ、さらに 2012 年の国民健康・栄養調査の男

女総数（40～79 歳）における全国に対する各都道府県の高血圧有病者の割合の比をかけて

各都道府県のシミュレーション結果を示しています。なお、高血圧有病者の定義は、血圧を下

げる薬の使用者を含めて収縮期血圧が 140mmHg 以上または拡張期血圧が 90mmHg 以上

である者としています。 
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3．4．高血圧医療費（40～79 歳） 

 

「④高血圧医療費（40－79 歳）」をクリックし、画面を移動します。全国における高血圧有病

者数のシミュレーション結果で、2012 年から 2019 年の厚生労働省「医療給付実態調査」にお

ける高血圧性疾患の外来医療費を除し、男女別年齢階級別の全国 1 人当たり外来医療費を

求めています。この全国 1 人当たり外来医療費に、各都道府県の高血圧有病者数をかけて

男女別年齢階級別の高血圧外来医療費を示しています。 

 
 

3．5．高血圧有病者数（年齢階級別） 

 

「⑤高血圧有病者数（年齢階級別）」の画面です。 
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3．6．高血圧医療費（年齢階級別） 

「⑥高血圧医療費（年齢階級別）」の画面です。 
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